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（※） 

いじめ防止対策推進法（概要） 
 

 第一章 総則  

 １ 「いじめ」を「児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する学校（※）に在籍している等

当該児童生徒と一定の人的関係にある他の児童生徒が行う心理的又は物理的な影響を与え

る行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となっ

た児童生徒が心身の苦痛を感じているもの」と定義すること。 

※小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校（幼稚部を除く。） 
 ２ いじめの防止等のための対策の基本理念、いじめの禁止、関係者の責務等を定めること。 

 
 第二章 いじめの防止基本方針等  

 １ 国、地方公共団体及び学校の各主体は、「いじめの防止等のための対策に関する基本的な

方針」の策定（※）を定めること。     ※国及び学校は策定の義務、地方公共団体は策定の努力義務 

 ２ 地方公共団体は、関係機関等の連携を図るため、学校、教育委員会、児童相談所、法務局、

警察その他の関係者により構成されるいじめ問題対策連絡協議会を置くことができること。 

 
 第三章 基本的施策 ／ 第四章 いじめの防止等に関する措置  

 １ 学校の設置者及び学校が講ずべき基本的施策として、①道徳教育等の充実、②早期発見の

ための措置、③相談体制の整備、④インターネットを通じて行われるいじめに対する対策の

推進を定めるとともに、国及び地方公共団体が講ずべき基本的施策として、⑤いじめの防止

等の対策に従事する人材の確保等、⑥調査研究の推進、⑦啓発活動等について定めること。 

２ 学校は、いじめの防止等に関する措置を実効的に行うため、複数の教職員、心理・福祉等

の専門家その他の関係者により構成される組織を置くこと。 

 ３ 個別のいじめに対して学校が講ずべき措置として、①いじめの事実確認と設置者への結果

報告、②いじめを受けた児童生徒又はその保護者に対する支援、③いじめを行った児童生徒

に対する指導又はその保護者に対する助言について定めるとともに、いじめが犯罪行為とし

て取り扱われるべきものであると認めるときの警察との連携について定めること。 

 ４ 懲戒、出席停止制度の適切な運用等その他いじめの防止等に関する措置を定めること。 

 
 第五章 重大事態への対処  

１ 学校の設置者又は学校は、重大事態（※）に対処し、同種の事態の発生の防止に資するた

め、速やかに、適切な方法により事実関係を明確にするための調査を行うものとすること。 

一 いじめにより児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき 
二 いじめにより児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあると認めるとき 

 ２ 学校の設置者又は学校は、１の調査を行ったときは、いじめを受けた児童生徒及びその保

護者に対し、必要な情報を適切に提供するものとすること。 

 ３ 学校は、重大事態が発生した旨を地方公共団体の長等（※）に報告、地方公共団体の長等

は、必要と認めるときは、１の調査の再調査を行うことができ、また、その結果を踏まえて

必要な措置を講ずるものとすること。 

 ※公立学校は地方公共団体の長、国立学校は文部科学大臣、私立学校は所轄庁である都道府県知事 
 
 第六章 雑則  

  学校評価における留意事項及び高等専門学校における措置に関する規定を設けること。 

（平成２５年９月２８日から施行） - 2 -
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○いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号）

目次

第１章 総則（第１条―第１０条）

第２章 いじめ防止基本方針等（第１１条―第１４条）

第３章 基本的施策（第１５条―第２１条）

第４章 いじめの防止等に関する措置（第２２条―第２７条）

第５章 重大事態への対処（第２８条―第３３条）

第６章 雑則（第３４条・第３５条）

附則

第１章 総則

（目的）

第１条 この法律は、いじめが、いじめを受けた児童等の教育を受ける権利を著しく侵害

し、その心身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命

又は身体に重大な危険を生じさせるおそれがあるものであることに鑑み、児童等の尊厳

を保持するため、いじめの防止等（いじめの防止、いじめの早期発見及びいじめへの対

処をいう。以下同じ。）のための対策に関し、基本理念を定め、国及び地方公共団体等

の責務を明らかにし、並びにいじめの防止等のための対策に関する基本的な方針の策定

について定めるとともに、いじめの防止等のための対策の基本となる事項を定めること

により、いじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進することを目的とする。

（定義）

第２条 この法律において「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校

に在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理

的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当

該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。

２ この法律において「学校」とは、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規

定する小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校（幼稚部を除く。）

をいう。

３ この法律において「児童等」とは、学校に在籍する児童又は生徒をいう。

４ この法律において「保護者」とは、親権を行う者（親権を行う者のないときは、未成

年後見人）をいう。

（基本理念）

第３条 いじめの防止等のための対策は、いじめが全ての児童等に関係する問題であるこ

とに鑑み、児童等が安心して学習その他の活動に取り組むことができるよう、学校の内

外を問わずいじめが行われなくなるようにすることを旨として行われなければならな

い。

２ いじめの防止等のための対策は、全ての児童等がいじめを行わず、及び他の児童等に

対して行われるいじめを認識しながらこれを放置することがないようにするため、いじ

めが児童等の心身に及ぼす影響その他のいじめの問題に関する児童等の理解を深めるこ

とを旨として行われなければならない。

３ いじめの防止等のための対策は、いじめを受けた児童等の生命及び心身を保護するこ

とが特に重要であることを認識しつつ、国、地方公共団体、学校、地域住民、家庭その
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他の関係者の連携の下、いじめの問題を克服することを目指して行われなければならな

い。

（いじめの禁止）

第４条 児童等は、いじめを行ってはならない。

（国の責務）

第５条 国は、第三条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、いじめの防

止等のための対策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）

第６条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、いじめの防止等のための対策について、

国と協力しつつ、当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（学校の設置者の責務）

第７条 学校の設置者は、基本理念にのっとり、その設置する学校におけるいじめの防止

等のために必要な措置を講ずる責務を有する。

（学校及び学校の教職員の責務）

第８条 学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、当該学校に在籍する児童等の保

護者、地域住民、児童相談所その他の関係者との連携を図りつつ、学校全体でいじめの

防止及び早期発見に取り組むとともに、当該学校に在籍する児童等がいじめを受けてい

ると思われるときは、適切かつ迅速にこれに対処する責務を有する。

（保護者の責務等）

第９条 保護者は、子の教育について第一義的責任を有するものであって、その保護する

児童等がいじめを行うことのないよう、当該児童等に対し、規範意識を養うための指導

その他の必要な指導を行うよう努めるものとする。

２ 保護者は、その保護する児童等がいじめを受けた場合には、適切に当該児童等をいじ

めから保護するものとする。

３ 保護者は、国、地方公共団体、学校の設置者及びその設置する学校が講ずるいじめの

防止等のための措置に協力するよう努めるものとする。

４ 第１項の規定は、家庭教育の自主性が尊重されるべきことに変更を加えるものと解し

てはならず、また、前３項の規定は、いじめの防止等に関する学校の設置者及びその設

置する学校の責任を軽減するものと解してはならない。

（財政上の措置等）

第１０条 国及び地方公共団体は、いじめの防止等のための対策を推進するために必要な

財政上の措置その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

第２章 いじめ防止基本方針等

（いじめ防止基本方針）

第１１条 文部科学大臣は、関係行政機関の長と連携協力して、いじめの防止等のための

対策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針（以下「いじめ防止基本方針」

という。）を定めるものとする。

２ いじめ防止基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 いじめの防止等のための対策の基本的な方向に関する事項

二 いじめの防止等のための対策の内容に関する事項

三 その他いじめの防止等のための対策に関する重要事項

（地方いじめ防止基本方針）
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第１２条 地方公共団体は、いじめ防止基本方針を参酌し、その地域の実情に応じ、当該

地方公共団体におけるいじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進するため

の基本的な方針（以下「地方いじめ防止基本方針」という。）を定めるよう努めるもの

とする。

（学校いじめ防止基本方針）

第１３条 学校は、いじめ防止基本方針又は地方いじめ防止基本方針を参酌し、その学校

の実情に応じ、当該学校におけるいじめの防止等のための対策に関する基本的な方針を

定めるものとする。

（いじめ問題対策連絡協議会）

第１４条 地方公共団体は、いじめの防止等に関係する機関及び団体の連携を図るため、

条例の定めるところにより、学校、教育委員会、児童相談所、法務局又は地方法務局、

都道府県警察その他の関係者により構成されるいじめ問題対策連絡協議会を置くことが

できる。

２ 都道府県は、前項のいじめ問題対策連絡協議会を置いた場合には、当該いじめ問題対

策連絡協議会におけるいじめの防止等に関係する機関及び団体の連携が当該都道府県の

区域内の市町村が設置する学校におけるいじめの防止等に活用されるよう、当該いじめ

問題対策連絡協議会と当該市町村の教育委員会との連携を図るために必要な措置を講ず

るものとする。

３ 前２項の規定を踏まえ、教育委員会といじめ問題対策連絡協議会との円滑な連携の下

に、地方いじめ防止基本方針に基づく地域におけるいじめの防止等のための対策を実効

的に行うようにするため必要があるときは、教育委員会に附属機関として必要な組織を

置くことができるものとする。

第３章 基本的施策

（学校におけるいじめの防止）

第１５条 学校の設置者及びその設置する学校は、児童等の豊かな情操と道徳心を培い、

心の通う対人交流の能力の素地を養うことがいじめの防止に資することを踏まえ、全て

の教育活動を通じた道徳教育及び体験活動等の充実を図らなければならない。

２ 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校におけるいじめを防止するため、当

該学校に在籍する児童等の保護者、地域住民その他の関係者との連携を図りつつ、いじ

めの防止に資する活動であって当該学校に在籍する児童等が自主的に行うものに対する

支援、当該学校に在籍する児童等及びその保護者並びに当該学校の教職員に対するいじ

めを防止することの重要性に関する理解を深めるための啓発その他必要な措置を講ずる

ものとする。

（いじめの早期発見のための措置）

第１６条 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校におけるいじめを早期に発見

するため、当該学校に在籍する児童等に対する定期的な調査その他の必要な措置を講ず

るものとする。

２ 国及び地方公共団体は、いじめに関する通報及び相談を受け付けるための体制の整備

に必要な施策を講ずるものとする。

３ 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校に在籍する児童等及びその保護者並

びに当該学校の教職員がいじめに係る相談を行うことができる体制（次項において「相

談体制」という。）を整備するものとする。
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４ 学校の設置者及びその設置する学校は、相談体制を整備するに当たっては、家庭、地

域社会等との連携の下、いじめを受けた児童等の教育を受ける権利その他の権利利益が

擁護されるよう配慮するものとする。

（関係機関等との連携等）

第１７条 国及び地方公共団体は、いじめを受けた児童等又はその保護者に対する支援、

いじめを行った児童等に対する指導又はその保護者に対する助言その他のいじめの防止

等のための対策が関係者の連携の下に適切に行われるよう、関係省庁相互間その他関係

機関、学校、家庭、地域社会及び民間団体の間の連携の強化、民間団体の支援その他必

要な体制の整備に努めるものとする。

（いじめの防止等のための対策に従事する人材の確保及び資質の向上）

第１８条 国及び地方公共団体は、いじめを受けた児童等又はその保護者に対する支援、

いじめを行った児童等に対する指導又はその保護者に対する助言その他のいじめの防止

等のための対策が専門的知識に基づき適切に行われるよう、教員の養成及び研修の充実

を通じた教員の資質の向上、生徒指導に係る体制等の充実のための教諭、養護教諭その

他の教員の配置、心理、福祉等に関する専門的知識を有する者であっていじめの防止を

含む教育相談に応じるものの確保、いじめへの対処に関し助言を行うために学校の求め

に応じて派遣される者の確保等必要な措置を講ずるものとする。

２ 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校の教職員に対し、いじめの防止等の

ための対策に関する研修の実施その他のいじめの防止等のための対策に関する資質の向

上に必要な措置を計画的に行わなければならない。

（インターネットを通じて行われるいじめに対する対策の推進）

第１９条 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校に在籍する児童等及びその保

護者が、発信された情報の高度の流通性、発信者の匿名性その他のインターネットを通

じて送信される情報の特性を踏まえて、インターネットを通じて行われるいじめを防止

し、及び効果的に対処することができるよう、これらの者に対し、必要な啓発活動を行

うものとする。

２ 国及び地方公共団体は、児童等がインターネットを通じて行われるいじめに巻き込ま

れていないかどうかを監視する関係機関又は関係団体の取組を支援するとともに、イン

ターネットを通じて行われるいじめに関する事案に対処する体制の整備に努めるものと

する。

３ インターネットを通じていじめが行われた場合において、当該いじめを受けた児童等

又はその保護者は、当該いじめに係る情報の削除を求め、又は発信者情報（特定電気通

信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律（平成１３年法

律第１３７号）第４条第１項に規定する発信者情報をいう。）の開示を請求しようとす

るときは、必要に応じ、法務局又は地方法務局の協力を求めることができる。

（いじめの防止等のための対策の調査研究の推進等）

第２０条 国及び地方公共団体は、いじめの防止及び早期発見のための方策等、いじめを

受けた児童等又はその保護者に対する支援及びいじめを行った児童等に対する指導又は

その保護者に対する助言の在り方、インターネットを通じて行われるいじめへの対応の

在り方その他のいじめの防止等のために必要な事項やいじめの防止等のための対策の実

施の状況についての調査研究及び検証を行うとともに、その成果を普及するものとする。

（啓発活動）
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第２１条 国及び地方公共団体は、いじめが児童等の心身に及ぼす影響、いじめを防止す

ることの重要性、いじめに係る相談制度又は救済制度等について必要な広報その他の啓

発活動を行うものとする。

第４章 いじめの防止等に関する措置

（学校におけるいじめの防止等の対策のための組織）

第２２条 学校は、当該学校におけるいじめの防止等に関する措置を実効的に行うため、

当該学校の複数の教職員、心理、福祉等に関する専門的な知識を有する者その他の関係

者により構成されるいじめの防止等の対策のための組織を置くものとする。

（いじめに対する措置）

第２３条 学校の教職員、地方公共団体の職員その他の児童等からの相談に応じる者及び

児童等の保護者は、児童等からいじめに係る相談を受けた場合において、いじめの事実

があると思われるときは、いじめを受けたと思われる児童等が在籍する学校への通報そ

の他の適切な措置をとるものとする。

２ 学校は、前項の規定による通報を受けたときその他当該学校に在籍する児童等がいじ

めを受けていると思われるときは、速やかに、当該児童等に係るいじめの事実の有無の

確認を行うための措置を講ずるとともに、その結果を当該学校の設置者に報告するもの

とする。

３ 学校は、前項の規定による事実の確認によりいじめがあったことが確認された場合に

は、いじめをやめさせ、及びその再発を防止するため、当該学校の複数の教職員によっ

て、心理、福祉等に関する専門的な知識を有する者の協力を得つつ、いじめを受けた児

童等又はその保護者に対する支援及びいじめを行った児童等に対する指導又はその保護

者に対する助言を継続的に行うものとする。

４ 学校は、前項の場合において必要があると認めるときは、いじめを行った児童等につ

いていじめを受けた児童等が使用する教室以外の場所において学習を行わせる等いじめ

を受けた児童等その他の児童等が安心して教育を受けられるようにするために必要な措

置を講ずるものとする。

５ 学校は、当該学校の教職員が第三項の規定による支援又は指導若しくは助言を行うに

当たっては、いじめを受けた児童等の保護者といじめを行った児童等の保護者との間で

争いが起きることのないよう、いじめの事案に係る情報をこれらの保護者と共有するた

めの措置その他の必要な措置を講ずるものとする。

６ 学校は、いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものであると認めるときは所轄警

察署と連携してこれに対処するものとし、当該学校に在籍する児童等の生命、身体又は

財産に重大な被害が生じるおそれがあるときは直ちに所轄警察署に通報し、適切に、援

助を求めなければならない。

（学校の設置者による措置）

第２４条 学校の設置者は、前条第２項の規定による報告を受けたときは、必要に応じ、

その設置する学校に対し必要な支援を行い、若しくは必要な措置を講ずることを指示し、

又は当該報告に係る事案について自ら必要な調査を行うものとする。

（校長及び教員による懲戒）

第２５条 校長及び教員は、当該学校に在籍する児童等がいじめを行っている場合であっ

て教育上必要があると認めるときは、学校教育法第１１条の規定に基づき、適切に、当

該児童等に対して懲戒を加えるものとする。
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（出席停止制度の適切な運用等）

第２６条 市町村の教育委員会は、いじめを行った児童等の保護者に対して学校教育法第

３５条第１項（同法第４９条において準用する場合を含む。）の規定に基づき当該児童

等の出席停止を命ずる等、いじめを受けた児童等その他の児童等が安心して教育を受け

られるようにするために必要な措置を速やかに講ずるものとする。

（学校相互間の連携協力体制の整備）

第２７条 地方公共団体は、いじめを受けた児童等といじめを行った児童等が同じ学校に

在籍していない場合であっても、学校がいじめを受けた児童等又はその保護者に対する

支援及びいじめを行った児童等に対する指導又はその保護者に対する助言を適切に行う

ことができるようにするため、学校相互間の連携協力体制を整備するものとする。

第５章 重大事態への対処

（学校の設置者又はその設置する学校による対処）

第２８条 学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合には、その事態（以下

「重大事態」という。）に対処し、及び当該重大事態と同種の事態の発生の防止に資す

るため、速やかに、当該学校の設置者又はその設置する学校の下に組織を設け、質問票

の使用その他の適切な方法により当該重大事態に係る事実関係を明確にするための調査

を行うものとする。

一 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じ

た疑いがあると認めるとき。

二 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀な

くされている疑いがあると認めるとき。

２ 学校の設置者又はその設置する学校は、前項の規定による調査を行ったときは、当該

調査に係るいじめを受けた児童等及びその保護者に対し、当該調査に係る重大事態の事

実関係等その他の必要な情報を適切に提供するものとする。

３ 第１項の規定により学校が調査を行う場合においては、当該学校の設置者は、同項の

規定による調査及び前項の規定による情報の提供について必要な指導及び支援を行うも

のとする。

（国立大学に附属して設置される学校に係る対処）

第２９条 国立大学法人（国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第２条第１項に

規定する国立大学法人をいう。以下この条において同じ。）が設置する国立大学に附属

して設置される学校は、前条第１項各号に掲げる場合には、当該国立大学法人の学長を

通じて、重大事態が発生した旨を、文部科学大臣に報告しなければならない。

２ 前項の規定による報告を受けた文部科学大臣は、当該報告に係る重大事態への対処又

は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、前条第１

項の規定による調査の結果について調査を行うことができる。

３ 文部科学大臣は、前項の規定による調査の結果を踏まえ、当該調査に係る国立大学法

人又はその設置する国立大学に附属して設置される学校が当該調査に係る重大事態への

対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のために必要な措置を講ずることがで

きるよう、国立大学法人法第３５条において準用する独立行政法人通則法（平成１１年

法律第１０３号）第６４条第１項に規定する権限の適切な行使その他の必要な措置を講

ずるものとする。

（公立の学校に係る対処）
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第３０条 地方公共団体が設置する学校は、第２８条第１項各号に掲げる場合には、当該

地方公共団体の教育委員会を通じて、重大事態が発生した旨を、当該地方公共団体の長

に報告しなければならない。

２ 前項の規定による報告を受けた地方公共団体の長は、当該報告に係る重大事態への対

処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、附属

機関を設けて調査を行う等の方法により、第２８条第１項の規定による調査の結果につ

いて調査を行うことができる。

３ 地方公共団体の長は、前項の規定による調査を行ったときは、その結果を議会に報告

しなければならない。

４ 第二項の規定は、地方公共団体の長に対し、地方教育行政の組織及び運営に関する法

律（昭和３１年法律第１６２号）第２３条に規定する事務を管理し、又は執行する権限

を与えるものと解釈してはならない。

５ 地方公共団体の長及び教育委員会は、第２項の規定による調査の結果を踏まえ、自ら

の権限及び責任において、当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の

事態の発生の防止のために必要な措置を講ずるものとする。

（私立の学校に係る対処）

第３１条 学校法人（私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第三条に規定する学校法

人をいう。以下この条において同じ。）が設置する学校は、第２８条第１項各号に掲げ

る場合には、重大事態が発生した旨を、当該学校を所轄する都道府県知事（以下この条

において単に「都道府県知事」という。）に報告しなければならない。

２ 前項の規定による報告を受けた都道府県知事は、当該報告に係る重大事態への対処又

は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、附属機関

を設けて調査を行う等の方法により、第２８条第１項の規定による調査の結果について

調査を行うことができる。

３ 都道府県知事は、前項の規定による調査の結果を踏まえ、当該調査に係る学校法人又

はその設置する学校が当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態

の発生の防止のために必要な措置を講ずることができるよう、私立学校法第六条に規定

する権限の適切な行使その他の必要な措置を講ずるものとする。

４ 前二項の規定は、都道府県知事に対し、学校法人が設置する学校に対して行使するこ

とができる権限を新たに与えるものと解釈してはならない。

第３２条 学校設置会社（構造改革特別区域法（平成１４年法律第１８９号）第１２条第

２項に規定する学校設置会社をいう。以下この条において同じ。）が設置する学校は、

第２８条第１項各号に掲げる場合には、当該学校設置会社の代表取締役又は代表執行役

を通じて、重大事態が発生した旨を、同法第１２条第１項の規定による認定を受けた地

方公共団体の長（以下「認定地方公共団体の長」という。）に報告しなければならない。

２ 前項の規定による報告を受けた認定地方公共団体の長は、当該報告に係る重大事態へ

の対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、

附属機関を設けて調査を行う等の方法により、第２８条第１項の規定による調査の結果

について調査を行うことができる。

３ 認定地方公共団体の長は、前項の規定による調査の結果を踏まえ、当該調査に係る学

校設置会社又はその設置する学校が当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態

と同種の事態の発生の防止のために必要な措置を講ずることができるよう、構造改革特
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別区域法第１２条第１０項に規定する権限の適切な行使その他の必要な措置を講ずるも

のとする。

４ 前２項の規定は、認定地方公共団体の長に対し、学校設置会社が設置する学校に対し

て行使することができる権限を新たに与えるものと解釈してはならない。

５ 第１項から前項までの規定は、学校設置非営利法人（構造改革特別区域法第１３条第

２項に規定する学校設置非営利法人をいう。）が設置する学校について準用する。この

場合において、第１項中「学校設置会社の代表取締役又は代表執行役」とあるのは「学

校設置非営利法人の代表権を有する理事」と、「第１２条第１項」とあるのは「第１３

条第１項」と、第２項中「前項」とあるのは「第５項において準用する前項」と、第３

項中「前項」とあるのは「第５項において準用する前項」と、「学校設置会社」とある

のは「学校設置非営利法人」と、「第１２条第１０項」とあるのは「第１３条第３項に

おいて準用する同法第１２条第１０項」と、前項中「前２項」とあるのは「次項におい

て準用する前２項」と読み替えるものとする。

（文部科学大臣又は都道府県の教育委員会の指導、助言及び援助）

第３３条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の規定によるほ

か、文部科学大臣は都道府県又は市町村に対し、都道府県の教育委員会は市町村に対し、

重大事態への対処に関する都道府県又は市町村の事務の適正な処理を図るため、必要な

指導、助言又は援助を行うことができる。

第６章 雑則

（学校評価における留意事項）

第３４条 学校の評価を行う場合においていじめの防止等のための対策を取り扱うに当た

っては、いじめの事実が隠蔽されず、並びにいじめの実態の把握及びいじめに対する措

置が適切に行われるよう、いじめの早期発見、いじめの再発を防止するための取組等に

ついて適正に評価が行われるようにしなければならない。

（高等専門学校における措置）

第３５条 高等専門学校（学校教育法第１条に規定する高等専門学校をいう。以下この条

において同じ。）の設置者及びその設置する高等専門学校は、当該高等専門学校の実情

に応じ、当該高等専門学校に在籍する学生に係るいじめに相当する行為の防止、当該行

為の早期発見及び当該行為への対処のための対策に関し必要な措置を講ずるよう努める

ものとする。

附 則

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して３月を経過した日から施行する。

（検討）

第２条 いじめの防止等のための対策については、この法律の施行後３年を目途として、

この法律の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、必要があると認められるときは、そ

の結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。

２ 政府は、いじめにより学校における集団の生活に不安又は緊張を覚えることとなった

ために相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている児童等が適切な支援を受け

つつ学習することができるよう、当該児童等の学習に対する支援の在り方についての検

討を行うものとする。
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いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議

（平成２５年６月１９日 衆議院文部科学委員会）

政府及び関係者は、いじめ問題の克服の重要性に鑑み、本法の施行に当たり、次の事項

について特段の配慮をすべきである。

一 いじめには多様な態様があることに鑑み、本法の対象となるいじめに該当するか否か

を判断するに当たり 「心身の苦痛を感じているもの」との要件が限定して解釈される、

ことのないよう努めること。

二 教職員はいじめを受けた児童等を徹底して守り通す責務を有するものとして、いじめ

に係る研修の実施等により資質の向上を図ること。

三 本法に基づき設けられるいじめの防止等のための対策を担う附属機関その他の組織に

おいては、適切にいじめの問題に対処する観点から、専門的な知識及び経験を有する第

三者等の参加を図り、公平性・中立性が確保されるよう努めること。

四 いじめを受けた児童等の保護者に対する支援を行うに当たっては、必要に応じていじ

め事案に関する適切な情報提供が行われるよう努めること。

五 重大事態への対処に当たっては、いじめを受けた児童等やその保護者からの申立てが

あったときは、適切かつ真摯に対応すること。

六 いじめ事案への適切な対応を図るため、教育委員会制度の課題について検討を行うこ

と。

七 教職員による体罰は、児童等の心身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与え

るものであることに鑑み、体罰の禁止の徹底に向け、必要な対策を講ずること。
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いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議

（平成２５年６月２０日 参議院文教科学委員会）

政府及び関係者は、いじめ問題の克服の重要性に鑑み、本法の施行に当たり、次の事項

について特段の配慮をすべきである。

一、いじめには多様な態様があることに鑑み、本法の対象となるいじめに該当するか否か

を判断するに当たり 「心身の苦痛を感じているもの」との要件が限定して解釈される、

ことのないよう努めること。

二、いじめは学校種を問わず発生することから、専修学校など本法の対象とはならない学

校種においても、それぞれの実情に応じて、いじめに対して適切な対策が講ぜられるよ

う努めること。

三、本法の運用に当たっては、いじめの被害者に寄り添った対策が講ぜられるよう留意す

るとともに、いじめ防止等について児童等の主体的かつ積極的な参加が確保できるよう

留意すること。

四、国がいじめ防止基本方針を策定するに当たっては、いじめ防止等の対策を実効的に行

うようにするため、専門家等の意見を反映するよう留意するとともに、本法の施行状況

について評価を行い、その結果及びいじめの情勢の推移等を踏まえ、適時適切の見直し

その他必要な措置を講じること。

五、いじめの実態把握を行うに当たっては、必要に応じて質問票の使用や聴取り調査を行

うこと等により、早期かつ効果的に発見できるよう留意すること。

六、本法に基づき設けられるいじめの防止等のための対策を担う附属機関その他の組織に

おいては、適切にいじめの問題に対処する観点から、専門的な知識及び経験を有する第

三者等の参加を図り、公平性・中立性が確保されるよう努めること。

七、いじめが起きた際の質問票を用いる等による調査の結果等について、いじめを受けた

児童等の保護者と適切に共有されるよう、必要に応じて専門的な知識及び経験を有する

者の意見を踏まえながら対応すること。

八、いじめには様々な要因があることに鑑み、第２５条の運用に当たっては、懲戒を加え

る際にはこれまでどおり教育的配慮に十分に留意すること。

右決議する。
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第１ いじめの防止等のための対策の基本的な方向に関する事項
○ いじめ防止対策推進法制定の意義、基本理念、組織的対策
○ いじめの定義、いじめの理解
○ いじめの防止等に関する基本的考え方

第２ いじめの防止等のための対策の内容に関する事項
１ いじめの防止等のために国が実施する施策
○ いじめ防止基本方針の策定と組織等の設置等
・ 国の基本方針の策定と、より詳細な指針の策定
・ 法に基づく取組状況の把握と検証（「いじめ防止対策協議会（仮称）」の設置）
・ 重大事態の調査組織等設置を支援するため、職能団体等との連絡体制構築

○ いじめの防止等のために国が実施すべき施策

① いじめの防止（豊かな心の育成、子供の主体的な活動の推進、いじめの防止等のための
対策に従事する人材の確保・資質能力向上、調査研究等の実施、普及啓発）

② 早期発見（教育相談体制の充実、地域や家庭との連携促進）
③ いじめへの対処（多様な外部人材の活用等による問題解決支援、ネットいじめの対応）
④ 教員が子供と向き合うことのできる体制の整備

２ いじめの防止等のために地方公共団体が実施すべき施策
○ 地域基本方針の策定
・ 国の基本方針を参考に、条例などの形で、地域基本方針を定めることが望ましい

○ いじめ問題対策連絡協議会の設置
・ いじめ問題対策連絡協議会を設置することが望ましく、その構成員は、地域の実情に応
じて決定

○ 第１４条第３項に規定する教育委員会の附属機関の設置
・ 地域の実情に応じ、附属機関を設置することが望ましい
・ この附属機関には、専門的な知識及び経験を有する第三者等の参加を図り、公平性・中
立性が確保されるよう努めることが必要

○ 地方公共団体が実施すべき施策
・ 地方公共団体として実施すべき施策、学校の設置者として実施すべき施策

３ いじめの防止等のために学校が実施すべき施策
○ 学校いじめ防止基本方針の策定
・ 国や地方公共団体の基本方針を参考に、自らの学校として、どのようにいじめの防止
等の取組を行うかについての基本的な方向、取組の内容等を定める

○ 学校におけるいじめの防止等の対策のための組織
・ 学校におけるいじめの防止・早期発見・対処等、組織的な対応を行うため中核となる
常設の組織。必要に応じて、外部専門家を活用
・ いじめに関するわずかな兆候や懸念、児童生徒からの訴えを、教職員で抱え込まずに
すべて当該組織に報告・相談し、当該組織を中核として組織で対応

○ 学校におけるいじめの防止等に関する措置
ⅰ）いじめの防止 ⅱ）早期発見 ⅲ）いじめに対する措置

いじめの防止等のための基本的な方針（概要）
○ いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号）
（いじめ防止基本方針）

第１１条 文部科学大臣は、関係行政機関の長と連携協力して、いじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な
方針（以下「いじめ防止基本方針」という。）を定めるものとする。
２ いじめ防止基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
一 いじめの防止等のための対策の基本的な方向に関する事項
二 いじめの防止等のための対策の内容に関する事項
三 その他いじめの防止等のための対策に関する重要事項
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４ 重大事態への対処

ⅰ）重大事態の発見と調査
【重大事態】
・ いじめにより児童生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき：児童生徒が
自殺を企図した場合等）
・ いじめにより児童生徒が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあると認めるとき：
不登校の定義を踏まえ年間３０日を目安とし、一定期間連続して欠席しているような場合などは、迅速に調
査に着手
※ 児童生徒や保護者からいじめられて重大事態に至ったという申立てがあったとき：重大事態が発生したも
のとして報告・調査等にあたる

○調査主体：学校の設置者又は学校
○調査を行うための組織：
・ この組織は、職能団体や大学、学会からの推薦等により専門的知識及び経験を有する第三者
の参加を図り、調査の公平性・中立性を確保するよう努める
・ 学校の設置者が調査主体となる場合：公立学校の場合、第１４条第３項の附属機関を調査組織
とすることが望ましい。この附属機関は平時からの設置が望ましい
・ 学校が調査主体となる場合：学校に置かれた「いじめの防止等の対策のための組織」を母体と
し、事態の性質に応じて適切な専門家を加えるなどの方法も考えられる
○事実関係を明確にするための調査の実施
・ 学校の設置者・学校の、たとえ不都合なことがあったとしても事実にしっかりと向き合おう
とする姿勢が重要

ア）いじめられた児童生徒からの聴き取りが可能な場合：いじめられた児童生徒や情報を提
供してくれた児童生徒を守ることを最優先とした調査実施

イ）いじめられた児童生徒からの聴き取りが不可能な場合：当該児童生徒の保護者の要望・
意見を十分に聴取
※ 自殺事案の調査は、「児童生徒の自殺が起きたときの調査の指針」を参考とする。なお、国は当該指針の必
要な見直しを速やかに検討する

ⅱ）調査結果の提供及び報告
① いじめを受けた児童生徒及びその保護者に対する情報を適切に提供する責任
・ 学校の設置者又は学校は、いじめを受けた児童生徒及びその保護者に対して、事実関係等
その他の必要な情報を適切に提供する責任を有する

・ 質問紙調査の実施により得られたアンケートについては、いじめられた児童生徒又はその
保護者に提供する場合があることをあらかじめ念頭におき、調査に先立ち、その旨を調査対
象となる在校生やその保護者に説明する等の措置が必要

② 調査結果の報告
・ 希望に応じて、いじめを受けた児童生徒又はその保護者の所見を調査結果の報告に添える

ⅰ）再調査
・ 職能団体や大学、学会からの推薦等により専門的知識及び経験を有する第三者の参加を図
り、調査の公平性・中立性を確保するよう努める
・ 再調査の主体は、いじめを受けた児童生徒及びその保護者に対して、情報を適切に提供す
る責任がある

ⅱ）再調査の結果を踏まえた措置等
・ 再調査の結果を踏まえた必要な措置を講ずる

第３ その他いじめの防止等のための対策に関する重要事項
・ 国は、当該基本方針の策定から３年の経過を目途として、法の施行状況等を勘案して、基本方
針の見直しを検討し、必要があると認められるときは、その結果に基づいて必要な措置を講じる

（１）学校の設置者又は学校による調査

（２）地方公共団体の長等の再調査及び措置
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はじめに 

 いじめは，いじめを受けた児童生徒の教育を受ける権利を著しく侵害し，そ

の心身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず，その生

命又は身体に重大な危険を生じさせるおそれがあるものである。 
 本基本的な方針（以下「国の基本方針」という。）は，児童生徒の尊厳を保持

する目的の下，国・地方公共団体・学校・地域住民・家庭その他の関係者の連

携の下，いじめの問題の克服に向けて取り組むよう，いじめ防止対策推進法（平

成２５年法律第７１号。以下「法」という。）第１１条第１項の規定に基づき，

文部科学大臣は，いじめの防止等（いじめの防止，いじめの早期発見及びいじ

めへの対処をいう。以下同じ。）のための対策を総合的かつ効果的に推進するた

めに策定するものである。1 
 
 

第１ いじめの防止等のための対策の基本的な方向に関する事項 

１ いじめ防止対策推進法制定の意義 

 いじめの問題への対応は学校における最重要課題の一つであり，一人の教職

員が抱え込むのではなく，学校が一丸となって組織的に対応することが必要で

ある。また，関係機関や地域の力も積極的に取り込むことが必要であり，これ

までも，国や各地域，学校において，様々な取組が行われてきた。 
 しかしながら，未だ，いじめを背景として，児童生徒の生命や心身に重大な

危険が生じる事案が発生している。 
 大人社会のパワーハラスメントやセクシュアルハラスメントなどといった社

会問題も，いじめと同じ地平で起こる。いじめの問題への対応力は，我が国の

教育力と国民の成熟度の指標であり，子供が接するメディアやインターネット

を含め，他人の弱みを笑いものにしたり，暴力を肯定していると受け取られる

                                                   
1 ○ いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号） 
（目的） 
第１条 この法律は，いじめが，いじめを受けた児童等の教育を受ける権利を著しく侵害し，その心身の健
全な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず，その生命又は身体に重大な危険を生じさせる
おそれがあるものであることに鑑み，児童等の尊厳を保持するため，いじめの防止等（いじめの防止，い
じめの早期発見及びいじめへの対処をいう。以下同じ。）のための対策に関し，基本理念を定め，国及び地
方公共団体等の責務を明らかにし，並びにいじめの防止等のための対策に関する基本的な方針の策定につ
いて定めるとともに，いじめの防止等のための対策の基本となる事項を定めることにより，いじめの防止
等のための対策を総合的かつ効果的に推進することを目的とする。 

 （いじめ防止基本方針） 
第１１条 文部科学大臣は，関係行政機関の長と連携協力して，いじめの防止等のための対策を総合的かつ
効果的に推進するための基本的な方針（以下「いじめ防止基本方針」という。）を定めるものとする。 

２ いじめ防止基本方針においては，次に掲げる事項を定めるものとする。 
 一 いじめの防止等のための対策の基本的な方向に関する事項 
 二 いじめの防止等のための対策の内容に関する事項 
 三 その他いじめの防止等のための対策に関する重要事項 
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2 
 

ような行為を許容したり，異質な他者を差別したりといった大人の振る舞いが，

子供に影響を与えるという指摘もある。 
 いじめから一人でも多くの子供を救うためには，子供を取り囲む大人一人一

人が，「いじめは絶対に許されない」，「いじめは卑怯な行為である」，「いじめは

どの子供にも，どの学校でも，起こりうる」との意識を持ち，それぞれの役割

と責任を自覚しなければならず，いじめの問題は，心豊かで安全・安心な社会

をいかにしてつくるかという，学校を含めた社会全体に関する国民的な課題で

ある。このように，社会総がかりでいじめの問題に対峙するため，基本的な理

念や体制を整備することが必要であり，平成２５年６月，「いじめ防止対策推進

法」が成立した。 
 

２ いじめの防止等の対策に関する基本理念2 
いじめは，全ての児童生徒に関係する問題である。いじめの防止等の対策は，

全ての児童生徒が安心して学校生活を送り，様々な活動に取り組むことができ

るよう，学校の内外を問わず，いじめが行われなくなるようにすることを旨と

して行われなければならない。 
また，全ての児童生徒がいじめを行わず，いじめを認識しながら放置するこ

とがないよう，いじめの防止等の対策は，いじめが，いじめられた児童生徒の

心身に深刻な影響を及ぼす許されない行為であることについて，児童生徒が十

分に理解できるようにすることを旨としなければならない。 
加えて，いじめの防止等の対策は，いじめを受けた児童生徒の生命・心身を

保護することが特に重要であることを認識しつつ，国，地方公共団体，学校，

地域住民，家庭その他の関係者の連携の下，いじめの問題を克服することを目

指して行われなければならない。 
 

  

                                                   
2 ○ いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号） 
 （基本理念） 
第３条 いじめの防止等のための対策は，いじめが全ての児童等に関係する問題であることに鑑み，児童等
が安心して学習その他の活動に取り組むことができるよう，学校の内外を問わずいじめが行われなくなる
ようにすることを旨として行われなければならない。 

２ いじめの防止等のための対策は，全ての児童等がいじめを行わず，及び他の児童等に対して行われるい
じめを認識しながらこれを放置することがないようにするため，いじめが児童等の心身に及ぼす影響その
他のいじめの問題に関する児童等の理解を深めることを旨として行われなければならない。 

３ いじめの防止等のための対策は，いじめを受けた児童等の生命及び心身を保護することが特に重要であ
ることを認識しつつ，国，地方公共団体，学校，地域住民，家庭その他の関係者の連携の下，いじめの問
題を克服することを目指して行われなければならない。 
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３ 法が規定するいじめの防止等への組織的対策 

（１）基本方針の策定 

国，地方公共団体，学校は，それぞれ「国の基本方針」「地方いじめ防止

基本方針」「学校いじめ防止基本方針」を策定する（第１１条～１３条）3。 
※国，学校は策定の義務，地方公共団体は策定の努力義務 

（２）いじめの防止等のための組織等 

（別添１【いじめ防止対策推進法に定める組織】参照） 
① 地方公共団体は，学校・教育委員会・児童相談所・法務局又は地方法務

局・都道府県警察その他の関係者により構成される「いじめ問題対策連

絡協議会」を置くことができる（第１４条第１項） 
② 教育委員会は，「いじめ問題対策連絡協議会」との連携の下に「地方い

じめ防止基本方針」に基づく対策を実効的に行うため，「附属機関」を置

くことができる（第１４条第３項） 
③ 学校は，当該学校におけるいじめの防止等に関する措置を実効的に行う

ため，複数の教職員・心理や福祉等の専門的知識を有する者その他の関

係者により構成される「いじめの防止等の対策のための組織」を置くも

のとする（第２２条） 
④ 学校の設置者又はその設置する学校は，重大事態に対処し，及び当該重

大事態と同種の事態の発生の防止に資するため，速やかに，当該学校の

設置者又はその設置する学校の下に組織を設け，質問票の使用その他の

適切な方法により当該重大事態に係る事実関係を明確にするための調査

を行う（第２８条） 
⑤ 地方公共団体の長等は，重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事

態の発生の防止のため必要があると認めるときは，「附属機関」を設けて

調査を行う等の方法により，学校の設置者又は学校の調査の結果につい

て調査を行うことができる（第２９条～第３２条第２項） 
（以下，上記①～⑤の連絡協議会，附属機関，組織をあわせて「組織等」と

いう） 
  

                                                   
3  ○ いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号） 
（いじめ防止基本方針） 
第１１条 文部科学大臣は，関係行政機関の長と連携協力して，いじめの防止等のための対策を総合的かつ
効果的に推進するための基本的な方針（以下「いじめ防止基本方針」という。）を定めるものとする。 

２ いじめ防止基本方針においては，次に掲げる事項を定めるものとする。 
 一 いじめの防止等のための対策の基本的な方向に関する事項 
 二 いじめの防止等のための対策の内容に関する事項 
 三 その他いじめの防止等のための対策に関する重要事項 
 （地方いじめ防止基本方針） 
第１２条 地方公共団体は，いじめ防止基本方針を参酌し，その地域の実情に応じ，当該地方公共団体にお
けるいじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針（以下「地方いじめ
防止基本方針」という。）を定めるよう努めるものとする。 

 （学校いじめ防止基本方針） 
第１３条 学校は，いじめ防止基本方針又は地方いじめ防止基本方針を参酌し，その学校の実情に応じ，当
該学校におけるいじめの防止等のための対策に関する基本的な方針を定めるものとする。 
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４ 国の基本方針の内容 
 国の基本方針は，いじめの問題への対策を社会総がかりで進め，いじめの防

止，早期発見，いじめへの対処，地域や家庭・関係機関間の連携等をより実効

的なものにするため，法により新たに規定された，地方公共団体や学校におけ

る基本方針の策定や組織体制，いじめへの組織的な対応，重大事態への対処等

に関する具体的な内容や運用を明らかにするとともに，これまでのいじめ対策

の蓄積を生かしたいじめ防止等のための取組を定めるものである。 
 国の基本方針の実現には，学校・地方公共団体・社会に法の意義を普及啓発

し，いじめに対する意識改革を喚起し，いじめの問題への正しい理解の普及啓

発や，児童生徒をきめ細かく見守る体制の整備，教職員の資質能力向上などを

図り，これまで以上の意識改革の取組とその点検，その実現状況の継続的な検

証の実施が必要である4。 
 

５ いじめの定義 

 （定義） 
第２条 この法律において「いじめ」とは，児童等に対して，当該児童等が在籍する学校

に在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物

理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって，

当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。 
２ この法律において「学校」とは，学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規

定する小学校，中学校，高等学校，中等教育学校及び特別支援学校（幼稚部を除く。）

をいう。 
３ この法律において「児童等」とは，学校に在籍する児童又は生徒をいう。 
４ この法律において「保護者」とは，親権を行う者（親権を行う者のないときは，未成

年後見人）をいう。 

 個々の行為が「いじめ」に当たるか否かの判断は，表面的・形式的にするこ

となく，いじめられた児童生徒の立場に立つことが必要である。 
この際，いじめには，多様な態様があることに鑑み，法の対象となるいじめ

に該当するか否かを判断するに当たり，「心身の苦痛を感じているもの」との要

件が限定して解釈されることのないよう努めることが必要である5。例えばいじ

                                                   
4 [いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議（平成 25 年 6 月 20 日 参議院文教科学委員会）] 
四，国がいじめ防止基本方針を策定するに当たっては，いじめ防止等の対策を実効的に行うようにするため，
専門家等の意見を反映するよう留意するとともに，本法の施行状況について評価を行い，その結果及びい
じめの情勢の推移等を踏まえ，適時適切の見直しその他必要な措置を講じること。 

5 [いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議（平成 25 年 6 月 19 日 衆議院文部科学委員会）] 
一 いじめには多様な態様があることに鑑み，本法の対象となるいじめに該当するか否かを判断するに当たり，
「心身の苦痛を感じているもの」との要件が限定して解釈されることのないよう努めること。 
[いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議（平成 25 年 6 月 20 日 参議院文教科学委員会）] 

一，いじめには多様な態様があることに鑑み，本法の対象となるいじめに該当するか否かを判断するに当た
り，「心身の苦痛を感じているもの」との要件が限定して解釈されることのないよう努めること。 

三，本法の運用に当たっては，いじめの被害者に寄り添った対策が講ぜられるよう留意するとともに，いじ
め防止等について児童等の主体的かつ積極的な参加が確保できるよう留意すること。 
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められていても，本人がそれを否定する場合が多々あることを踏まえ，当該児

童生徒の表情や様子をきめ細かく観察するなどして確認する必要がある。 
 ただし，このことは，いじめられた児童生徒の主観を確認する際に，行為の

起こったときのいじめられた児童生徒本人や周辺の状況等を客観的に確認する

ことを排除するものではない。 
なお，いじめの認知は，特定の教職員のみによることなく，第２２条の「学

校におけるいじめの防止等の対策のための組織」を活用して行う。 
  「一定の人的関係」とは，学校の内外を問わず，同じ学校・学級や部活動の

児童生徒や，塾やスポーツクラブ等当該児童生徒が関わっている仲間や集団（グ

ループ）など，当該児童生徒と何らかの人的関係を指す。 
 また，「物理的な影響」とは，身体的な影響のほか，金品をたかられたり，隠

されたり，嫌なことを無理矢理させられたりすることなどを意味する。けんか

は除くが，外見的にはけんかのように見えることでも，いじめられた児童生徒の

感じる被害性に着目した見極めが必要である。 
 なお，例えばインターネット上で悪口を書かれた児童生徒がいたが，当該児童

生徒がそのことを知らずにいるような場合など，行為の対象となる児童生徒本人

が心身の苦痛を感じるに至っていないケースについても，加害行為を行った児童

生徒に対する指導等については法の趣旨を踏まえた適切な対応が必要である。 
 加えて，いじめられた児童生徒の立場に立って，いじめに当たると判断した場

合にも，その全てが厳しい指導を要する場合であるとは限らない。具体的には，

好意から行った行為が意図せずに相手側の児童生徒に心身の苦痛を感じさせて

しまったような場合については，学校は，行為を行った児童生徒に悪意はなか

ったことを十分加味したうえで対応する必要がある。 
具体的ないじめの態様は，以下のようなものがある。 
 冷やかしやからかい，悪口や脅し文句，嫌なことを言われる 

 仲間はずれ，集団による無視をされる 

 軽くぶつかられたり，遊ぶふりをして叩かれたり，蹴られたりする 

 ひどくぶつかられたり，叩かれたり，蹴られたりする 

 金品をたかられる 

 金品を隠されたり，盗まれたり，壊されたり，捨てられたりする 

 嫌なことや恥ずかしいこと，危険なことをされたり，させられたりする 

 パソコンや携帯電話等で，誹謗中傷や嫌なことをされる  等 

 これらの「いじめ」の中には，犯罪行為として取り扱われるべきと認められ，

早期に警察に相談することが重要なものや，児童生徒の生命，身体又は財産に

重大な被害が生じるような，直ちに警察に通報することが必要なものが含まれ

る。これらについては，教育的な配慮や被害者の意向への配慮のうえで，早期

に警察に相談・通報の上，警察と連携した対応を取ることが必要である。 
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６ いじめの理解 

いじめは，どの子供にも，どの学校でも，起こりうるものである。とりわけ，

嫌がらせやいじわる等の｢暴力を伴わないいじめ｣は，多くの児童生徒が入れ替

わりながら被害も加害も経験する。また，｢暴力を伴わないいじめ｣であっても，

何度も繰り返されたり多くの者から集中的に行われたりすることで，｢暴力を伴

ういじめ｣とともに，生命又は身体に重大な危険を生じさせうる。 
国立教育政策研究所によるいじめ追跡調査6の結果によれば，暴力を伴わない

いじめ（仲間はずれ・無視・陰口）について，小学校 4 年生から中学校 3 年生

までの６年間で，被害経験を全く持たなかった児童生徒は１割程度，加害経験

を全く持たなかった児童生徒も１割程度であり，多くの児童生徒が入れ替わり

被害や加害を経験している。 
加えて，いじめの加害・被害という二者関係だけでなく，学級や部活動等の

所属集団の構造上の問題（例えば無秩序性や閉塞性），「観衆」としてはやし

立てたり面白がったりする存在や，周辺で暗黙の了解を与えている「傍観者」

の存在にも注意を払い，集団全体にいじめを許容しない雰囲気が形成されるよ

うにすることが必要である。 
 
７ いじめの防止等に関する基本的考え方 
（１）いじめの防止 

 いじめは，どの子供にも，どの学校でも起こりうることを踏まえ，より根本

的ないじめの問題克服のためには，全ての児童生徒を対象としたいじめの未然

防止の観点が重要であり，全ての児童生徒を，いじめに向かわせることなく，

心の通う対人関係を構築できる社会性のある大人へと育み，いじめを生まない

土壌をつくるために，関係者が一体となった継続的な取組が必要である。 
 このため，学校の教育活動全体を通じ，全ての児童生徒に「いじめは決して

許されない」ことの理解を促し，児童生徒の豊かな情操や道徳心，自分の存在

と他人の存在を等しく認め，お互いの人格を尊重し合える態度など，心の通う

人間関係を構築する能力の素地を養うことが必要である。また，いじめの背景

にあるストレス等の要因に着目し，その改善を図り，ストレスに適切に対処で

きる力を育む観点が必要である。加えて，全ての児童生徒が安心でき，自己有

用感や充実感を感じられる学校生活づくりも未然防止の観点から重要である。 
 また，これらに加え，あわせて，いじめの問題への取組の重要性について国

民全体に認識を広め，地域，家庭と一体となって取組を推進するための普及啓

発が必要である。 
 
 

                                                   
6 平成 25 年 7 月 国立教育政策研究所 生徒指導・進路指導研究センター「いじめ追跡調査 2010－2012」 
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（２）いじめの早期発見 

 いじめの早期発見は，いじめへの迅速な対処の前提であり，全ての大人が連

携し，児童生徒のささいな変化に気付く力を高めることが必要である。このた

め，いじめは大人の目に付きにくい時間や場所で行われたり，遊びやふざけあ

いを装って行われたりするなど，大人が気付きにくく判断しにくい形で行われ

ることを認識し，ささいな兆候であっても，いじめではないかとの疑いを持っ

て，早い段階から的確に関わりを持ち，いじめを隠したり軽視したりすること

なく積極的にいじめを認知することが必要である。 
 いじめの早期発見のため，学校や学校の設置者は，定期的なアンケート調査

や教育相談の実施，電話相談窓口の周知等により，児童生徒がいじめを訴えや

すい体制を整えるとともに，地域，家庭と連携して児童生徒を見守ることが必

要である。 
 

（３）いじめへの対処 

  いじめがあることが確認された場合，学校は直ちに，いじめを受けた児童生

徒やいじめを知らせてきた児童生徒の安全を確保し，いじめたとされる児童生

徒に対して事情を確認した上で適切に指導する等，組織的な対応を行うことが

必要である。また，家庭や教育委員会への連絡・相談や，事案に応じ，関係機

関との連携が必要である。 
  このため，教職員は平素より，いじめを把握した場合の対処の在り方につい

て，理解を深めておくことが必要であり，また，学校における組織的な対応を

可能とするような体制整備が必要である。 
 
（４）地域や家庭との連携について 

  社会全体で児童生徒を見守り，健やかな成長を促すため，学校関係者と地域，

家庭との連携が必要である。例えばＰＴＡや地域の関係団体等と学校関係者が，

いじめの問題について協議する機会を設けたり，学校運営協議会（コミュニテ

ィ・スクール）を活用したりするなど，いじめの問題について地域，家庭と連

携した対策を推進することが必要である。 
 また，より多くの大人が子供の悩みや相談を受け止めることができるように

するため，学校と地域，家庭が組織的に連携・協働する体制を構築する。 
 

（５）関係機関との連携について 

 いじめの問題への対応においては，例えば，学校や教育委員会においていじ

める児童生徒に対して必要な教育上の指導を行っているにもかかわらず，その

指導により十分な効果を上げることが困難な場合などには，関係機関（警察，

児童相談所，医療機関，法務局，都道府県私立学校主管部局等を想定）との適
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切な連携が必要であり，警察や児童相談所等との適切な連携を図るため，平素

から，学校や学校の設置者と関係機関の担当者の窓口交換や連絡会議の開催な

ど，情報共有体制を構築しておくことが必要である。 

 例えば，教育相談の実施に当たり必要に応じて，医療機関などの専門機関と

の連携を図ったり，法務局など，学校以外の相談窓口についても児童生徒へ適

切に周知したりするなど，学校や学校の設置者が，関係機関による取組と連携

することも重要である。 

 
 

第２ いじめの防止等のための対策の内容に関する事項 

１ いじめの防止等のために国が実施する施策 

 国は，いじめの防止等のための対策を総合的に策定し推進する。また，これ

に必要な財政上の措置その他の必要な措置を講ずる7。 
（１）国が実施すべき基本的事項 

① 文部科学大臣が関係行政機関の長と連携協力し「いじめ防止基本方針」

を定め，これに基づく対策を総合的かつ効果的に推進（第１１条） 

② いじめ防止等のための対策を推進するために必要な財政上の措置（第 

１０条） 

③ いじめに関する通報及び相談を受け付けるための体制の整備に必要な施

策（第１６条） 

④ 関係省庁相互間その他関係機関，学校，家庭，地域社会及び民間団体の

間の連携の強化，民間団体の支援その他必要な体制の整備（第１７条） 

⑤ 教員の養成及び研修を通じた資質の向上，生徒指導体制の充実のための

教員や養護教諭等の配置，心理，福祉等の専門的知識を有する者でいじめ

の防止を含む教育相談等に応じるものの確保，多様な外部人材の確保（第

１８条） 

⑥ インターネットを通じて行われるいじめに児童生徒が巻き込まれていな

いかパトロールする機関・団体の取組支援や，このようないじめに対処す

る体制の整備（第１９条） 

⑦ いじめの防止等のために必要な事項と対策の実施状況に関する調査研究

及び検証とその成果の普及（第２０条） 

⑧ いじめが児童生徒の心身に及ぼす影響，いじめを防止することの重要性，

相談制度や救済制度等について，普及啓発（第２１条） 

                                                   
7 ○ いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号） 

（国の責務） 
第五条 国は，第三条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり，いじめの防止等のための対策を

総合的に策定し，及び実施する責務を有する。 
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（２）いじめ防止基本方針の策定と組織等の設置等 

○ いじめ防止基本方針の策定 

地方公共団体は，国の基本方針を参酌して，地方いじめ防止基本方針を

策定するよう努め（第１２条），学校は，国の基本方針又は地方いじめ防止

基本方針を参酌して，学校いじめ防止基本方針を策定する（第１３条）。こ

のような意味で，国の基本方針は，国と地方公共団体・学校との連携の骨

幹となるものである。 
また，文部科学省は，法や国の基本方針の内容をより具体的かつ詳細に

示すため，協議会を設けるなどして，具体的な運用等の在り方に関する指

針を策定する。 
 
 ○ いじめ防止対策推進法に基づく取組状況の把握と検証 

国においては，毎年度，いじめ防止基本方針の策定状況等，いじめの問

題への取組状況を調査するとともに，「いじめ防止対策協議会（仮称）」を

設置し，いじめの問題への効果的な対策が講じられているかどうかを検証

する。また，各地域の学校関係者の集まる普及啓発協議会を定期的に開催

し，検証の結果を周知する。 
 

  ○ 関係機関との連携促進 
いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものであると認めるときや，

児童生徒の生命，身体又は財産に重大な被害が生じるおそれがあるときの

警察との適切な連携を促進する。 
また，文部科学省は，法務省，厚生労働省，警察庁などと適切に連携し，

「いじめ問題対策連絡協議会」設置による連携が円滑に行われるよう支援

するとともに，各地域における，学校や学校の設置者等と，警察や法務局，

児童相談所など関係機関との適切な連携を促進する。 
 

○ 各地域における組織等の設置に対する支援 

地方公共団体・学校の設置者・学校が組織等を設ける場合，特に各地域

における重大事態の調査において，公平・中立な調査組織を立ち上げる場

合には，弁護士，医師，心理・福祉の専門家，学校教育に係る学識経験者

などの専門的知識を有する第三者の参画が有効であることから，この人選

が適切かつ迅速に行われるに資するよう，文部科学省は，それら専門家の

職能団体や大学，学会等の団体との連絡体制を構築する。 
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（３）いじめの防止等のために国が実施すべき施策 

① いじめの防止 
○ 学校の教育活動全体を通じた豊かな心の育成 

社会性や規範意識，思いやりなどの豊かな心を育むため，学校の教育活

動全体を通じた道徳教育を推進する。このため，道徳教育用教材の活用や

道徳教育に関する教職員の指導力向上のための施策を推進するとともに，

各地域の実態に応じた道徳教育を推進するため，地域教材の作成や外部講

師の活用をはじめとする自治体等の取組を支援する。 
また，学校において，児童生徒の発達段階に応じ，自分の大切さととも

に他の人の大切さを認めることができるようになり，それが様々な場面で

具体的な態度や行動に現れるようにするために行われる取組を推進する。 
加えて，児童生徒の豊かな情操や他人とのコミュニケーション能力，読

解力，思考力，判断力，表現力等を育むため，読書活動や対話・創作・表

現活動等を取り入れた教育活動を推進する。また，生命や自然を大切にす

る心や他人を思いやる優しさ，社会性，規範意識などを育てるため，学校

における自然体験活動や集団宿泊体験等の様々な体験活動を推進する。 
さらに，これらの取組が，学校の教育活動全体を通じて実践され，子供

一人一人の健全な成長が促されるようにすることが重要である。 
 

○ 児童生徒の主体的な活動の推進8 
児童会・生徒会において，校内でいじめ撲滅や命の大切さを呼びかける

活動や，相談箱を置くなどして子供同士で悩みを聞き合う活動等，子供自

身の主体的な活動を推進する。 
 

○ いじめの防止等のための対策に従事する人材の確保 
生徒指導に専任的に取り組む教職員の配置や養護教諭を含めた教職員

の配置など，教職員の目が行き届き，児童生徒一人一人に対してきめ細か

く対応できる環境を整備する。 
また，心理や福祉の専門家，教員・警察官経験者など，外部専門家等の

活用を推進する。 
 

○ いじめの防止等のための対策に従事する人材の資質能力向上9 
教職員がいじめの問題に対して，その態様に応じた適切な対処ができる

よう，独立行政法人教員研修センターや教育委員会と連携し，教職員研修

                                                   
8 [いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議（平成 25 年 6 月 20 日 参議院文教科学委員会）] 

三，本法の運用に当たっては，いじめの被害者に寄り添った対策が講ぜられるよう留意するとともに，い
じめ防止等について児童等の主体的かつ積極的な参加が確保できるよう留意すること。 

9 [いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議（平成 25 年 6 月 19 日 衆議院文部科学委員会）] 
二 教職員はいじめを受けた児童等を徹底して守り通す責務を有するものとして，いじめに係る研修の実
施等により資質の向上を図ること。 
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の充実を図る。また，心理や福祉の専門家等を活用し，教職員のカウンセ

リング能力等の向上のための校内研修を推進する。 
また，大学の教員養成課程における，いじめを始めとする生徒指導上の

課題等に適切に対応できる能力を高めるような実践的な内容の充実を促

す。 
なお，教職員の不適切な認識や言動がいじめの発生を許しいじめの深刻

化を招きうることに注意する。また，特に体罰については，暴力を容認す

るものであり，児童生徒の健全な成長と人格の形成を阻害し，いじめの遠

因となりうるものであることから，教職員研修等により体罰禁止の徹底を

図る10。 
 

○ いじめに関する調査研究等の実施 
いじめの認知件数や学校におけるいじめの問題に対する日常の取組等，

いじめの問題の全国的な状況を調査する。 
また，いじめの防止及び早期発見のための方策や，いじめ加害の背景な

どいじめの起こる要因，いじめがもたらす被害，いじめのない学級づくり

等について，国立教育政策研究所や各地域，大学等の研究機関，関係学会

等と連携して，調査研究を実施し，その成果を普及する。 
 

○ いじめの問題に関する正しい理解の普及啓発 
国の基本方針やいじめの問題に関係する通知等を周知徹底するため，各

地域の学校関係者の集まる普及啓発協議会を定期的に開催する。 
また，保護者など国民に広く，いじめの問題やこの問題への取組につい

ての理解を促すよう，広報啓発を充実する。 
 

② 早期発見 
○ 教育相談体制の充実 

心理や福祉の専門家等を活用し，教育相談体制を整備するとともに， 
「２４時間いじめ相談ダイヤル」など，電話相談体制を整備する。 

 
○ 地域や家庭との連携促進 

より多くの大人が子供の悩みや相談を受け止めることができるように

するため，ＰＴＡや地域の関係団体との連携促進や，学校運営協議会や学

校支援地域本部，放課後子供教室など，学校と地域，家庭が組織的に連携・

協働する体制を構築する。 

                                                   
10 [いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議（平成 25 年 6 月 19 日 衆議院文部科学委員会）] 

七 教職員による体罰は，児童等の心身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるものであるこ
とに鑑み，体罰の禁止の徹底に向け，必要な対策を講ずること。 
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③ いじめへの対処 
○ 多様な外部人材の活用等による問題解決支援 

解決困難な問題への対応を支援するため，弁護士や教員・警察官経験者

など，多様な人材を活用できる体制を構築する。また，各地域におけるい

じめの問題等を第三者的立場から調整・解決する取組を促進する。 
 

○ インターネットや携帯電話を利用したいじめ(ネットいじめ)への対応 
  児童生徒に情報モラルを身に付けさせる指導の充実を図る。また，ネ

ット上の不適切なサイトや書き込み等を発見するためのネットパトロー

ルなど，インターネットを通じて行われるいじめに対処する体制を整備

する。 
 

④ 教職員が子供と向き合うことのできる体制の整備 
   教職員が子供たちにきちんと向き合い，いじめの防止等に学校として一

丸となって組織的に取り組んでいくことができるような体制の整備が重要

であり，教職員定数の改善措置や外部人材の活用促進，校務の改善に資す

る取組の促進などを行う。 
 

２ いじめの防止等のために地方公共団体が実施すべき施策 

（１）いじめ防止基本方針の策定と組織等の設置等 

別添１ 【いじめ防止対策推進法が定める組織】参照 

① いじめ防止基本方針の策定 

  ⅰ）地方公共団体は，「地方いじめ防止基本方針」を策定するよう努める（第

１２条） 

② 組織等の設置 

ⅰ）地方公共団体は，「いじめ問題対策連絡協議会」を設置することができ

る（第１４条第１項） 

ⅱ）教育委員会は，「附属機関」を設置することができる（第１４条第３項） 

ⅲ）学校の設置者又はその設置する学校は，その下に組織を設け，重大事

態に係る事実関係を明確にするための調査を行う（第２８条） 
ⅳ）地方公共団体の長等は，附属機関を設けて調査を行う等の方法により，

上記ⅲ）の結果について調査を行うことができる（第２９条～第３２条

第２項） 
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（２）地方いじめ防止基本方針の策定 

 （地方いじめ防止基本方針） 
第１２条 地方公共団体は，いじめ防止基本方針を参酌し，その地域の実情に応じ，

当該地方公共団体におけるいじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推

進するための基本的な方針（以下「地方いじめ防止基本方針」という。）を定める

よう努めるものとする。 

地方公共団体は，法の趣旨を踏まえ，国の基本方針を参考にして，当該地

方公共団体におけるいじめ防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進す

るため，条例などの形で，地方いじめ防止基本方針（以下「地域基本方針」

という。）を定めることが望ましい。 
地域基本方針は，当該地方公共団体の実情に応じ，いじめの防止等の対策

の基本的な方向を示すとともに，いじめの防止や早期発見，いじめへの対処

が，当該地域において体系的かつ計画的に行われるよう，講じるべき対策の

内容を具体的に記載することが想定される。 
例えば，いじめの防止等に係る日常的な取組の検証・見直しを図る仕組み

を定めたり，当該地域におけるいじめの防止に資する啓発活動や教育的取組

を具体的に定めたりするなど，より実効的な地域基本方針とするため，地域

の実情に応じた工夫がなされることが望ましい。 
また，より実効性の高い取組を実施するため，地域基本方針が，当該地域

の実情に即してきちんと機能しているかを点検し，必要に応じて見直す，と

いう PDCA サイクルを，地域基本方針に盛り込んでおくことが望ましい。 
なお，地域基本方針は，当該地方公共団体におけるいじめの防止等のため

の対策を総合的かつ効果的に推進するためのものであることから，都道府県

の場合は私立学校も対象に含めて作成することが求められる。また，国立大

学に附属して設置される学校や，市町村が私立学校をどう扱うかについては，

それぞれの地方公共団体において，地域の実情に応じ判断する。 
 
（３）いじめ問題対策連絡協議会の設置 

 （いじめ問題対策連絡協議会） 
第１４条 地方公共団体は，いじめの防止等に関係する機関及び団体の連携を図るた

め，条例の定めるところにより，学校，教育委員会，児童相談所，法務局又は地方

法務局，都道府県警察その他の関係者により構成されるいじめ問題対策連絡協議会

を置くことができる。 
２ 都道府県は，前項のいじめ問題対策連絡協議会を置いた場合には，当該いじめ問

題対策連絡協議会におけるいじめの防止等に関係する機関及び団体の連携が当該

都道府県の区域内の市町村が設置する学校におけるいじめの防止等に活用される
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よう，当該いじめ問題対策連絡協議会と当該市町村の教育委員会との連携を図るた

めに必要な措置を講ずるものとする。 

地方公共団体においては，法に基づき，「いじめ問題対策連絡協議会」を設

置することが望ましく，その構成員は，地域の実情に応じて決定する。 
例えば都道府県に置く場合，学校（国私立を含む），教育委員会，私立学校

主管部局，児童相談所，法務局又は地方法務局，都道府県警察などが想定さ

れる。この他に弁護士，医師，心理や福祉の専門家等に係る職能団体や民間

団体などが考えられる11。 
なお，この会議の名称は，必ずしも「いじめ問題対策連絡協議会」とする

必要はない。 
また，法に定める「いじめ問題対策連絡協議会」は条例で設置されるもの

であるが，機動的な運営に必要な場合などは，条例を設置根拠としない会議

体であっても，法の趣旨を踏まえた会議を設けることは可能である。 
都道府県が「いじめ問題対策連絡協議会」を置く場合，連絡協議会での連

携が，区域内の市町村が設置する学校におけるいじめの防止等に活用される

よう，区域内の市町村の教育委員会等との連携が必要である（例えば，都道

府県の連絡協議会に市町村教育委員会も参加させたり，域内の連携体制を検

討したりする際に，市町村単位でも連携が進むよう各関係機関の連携先の窓

口を明示するなど）。 
なお，規模が小さいために関係機関の協力が得にくく連絡協議会の設置が

難しい市町村においては，近隣の市町村と連携したり，第１４条第２項に基

づき，都道府県の連絡協議会と連携したりすることが考えられる。 
 
（４）第１４条第３項に規定する教育委員会の附属機関の設置 

第１４条第３項 前２項の規定を踏まえ，教育委員会といじめ問題対策連絡協議会と

の円滑な連携の下に，地方いじめ防止基本方針に基づく地域におけるいじめの防止

等のための対策を実効的に行うようにするため必要があるときは，教育委員会に附

属機関として必要な組織を置くことができるものとする。 

地方公共団体においては，法の趣旨を踏まえ地域基本方針を定めることが

望ましく，さらにはその地域基本方針に基づくいじめ防止等の対策を実効的

に行うため，地域の実情に応じ，附属機関を設置することが望ましい。 

なお，小規模の自治体など，設置が困難な地域も想定されることを踏まえ，

都道府県教育委員会においては，これらの地域を支援するため，職能団体や
                                                   
11 [いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議（平成 25 年 6 月 19 日 衆議院文部科学委員会）] 

三 本法に基づき設けられるいじめの防止等のための対策を担う附属機関その他の組織においては，適切
にいじめの問題に対処する観点から，専門的な知識及び経験を有する第三者等の参加を図り，公平性・
中立性が確保されるよう努めること。 

[いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議（平成 25 年 6 月 20 日 参議院文教科学委員会）] 
六，本法に基づき設けられるいじめの防止等のための対策を担う附属機関その他の組織においては，適切
にいじめの問題に対処する観点から，専門的な知識及び経験を有する第三者等の参加を図り，公平性・
中立性が確保されるよう努めること。 
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大学，学会等の協力を得られる体制を平素から整えておくことなどが望まれ

る。 

ただし，この附属機関は教育委員会の附属機関であるため，地方公共団体

が自ら設置する公立学校におけるいじめの防止等のための対策の実効的実施

が直接の設置目的となる。 

「附属機関」とは，地方自治法上，法令又は条例の定めるところにより，

普通地方公共団体の執行機関の行政執行のため，又は行政執行に必要な調停，

審査，審議，諮問又は調査等のための機関である12。本法に基づき附属機関

を設置する場合においても，別に設置根拠となる条例が必要であり，当該条

例で定めるべき附属機関の担当事項等とは，附属機関の目的・機能などであ

る。 

また，第１４条第３項の附属機関には，専門的な知識及び経験を有する第

三者等の参加を図り，公平性・中立性が確保されるよう努めることが必要で

ある13。 

附属機関の機能について，例えば，以下が想定される。 
➣ 教育委員会の諮問に応じ，地域基本方針に基づくいじめの防止等のため

の調査研究等，有効な対策を検討するため専門的知見からの審議を行う 
➣ 当該地方公共団体が設置する公立学校におけるいじめに関する通報や相

談を受け，第三者機関として当事者間の関係を調整するなどして問題の解

決を図る 
➣ 当該地方公共団体が設置する公立学校におけるいじめの事案について，

設置者である地方公共団体の教育委員会が，設置する学校からいじめの報

告を受け，第２４条14に基づき自ら調査を行う必要がある場合に当該組織を

活用する 
なお，各地方公共団体がそれぞれ定める地域基本方針における対策の内容

に応じて，附属機関の機能も地方公共団体ごとに異なる。 

                                                   
12 ○ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 
第１３８条の４ 普通地方公共団体にその執行機関として普通地方公共団体の長の外，法律の定めるところ
により，委員会又は委員を置く。  

２ （略） 
３ 普通地方公共団体は，法律又は条例の定めるところにより，執行機関の附属機関として自治紛争処理委
員，審査会，審議会，調査会その他の調停，審査，諮問又は調査のための機関を置くことができる。ただ
し，政令で定める執行機関については，この限りでない。 

13 [いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議（平成 25 年 6 月 19 日 衆議院文部科学委員会）] 
三 本法に基づき設けられるいじめの防止等のための対策を担う附属機関その他の組織においては，適切にい
じめの問題に対処する観点から，専門的な知識及び経験を有する第三者等の参加を図り，公平性・中立性
が確保されるよう努めること。 
[いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議（平成 25 年 6 月 20 日 参議院文教科学委員会）] 

六，本法に基づき設けられるいじめの防止等のための対策を担う附属機関その他の組織においては，適切に
いじめの問題に対処する観点から，専門的な知識及び経験を有する第三者等の参加を図り，公平性・中立
性が確保されるよう努めること。 

14 ○ いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号） 
（学校の設置者による措置） 

第２４条 学校の設置者は，前条第二項の規定による報告を受けたときは，必要に応じ，その設置する学校
に対し必要な支援を行い，若しくは必要な措置を講ずることを指示し，又は当該報告に係る事案について
自ら必要な調査を行うものとする。 
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また，第２８条15に規定する重大事態に係る調査を学校の設置者として教育

委員会が行う場合，この附属機関を，調査を行う組織とすることが望ましい。

この際，重大事態が起きてから急遽附属機関を立ち上げることは困難である

点から，地域の実情に応じて，平時から「附属機関」を設置しておくことが

望ましい。なお，小規模の自治体など，設置が困難な地域も想定されること

を踏まえ，都道府県教育委員会においては，これらの地域を支援するため，

職能団体や大学，学会等の協力を得られる体制を平素から整えておくことな

どが望まれる。（重大事態への対処については「４ 重大事態への対処」に

詳述） 
法は教育委員会の附属機関を規定しているが，例えば，地方公共団体の下

に置く行政部局に，学校の設置者に関わらず，第三者的立場からの解決を図

るなどのための附属機関を置くといったことも，妨げられるものではない。 
 
（５）地方公共団体が実施すべき施策 

上記のほか，地方公共団体（学校の設置者としての地方公共団体を含む）

が実施すべき施策については，各地域の実情に応じた検討が求められる。 
なお，法の求める施策を「地方公共団体」「学校の設置者」の主体の別で

整理すると以下のとおりである。 
① 地方公共団体として実施すべき施策 
○ いじめの防止等のための対策を推進するために必要な財政上の措置そ

の他の人的体制の整備等の必要な措置を講ずるよう努める 
○ いじめに関する通報及び相談を受け付けるための体制の整備 
・ 電話やメール等，いじめの通報・相談を受け付ける体制整備・周知 
・ 都道府県と市町村が円滑に連携 
（例えば都道府県が，「２４時間いじめ相談ダイヤル」や教育相談セン

ターにおける教育相談の充実等，多様な相談窓口を確保し，市町村が，

設置された窓口を域内の関係各者に周知徹底する等） 
○ いじめの防止等のための対策が関係者の連携の下に適切に行われるよ

う関係機関，学校，家庭，地域社会及び民間団体の間の連携の強化，民

間団体の支援その他必要な体制の整備 
・ 民間団体としては，子供の相談を受け付けるための電話回線を開設す

る団体等が想定される 
                                                   
15 ○ いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号） 
 （学校の設置者又はその設置する学校による対処） 
第２８条 学校の設置者又はその設置する学校は，次に掲げる場合には，その事態（以下「重大事態」とい
う。）に対処し，及び当該重大事態と同種の事態の発生の防止に資するため，速やかに，当該学校の設置者
又はその設置する学校の下に組織を設け，質問票の使用その他の適切な方法により当該重大事態に係る事
実関係を明確にするための調査を行うものとする。 

 一 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命，心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認
めるとき。 

 二 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑い
があると認めるとき。 
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○ 保護者が，法に規定された保護者の責務等を踏まえて子供の規範意識

を養うための指導等を適切に行うことができるよう，保護者を対象とし

た啓発活動や相談窓口の設置など，家庭への支援 
○ いじめの防止等のための対策が専門的知識に基づき適切に行われるよ

う，教職員の研修の充実を通じた教職員の資質能力の向上，生徒指導に

係る体制等の充実のための教諭，養護教諭その他の教職員の配置，心理，

福祉等に関する専門的知識を有する者であっていじめの防止を含む教育

相談に応じる者の確保，いじめへの対処に関し助言を行うために学校の

求めに応じて派遣される者の確保等必要な措置 
・ 「心理，福祉等に関する専門的知識を有する者」や「いじめへの対

処に関し助言を行うために学校の求めに応じて派遣される者」として，

心理や福祉の専門家，教員経験者やスクールサポーター等の警察官経

験者，弁護士等が想定される 
○ 児童生徒がインターネットを通じて行われるいじめに巻き込まれてい

ないかどうかを監視する関係機関又は関係団体の取組支援，インターネ

ットを通じて行われるいじめに関する事案に対処する体制の整備 
・ 具体的には学校ネットパトロールの実施などが想定される 
・ 都道府県と市町村が円滑に連携 

（例えば，都道府県がネットパトロールの実施体制を整備し，市町村

は都道府県の実施するネットパトロールへの必要な協力をする等） 
○ いじめの防止及び早期発見のための方策等，いじめを受けた児童生徒

又はその保護者に対する支援及びいじめを行った児童生徒に対する指導

又はその保護者に対する助言の在り方，インターネットを通じて行われ

るいじめへの対応の在り方その他のいじめの防止等のために必要な事項

やいじめの防止等のための対策の実施の状況についての調査研究及び検

証，その成果の普及 
・ 自ら調査研究をするのみならず，特に市町村においては，国や都道府

県の調査研究結果をいじめの防止等の対策に活用することが想定され

る 
○ いじめが児童生徒の心身に及ぼす影響，いじめを防止することの重要

性，いじめに係る相談制度又は救済制度等について必要な広報その他の

啓発活動 
○ いじめを受けた児童生徒といじめを行った児童生徒が同じ学校に在籍

していない場合であっても，学校がいじめを受けた児童生徒又はその保

護者に対する支援及びいじめを行った児童生徒に対する指導又はその保

護者に対する助言を適切に行うことができるようにするため，学校相互

間の連携協力体制を整備 
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○ 学校におけるいじめの防止等の取組の点検・充実 
・ いじめの実態把握の取組状況等，設置する学校における取組状況を

点検するとともに，教師向けの指導用資料やチェックリストの作成・

配布などを通じ，学校におけるいじめの防止等の取組の充実を促す 
○ 学校と地域，家庭が組織的に連携・協働する体制構築 
・ より多くの大人が子供の悩みや相談を受け止めることができるよう

にするため，ＰＴＡや地域の関係団体との連携促進や，学校運営協議

会や学校支援地域本部，放課後子供教室など，学校と地域，家庭が組

織的に連携・協働する体制を構築 
○ 重大事態への対処 
・ 公立学校を設置する地方公共団体： 
ａ） 公立学校を設置する地方公共団体の長は，第２８条に定める「重

大事態」発生の報告を受け，当該報告に係る重大事態への対処又

は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認

めるときは，附属機関を設けて調査を行う等の方法により，学校

の設置者又は学校による調査の結果について調査を行うことがで

き，調査を行ったときは，その結果を議会に報告しなければなら

ない 
ｂ） 地方公共団体の長及び教育委員会は，調査の結果を踏まえ，自

らの権限及び責任において，当該調査に係る重大事態への対処又

は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のために必要な措置を

講ずる 
・ 私立学校の所轄庁である都道府県知事： 
ａ） 私立学校の所轄庁である都道府県知事は，重大事態発生の報告

を受け，当該報告に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同

種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは，附属機

関を設けて調査を行う等の方法により，学校の設置者又は学校に

よる調査の結果について調査を行うことができる 
ｂ） 都道府県知事は，調査の結果を踏まえ，当該調査に係る学校法

人又はその設置する学校が当該調査に係る重大事態への対処又は

当該重大事態と同種の事態の発生の防止のために必要な措置を講

ずることができるよう，私立学校法第６条に規定する権限の適切

な行使その他の必要な措置を講ずる 
○ 都道府県私立学校主管部局の体制 
  私立学校主管部局において，重大事態があった場合等に適切に対応で

きるよう，体制を整備する 
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② 学校の設置者として実施すべき施策 
  以下の事項それぞれの性質に応じ，学校の設置者として自ら実施したり，

設置する学校において適切に実施されるようにしたりするなどの対応が求

められる。 
○  児童生徒の豊かな情操と道徳心を培い，心の通う人間関係を構築する

能力の素地を養うことが，いじめの防止に資することを踏まえ，全ての

教育活動を通じた道徳教育及び体験活動等の充実 

○ いじめの防止に資する活動であって当該学校に在籍する児童生徒が自

主的に行うものに対する支援，当該学校に在籍する児童生徒及びその保

護者並びに当該学校の教職員に対するいじめを防止することの重要性

に関する理解を深めるための啓発その他必要な措置を講ずる 
○ いじめを早期に発見するため，当該学校に在籍する児童生徒に対する

定期的な調査その他の必要な措置を講ずる 
○ 当該学校に在籍する児童生徒及びその保護者並びに当該学校の教職員

がいじめに係る相談を行うことができる体制を整備する 
○ 当該学校の教職員に対し，いじめの防止等のための対策に関する研修

の実施その他のいじめの防止等のための対策に関する資質能力の向上

に必要な措置を講ずる 
○ 当該学校に在籍する児童生徒及びその保護者が，発信された情報の高

度の流通性，発信者の匿名性その他のインターネットを通じて送信され

る情報の特性を踏まえて，インターネットを通じて行われるいじめを防

止し，及び効果的に対処することができるよう，これらの者に対する，

必要な啓発活動を実施する 
○ いじめに対する措置 
・ 学校の設置者は，第２３条第２項の規定による報告を受けたときは，

必要に応じ，その設置する学校に対し必要な支援を行い，若しくは必要

な措置を講ずることを指示し，又は当該報告に係る事案について自ら必

要な調査を行う。公立学校におけるこの調査については，必要に応じ，

第１４条第３項の附属機関を活用することも想定される 

・ 市町村の教育委員会は，いじめを行った児童生徒の保護者に対して学

校教育法（昭和２２年法律第２６号）第３５条第１項（同法第４９条に

おいて準用する場合を含む。）の規定に基づき当該児童生徒の出席停止 
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を命ずる16等，いじめを受けた児童生徒その他の児童生徒が安心して教

育を受けられるようにするために必要な措置を速やかに講ずる 
○ 重大事態への対処（学校の設置者又は学校） 
・ 学校の設置者又は学校は，第２８条に定める「重大事態」に対処し，

及び当該重大事態と同種の事態の発生の防止に資するため，速やかに，

当該学校の設置者又はその設置する学校の下に組織を設け，質問票の使

用その他の適切な方法により当該重大事態に係る事実関係を明確にす

るための調査を実施する 
学校の設置者又はその設置する学校は，前項の規定による調査を行っ

たときは，当該調査に係るいじめを受けた児童生徒及びその保護者に対

し，当該調査に係る重大事態の事実関係等その他の必要な情報について

情報を適切に提供する責任がある 
・ 学校が調査を行う場合においては，当該学校の設置者は，調査及び情

報の提供について必要な指導及び支援を実施 
○ 市町村教育委員会は，出席停止の手続きに関し必要な事項を教育委員

会規則で定め，学校や保護者へ周知を図る 
○ 学校評価の留意点，教員評価の留意点 
・ 各教育委員会は，学校評価において，いじめの問題を取り扱うに当た

っては，学校評価の目的を踏まえ，いじめの有無やその多寡のみを評価

するのではなく，問題を隠さず，その実態把握や対応が促され，児童生

徒や地域の状況を十分踏まえて目標を立て，目標に対する具体的な取組

状況や達成状況を評価し，評価結果を踏まえてその改善に取り組むよう，

必要な指導・助言を行う17 

・ 各教育委員会は，教員評価において，いじめの問題を取り扱うに当た

っては，いじめの有無やその多寡のみを評価するのではなく，日頃から

の児童生徒の理解，未然防止や早期発見，いじめが発生した際の問題を

隠さず，迅速かつ適切な対応，組織的な取組等を評価するよう，実施要

                                                   
16 ○ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号） 
第３５条 市町村の教育委員会は，次に掲げる行為の一又は二以上を繰り返し行う等性行不良であつて他の
児童の教育に妨げがあると認める児童があるときは，その保護者に対して，児童の出席停止を命ずること
ができる。 
一 他の児童に傷害，心身の苦痛又は財産上の損失を与える行為 
二 職員に傷害又は心身の苦痛を与える行為 
三 施設又は設備を損壊する行為 
四 授業その他の教育活動の実施を妨げる行為 

２ 市町村の教育委員会は，前項の規定により出席停止を命ずる場合には，あらかじめ保護者の意見を聴取
するとともに，理由及び期間を記載した文書を交付しなければならない。 

３ 前項に規定するもののほか，出席停止の命令の手続に関し必要な事項は，教育委員会規則で定めるもの
とする。 

４ 市町村の教育委員会は，出席停止の命令に係る児童の出席停止の期間における学習に対する支援その他
の教育上必要な措置を講ずるものとする。 

17 ○ いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号） 
（学校評価における留意事項） 
第三十四条 学校の評価を行う場合においていじめの防止等のための対策を取り扱うに当たっては，いじめ
の事実が隠蔽されず，並びにいじめの実態の把握及びいじめに対する措置が適切に行われるよう，いじめ
の早期発見，いじめの再発を防止するための取組等について適正に評価が行われるようにしなければなら
ない。 
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領の策定や評価記録書の作成，各学校における教員評価への必要な指

導・助言を行う 
○ 学校運営改善の支援 
・ 教職員が子供と向き合い，いじめの防止等に適切に取り組んでいくこ

とができるようにするため，事務機能の強化など学校マネジメントを担

う体制の整備を図るなど，学校運営の改善を支援する 
・ 保護者や地域住民が学校運営に参画する学校運営協議会の導入により，

いじめの問題など，学校が抱える課題を共有し地域ぐるみで解決する仕

組みづくりを推進する 
 

３ いじめの防止等のために学校が実施すべき施策 
 学校は，いじめの防止等のため，学校いじめ防止基本方針に基づき，いじめ

の防止等の対策のための組織を中核として，校長の強力なリーダーシップの下，

一致協力体制を確立し，学校の設置者とも適切に連携の上，学校の実情に応じ

た対策を推進することが必要である。 
（１）いじめ防止基本方針の策定と組織等の設置 

別添１ 【いじめ防止対策推進法が定める組織】参照 

① いじめ防止基本方針の策定 

  ⅰ）学校は，国の基本方針又は地域基本方針を参酌し，その学校の実情に

応じ，「学校いじめ防止基本方針」を定める（第１３条） 

② 組織等の設置 

  ⅰ）学校は，当該学校におけるいじめの防止等に関する措置を実効的に行

うため，複数の教職員・心理，福祉等の専門的知識を有する者その他

の関係者により構成される「組織」を置くものとする（第２２条） 

  ⅱ）学校の設置者又はその設置する学校は，重大事態に対処し，及び当該

重大事態と同種の事態の発生の防止に資するため，速やかに，当該学

校の設置者又はその設置する学校の下に組織を設け，質問票の使用そ

の他の適切な方法により当該重大事態に係る事実関係を明確にするた

めの調査を行う（第２８条） 
 
（２）学校いじめ防止基本方針の策定 

（学校いじめ防止基本方針） 
第１３条 学校は，いじめ防止基本方針又は地方いじめ防止基本方針を参酌し，その学

校の実情に応じ，当該学校におけるいじめの防止等のための対策に関する基本的な方

針を定めるものとする。 

各学校は，国の基本方針，地域基本方針を参考にして，自らの学校として，

どのようにいじめの防止等の取組を行うかについての基本的な方向や，取組
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の内容等を「学校いじめ防止基本方針」（以下「学校基本方針」という。）と

して定めることが必要である。 
  学校基本方針には，例えば，いじめの防止のための取組，早期発見・早期

対応の在り方，教育相談体制，生徒指導体制，校内研修などを定めることが

想定され，いじめの防止，いじめの早期発見，いじめへの対処などいじめの

防止等全体に係る内容であることが必要である。 
  その具体的な内容として，例えばいじめの防止の観点から，学校教育活動

全体を通じて，いじめの防止に資する多様な取組が体系的・計画的に行われ

るよう，包括的な取組の方針を定めたり，その具体的な指導内容のプログラ

ム化を図ったりすることなどが考えられる。 
また例えば，校内研修等，いじめへの対応に係る教職員の資質能力向上を

図る取組や，いじめの早期発見・いじめへの対処に関する取組方法等をあら

かじめ具体的に定め，これらを徹底するため，「チェックリストを作成・共

有して全教職員で実施する」などといったような具体的な取組を盛り込んだ

り，これらに関する年間を通じた取組計画を定めたりすることなどが考えら

れる。 
  加えて，より実効性の高い取組を実施するため，学校基本方針が，当該学

校の実情に即してきちんと機能しているかを第２２条の組織を中心に点検

し，必要に応じて見直す，という PDCA サイクルを，学校基本方針に盛り込

んでおくことが望ましい。 
 学校基本方針を策定するに当たっては，方針を検討する段階から保護者等

地域の方にも参画いただき，地域を巻き込んだ学校基本方針になるようにす

ることが，学校基本方針策定後，学校の取組を円滑に進めていく上でも有効

である。また，児童生徒とともに，学校全体でいじめの防止等に取り組む観

点から，学校基本方針の策定に際し，児童生徒の意見を取り入れるなど，い

じめの防止等について児童生徒の主体的かつ積極的な参加が確保できるよ

う留意する。 
 さらに，策定した学校基本方針については，学校のホームページなどで公

開する。 
 

（３）学校におけるいじめの防止等の対策のための組織 

（学校におけるいじめの防止等の対策のための組織） 
第２２条 学校は，当該学校におけるいじめの防止等に関する措置を実効的に行うため，

当該学校の複数の教職員，心理，福祉等に関する専門的な知識を有する者その他の関

係者により構成されるいじめの防止等の対策のための組織を置くものとする。 

第２２条は，学校におけるいじめの防止，いじめの早期発見及びいじめへ

の対処等に関する措置を実効的に行うため，組織的な対応を行うため中核と
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なる常設の組織を置くことを明示的に規定したものであるが，これは，いじ

めに対しては，学校が組織的に対応することが必要であること，また，必要

に応じて，心理や福祉の専門家，弁護士，医師，教員・警察官経験者など外

部専門家等が参加しながら対応することにより，より実効的ないじめの問題

の解決に資することが期待されることから，規定されたものである。 
また，学校基本方針に基づく取組の実施や具体的な年間計画の作成や実施

に当たっては，保護者や児童生徒の代表，地域住民などの参加を図ることが

考えられる。 
当該組織は，学校が組織的にいじめの問題に取り組むに当たって中核とな

る役割を担う。具体的には， 
✧ 学校基本方針に基づく取組の実施や具体的な年間計画の作成・実行・検

証・修正の中核としての役割 
✧ いじめの相談・通報の窓口としての役割 
✧ いじめの疑いに関する情報や児童生徒の問題行動などに係る情報の収集

と記録，共有を行う役割 
✧ いじめの疑いに係る情報があった時には緊急会議を開いて，いじめの情

報の迅速な共有，関係のある児童生徒への事実関係の聴取，指導や支援

の体制・対応方針の決定と保護者との連携といった対応を組織的に実施

するための中核としての役割 
などが想定される。 

当該組織は，いじめの防止等の中核となる組織として，的確にいじめの疑

いに関する情報が共有でき，共有された情報を基に，組織的に対応できるよ

うな体制とすることが必要である。特に，いじめであるかどうかの判断は組

織的に行うことが必要であり，当該組織が，情報の収集と記録，共有を行う

役割を担うため，教職員は，ささいな兆候や懸念，児童生徒からの訴えを，

抱え込まずに全て当該組織に報告・相談する。加えて，当該組織に集められ

た情報は，個別の児童生徒ごとなどに記録し，複数の教職員が個別に認知し

た情報の集約と共有化を図ることが必要である。 

また，当該組織は，各学校の学校基本方針の策定や見直し，各学校で定め

たいじめの取組が計画どおりに進んでいるかどうかのチェックや，いじめの

対処がうまくいかなかったケースの検証，必要に応じた計画の見直しなど，

各学校のいじめの防止等の取組について PDCA サイクルで検証を担う役割が

期待される。 
当該組織を構成する第２２条の「当該学校の複数の教職員」については，

学校の管理職や主幹教諭，生徒指導担当教員，学年主任，養護教諭，学級担

任や部活動指導に関わる教職員などから，組織的対応の中核として機能する

ような体制を，学校の実情に応じて決定する。これに加え，個々のいじめの
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防止・早期発見・対処に当たって関係の深い教職員を追加するようにするな

ど，柔軟な組織とすることが有効である。 

各学校においては，日頃からいじめの問題等，生徒指導上の課題に関して

組織的に対応するため，「学校管理部会」や「生徒指導部会」等の名称で組

織を置いている例があるが，こうした既存の組織を活用して，法律に基づく

組織としていじめの防止等の措置を実効的に行うべく機能させることも法の

趣旨に合致するものであり，組織の名称としては「いじめ対策委員会」など

が考えられるが，各学校の判断による。 

また，当該組織を実際に機能させるに当たっては，適切に外部専門家の助

言を得つつも機動的に運用できるよう，構成員全体の会議と日常的な関係者

の会議に役割分担しておくなど，学校の実情に応じて工夫することも必要で

ある。 

なお，第２８条第１項に規定する重大事態の調査のための組織について，

学校がその調査を行う場合は，この組織を母体としつつ，当該事案の性質に

応じて適切な専門家を加えるなどの方法によって対応することも考えられる。

（重大事態への対処については「４ 重大事態への対処」に詳述） 
 

（４）学校におけるいじめの防止等に関する措置18 

学校の設置者及び学校は，連携して，いじめの防止や早期発見，いじめが

発生した際の対処等に当たる（別添２【学校における「いじめの防止」「早

期発見」「いじめに対する措置」のポイント】参照））。 

ⅰ）いじめの防止 
いじめはどの子供にも起こりうるという事実を踏まえ，全ての児童生徒

を対象に，いじめに向かわせないための未然防止に取り組む。 
また，未然防止の基本は，児童生徒が，心の通じ合うコミュニケーショ

ン能力を育み，規律正しい態度で授業や行事に主体的に参加・活躍できる

ような授業づくりや集団づくりを行う。 
加えて，集団の一員としての自覚や自信を育むことにより，いたずらに

ストレスにとらわれることなく，互いを認め合える人間関係・学校風土を

つくる。 
さらに，教職員の言動が，児童生徒を傷つけたり，他の児童生徒による

いじめを助長したりすることのないよう，指導の在り方に細心の注意を払

う。 
 
 
 

                                                   
18  別添２「学校における『いじめの防止』『早期発見』『いじめに対する措置』のポイント」参照 
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ⅱ）早期発見 
いじめは大人の目に付きにくい時間や場所で行われたり，遊びやふざけ

あいを装って行われたりするなど，大人が気付きにくく判断しにくい形で

行われることが多いことを教職員は認識し，ささいな兆候であっても，い

じめではないかとの疑いを持って，早い段階から的確に関わりを持ち，い

じめを隠したり軽視したりすることなく，いじめを積極的に認知すること

が必要である。 
このため，日頃から児童生徒の見守りや信頼関係の構築等に努め，児童

生徒が示す変化や危険信号を見逃さないようアンテナを高く保つ。あわせ

て，学校は定期的なアンケート調査や教育相談の実施等により，児童生徒

がいじめを訴えやすい体制を整え，いじめの実態把握に取り組む。 
 
ⅲ）いじめに対する措置 

いじめの発見・通報を受けた場合には，特定の教職員で抱え込まず，速

やかに組織的に対応し，被害児童生徒を守り通すとともに，加害児童生徒

に対しては，当該児童生徒の人格の成長を旨として，教育的配慮の下，毅

然とした態度で指導する。これらの対応について，教職員全員の共通理解，

保護者の協力，関係機関・専門機関との連携の下で取り組む。 
 

４ 重大事態への対処 

（１）学校の設置者又は学校による調査 

ⅰ）重大事態の発生と調査 
 （学校の設置者又はその設置する学校による対処） 
第２８条 学校の設置者又はその設置する学校は，次に掲げる場合には，その事態

（以下「重大事態」という。）に対処し，及び当該重大事態と同種の事態の発生の

防止に資するため，速やかに，当該学校の設置者又はその設置する学校の下に組

織を設け，質問票の使用その他の適切な方法により当該重大事態に係る事実関係

を明確にするための調査を行うものとする。 
 一 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命，心身又は財産に重大な被害 

が生じた疑いがあると認めるとき。 
 二 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを 

余儀なくされている疑いがあると認めるとき。 
２ 学校の設置者又はその設置する学校は，前項の規定による調査を行ったときは，

当該調査に係るいじめを受けた児童等及びその保護者に対し，当該調査に係る重

大事態の事実関係等その他の必要な情報を適切に提供するものとする。 

- 46 -



- 47 -

26 
 

３ 第１項の規定により学校が調査を行う場合においては，当該学校の設置者は，

同項の規定による調査及び前項の規定による情報の提供について必要な指導及び

支援を行うものとする。 

① 重大事態の意味について 

「いじめにより」とは，各号に規定する児童生徒の状況に至る要因が当

該児童生徒に対して行われるいじめにあることを意味する。 
また，第１号の「生命，心身又は財産に重大な被害」については，いじ

めを受ける児童生徒の状況に着目して判断する。例えば， 
○ 児童生徒が自殺を企図した場合 
○ 身体に重大な傷害を負った場合 
○ 金品等に重大な被害を被った場合 
○ 精神性の疾患を発症した場合 
などのケースが想定される。 
第２号の「相当の期間」については，不登校の定義19を踏まえ，年間 

３０日を目安とする。ただし，児童生徒が一定期間，連続して欠席してい

るような場合には，上記目安にかかわらず，学校の設置者又は学校の判断

により，迅速に調査に着手することが必要である。 
また，児童生徒や保護者からいじめられて重大事態に至ったという申立

てがあったときは，その時点で学校が「いじめの結果ではない」あるいは

「重大事態とはいえない」と考えたとしても，重大事態が発生したものと

して報告・調査等に当たる20。 
 

② 重大事態の報告 

学校は，重大事態が発生した場合，国立大学に附属して設置される学校

は国立大学法人の学長を通じて文部科学大臣へ，公立学校は当該学校を設

置する地方公共団体の教育委員会を通じて同地方公共団体の長へ，私立学

校は当該学校を所轄する都道府県知事へ，学校設置会社が設置する学校は

当該学校設置会社の代表取締役又は代表執行役を通じて認定地方公共団

体の長へ，事態発生について報告する。 
 
③ 調査の趣旨及び調査主体について 

第２８条の調査は，重大事態に対処するとともに，同種の事態の発生の

防止に資するために行うものである。 

                                                   
19 文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」における定義 
20 [いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議（平成 25 年 6 月 19 日 衆議院文部科学委員会）] 
五 重大事態への対処に当たっては，いじめを受けた児童等やその保護者からの申立てがあったときは，適切
かつ真摯に対応すること。 
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学校は，重大事態が発生した場合には，直ちに学校の設置者に報告し，

学校の設置者は，その事案の調査を行う主体や，どのような調査組織とす

るかについて判断する。 

調査の主体は，学校が主体となって行う場合と，学校の設置者が主体と

なって行う場合が考えられるが，従前の経緯や事案の特性，いじめられた

児童生徒又は保護者の訴えなどを踏まえ，学校主体の調査では，重大事態

への対処及び同種の事態の発生の防止に必ずしも十分な結果を得られな

いと学校の設置者が判断する場合や，学校の教育活動に支障が生じるおそ

れがあるような場合には，学校の設置者において調査を実施する。 
学校が調査主体となる場合であっても，第２８条第３項に基づき，学校

の設置者は調査を実施する学校に対して必要な指導，また，人的措置も含

めた適切な支援を行わなければならない。 
なお，第２８条で，組織を設けて調査を行う主体としては「学校の設置

者又は学校は」と規定されているが，このうち公立学校の場合の「学校の

設置者」とは，学校を設置・管理する教育委員会である21。 
また，国立大学に附属して設置される学校の設置者は国立大学法人であ

り，私立学校の設置者は学校法人である。 
なお，従前の経緯や事案の特性から必要な場合や，いじめられた児童生

徒又は保護者が望む場合には，第２８条第１項の調査に並行して，地方公

共団体の長等による調査を実施することも想定しうる。この場合，調査対

象となる児童生徒等への心理的な負担を考慮し，重複した調査とならない

よう，第２８条第１項の調査主体と，並行して行われる調査主体とが密接

に連携し，適切に役割分担を図ることが求められる（例えば，アンケート

の収集などの初期的な調査を学校の設置者又は学校が中心となって行い，

収集した資料に基づく分析及び追加調査を，並行して行われる調査で実施

する等が考えられる）。 
 

④ 調査を行うための組織について 

学校の設置者又は学校は，その事案が重大事態であると判断したときは，

当該重大事態に係る調査を行うため，速やかに，その下に組織を設けるこ

ととされている。 
この組織の構成については，弁護士や精神科医，学識経験者，心理や福

祉の専門家等の専門的知識及び経験を有する者であって，当該いじめ事案

の関係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を有しない者（第三者）に

                                                   
21  公立学校における「学校の設置者」は，学校を設置する地方公共団体である。また，公立学校について，

法第２８条の調査を行う「学校の設置者」とは，地方公共団体のいずれの部局がその事務を担当するかに

ついては，地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）により，学校の設置・

管理を行う教育委員会である。 
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ついて，職能団体や大学，学会からの推薦等により参加を図ることにより，

当該調査の公平性・中立性を確保するよう努めることが求められる22。 
公立学校における調査において，学校の設置者が調査主体となる場合，

第１４条第３項の教育委員会に設置される附属機関を，調査を行うための

組織とすることが望ましい。この際，重大事態が起きてから急遽附属機関

を立ち上げることは困難である点から，地域の実情に応じて，平時から「附

属機関」を設置しておくことが望ましい。なお，小規模の自治体など，設

置が困難な地域も想定されることを踏まえ，都道府県教育委員会において

は，これらの地域を支援するため，職能団体や大学，学会等の協力を得ら

れる体制を平素から整えておくことなどが望まれる。 

なお，この場合，附属機関の構成員に，調査対象となるいじめ事案の関

係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を有する者がいる場合には，そ

の者を除いた構成員で調査に当たる等，当該調査の公平性・中立性確保の

観点からの配慮に努めることが求められる。 

また，学校が調査の主体となる場合，調査を行うための組織を重大事態

の発生の都度設けることも考えられるが，それでは迅速性に欠けるおそれ

があるため，第２２条に基づき学校に必ず置かれることとされている「い

じめの防止等の対策のための組織」を母体として，当該重大事態の性質に

応じて適切な専門家を加えるなどの方法によることも考えられる。 

 
⑤ 事実関係を明確にするための調査の実施 

「事実関係を明確にする」とは，重大事態に至る要因となったいじめ行

為が，いつ（いつ頃から），誰から行われ，どのような態様であったか，

いじめを生んだ背景事情や児童生徒の人間関係にどのような問題があっ

たか，学校・教職員がどのように対応したかなどの事実関係を，可能な限

り網羅的に明確にすることである。この際，因果関係の特定を急ぐべきで

はなく，客観的な事実関係を速やかに調査すべきである。 
この調査は，民事・刑事上の責任追及やその他の争訟等への対応を直接

の目的とするものでないことは言うまでもなく，学校とその設置者が事実

に向き合うことで，当該事態への対処や同種の事態の発生防止を図るもの

である。 
第２８条の調査を実りあるものにするためには，学校の設置者・学校自

身が，たとえ不都合なことがあったとしても，事実にしっかりと向き合お

                                                   
22 [いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議（平成 25 年 6 月 19 日 衆議院文部科学委員会）] 
三 本法に基づき設けられるいじめの防止等のための対策を担う附属機関その他の組織においては，適切にい
じめの問題に対処する観点から，専門的な知識及び経験を有する第三者等の参加を図り，公平性・中立性
が確保されるよう努めること。 

[いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議（平成 25 年 6 月 20 日 参議院文教科学委員会）] 
六，本法に基づき設けられるいじめの防止等のための対策を担う附属機関その他の組織においては，適切に
いじめの問題に対処する観点から，専門的な知識及び経験を有する第三者等の参加を図り，公平性・中立
性が確保されるよう努めること。 
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うとする姿勢が重要である。学校の設置者又は学校は，附属機関等に対し

て積極的に資料を提供するとともに，調査結果を重んじ，主体的に再発防

止に取り組まなければならない。 
 

ア）いじめられた児童生徒からの聴き取りが可能な場合 
いじめられた児童生徒からの聴き取りが可能な場合，いじめられた

児童生徒から十分に聴き取るとともに，在籍児童生徒や教職員に対す

る質問紙調査や聴き取り調査を行うことなどが考えられる。この際，

いじめられた児童生徒や情報を提供してくれた児童生徒を守ることを

最優先とした調査実施が必要である（例えば，質問票の使用に当たり

個別の事案が広く明らかになり，被害児童生徒の学校復帰が阻害され

ることのないよう配慮する等）。 
調査による事実関係の確認とともに，いじめた児童生徒への指導を

行い，いじめ行為を止める。 
いじめられた児童生徒に対しては，事情や心情を聴取し，いじめら

れた児童生徒の状況にあわせた継続的なケアを行い，落ち着いた学校

生活復帰の支援や学習支援等をすることが必要である。 
これらの調査を行うに当たっては，別添２の「学校における『いじ

めの防止』『早期発見』『いじめに対する措置』のポイント」を参考に

しつつ，事案の重大性を踏まえて，学校の設置者がより積極的に指導・

支援したり，関係機関ともより適切に連携したりして，対応に当たる

ことが必要である。 
 

イ）いじめられた児童生徒からの聴き取りが不可能な場合 
      児童生徒の入院や死亡など，いじめられた児童生徒からの聴き取り

が不可能な場合は，当該児童生徒の保護者の要望・意見を十分に聴取

し，迅速に当該保護者に今後の調査について協議し，調査に着手する

必要がある。調査方法としては，在籍児童生徒や教職員に対する質問

紙調査や聴き取り調査などが考えられる。 
 
（自殺の背景調査における留意事項） 
  児童生徒の自殺という事態が起こった場合の調査の在り方について

は，その後の自殺防止に資する観点から，自殺の背景調査を実施する

ことが必要である。この調査においては，亡くなった児童生徒の尊厳

を保持しつつ，その死に至った経過を検証し再発防止策を構ずること

を目指し，遺族の気持ちに十分配慮しながら行うことが必要である。 
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いじめがその要因として疑われる場合の背景調査については，第２

８条第１項に定める調査に相当することとなり，その在り方について

は，以下の事項に留意のうえ，「児童生徒の自殺が起きたときの調査の

指針」（平成２３年３月児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会

議）を参考とするものとする23。 
○ 背景調査に当たり，遺族が，当該児童生徒を最も身近に知り，ま

た，背景調査について切実な心情を持つことを認識し，その要望・

意見を十分に聴取するとともに，できる限りの配慮と説明を行う 
○ 在校生及びその保護者に対しても，できる限りの配慮と説明を行

う 
○ 死亡した児童生徒が置かれていた状況として，いじめの疑いがあ

ることを踏まえ，学校の設置者又は学校は，遺族に対して主体的に，

在校生へのアンケート調査や一斉聴き取り調査を含む詳しい調査の

実施を提案 
○ 詳しい調査を行うに当たり，学校の設置者又は学校は，遺族に対

して，調査の目的・目標，調査を行う組織の構成等，調査の概ねの

期間や方法，入手した資料の取り扱い，遺族に対する説明の在り方

や調査結果の公表に関する方針などについて，できる限り，遺族と

合意しておくことが必要 
○ 調査を行う組織については，弁護士や精神科医，学識経験者，心

理や福祉の専門家等の専門的知識及び経験を有する者であって，当

該いじめ事案の関係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を有す

る者ではない者（第三者）について，職能団体や大学，学会からの

推薦等により参加を図ることにより，当該調査の公平性・中立性を

確保するよう努める 
○ 背景調査においては，自殺が起きた後の時間の経過等に伴う制約

の下で，できる限り，偏りのない資料や情報を多く収集し，それら

の信頼性の吟味を含めて，客観的に，特定の資料や情報にのみ依拠

することなく総合的に分析評価を行うよう努める 
○ 客観的な事実関係の調査を迅速に進めることが必要であり，それ

らの事実の影響についての分析評価については，専門的知識及び経

験を有する者の援助を求めることが必要であることに留意する 
○ 学校が調査を行う場合においては，当該学校の設置者は，情報の

提供について必要な指導及び支援を行うこととされており，学校の

設置者の適切な対応が求められる 

                                                   
23  なお，国は，児童生徒の自殺が起きたときの調査の指針策定後の，各自治体における運用状況や，いじ

め防止対策推進法における重大事態への対処の規定等を踏まえ，背景調査の在り方について，必要な見直
しを検討し，可能な限り速やかに，一定の結論を得る 
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○ 情報発信・報道対応については，プライバシーへの配慮のうえ，

正確で一貫した情報提供が必要であり，初期の段階で情報がないか

らといって，トラブルや不適切な対応がなかったと決めつけたり，

断片的な情報で誤解を与えたりすることのないよう留意する。なお，

亡くなった児童生徒の尊厳の保持や，子供の自殺は連鎖（後追い）

の可能性があることなどを踏まえ，報道の在り方に特別の注意が必

要であり，ＷＨＯ（世界保健機関）による自殺報道への提言を参考

にする必要がある 
 

⑥ その他留意事項 

第２３条第２項24においても，いじめの事実の有無の確認を行うための

措置を講ずるとされ，学校において，いじめの事実の有無の確認のための

措置を講じた結果，重大事態であると判断した場合も想定されるが，それ

のみでは重大事態の全貌の事実関係が明確にされたとは限らず，未だその

一部が解明されたにすぎない場合もあり得ることから，第２８条第１項の

「重大事態に係る事実関係を明確にするための調査」として，第２３条第

２項で行った調査資料の再分析や，必要に応じて新たな調査を行うことと

する。ただし，第２３条第２項による措置にて事実関係の全貌が十分に明

確にされたと判断できる場合は，この限りでない。 

また，事案の重大性を踏まえ，学校の設置者の積極的な支援が必要とな

る。例えば，特に市町村教育委員会においては，義務教育段階の児童生徒

に関して，出席停止措置の活用や，いじめられた児童生徒又はその保護者

が希望する場合には，就学校の指定の変更や区域外就学等の弾力的な対応

を検討することも必要である。 
また重大事態が発生した場合に，関係のあった児童生徒が深く傷つき，

学校全体の児童生徒や保護者や地域にも不安や動揺が広がったり，時には

事実に基づかない風評等が流れたりする場合もある。学校の設置者及び学

校は，児童生徒や保護者への心のケアと落ち着いた学校生活を取り戻すた

めの支援に努めるとともに，予断のない一貫した情報発信，個人のプライ

バシーへの配慮に留意する必要がある。 

 

 

                                                   
24 ○ いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号） 
（いじめに対する措置） 

第二十三条 学校の教職員，地方公共団体の職員その他の児童等からの相談に応じる者及び児童等の保護者
は，児童等からいじめに係る相談を受けた場合において，いじめの事実があると思われるときは，いじめ
を受けたと思われる児童等が在籍する学校への通報その他の適切な措置をとるものとする。 

２ 学校は，前項の規定による通報を受けたときその他当該学校に在籍する児童等がいじめを受けていると
思われるときは，速やかに，当該児童等に係るいじめの事実の有無の確認を行うための措置を講ずるとと
もに，その結果を当該学校の設置者に報告するものとする。 

３～６ （略） 
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ⅱ）調査結果の提供及び報告 
① いじめを受けた児童生徒及びその保護者に対する情報を適切に提供す 
る責任 

 （学校の設置者又はその設置する学校による対処） 
第２８条第２項 学校の設置者又はその設置する学校は，前項の規定による調査を

行ったときは，当該調査に係るいじめを受けた児童等及びその保護者に対し，当

該調査に係る重大事態の事実関係等その他の必要な情報を適切に提供するものと

する。 

学校の設置者又は学校は，いじめを受けた児童生徒やその保護者に対し

て，事実関係等その他の必要な情報を提供する責任を有することを踏まえ，

調査により明らかになった事実関係（いじめ行為がいつ，誰から行われ，

どのような態様であったか，学校がどのように対応したか）について，い

じめを受けた児童生徒やその保護者に対して説明する。この情報の提供に

当たっては，適時・適切な方法で，経過報告があることが望ましい25。 
これらの情報の提供に当たっては，学校の設置者又は学校は，他の児童

生徒のプライバシー保護に配慮するなど，関係者の個人情報に十分配慮し，

適切に提供する。 
ただし，いたずらに個人情報保護を楯に説明を怠るようなことがあって

はならない。 
質問紙調査の実施により得られたアンケートについては，いじめられた

児童生徒又はその保護者に提供する場合があることをあらかじめ念頭に

おき，調査に先立ち，その旨を調査対象となる在校生やその保護者に説明

する等の措置が必要であることに留意する26。 
また，学校が調査を行う場合においては，当該学校の設置者は，情報の

提供の内容・方法・時期などについて必要な指導及び支援を行うこととさ

れており，学校の設置者の適切な対応が求められる。 
 

② 調査結果の報告 
調査結果については，国立大学に附属して設置される学校に係る調査結

果は文部科学大臣に，公立学校に係る調査結果は当該地方公共団体の長に，

私立学校に係る調査結果は，当該学校を所轄する都道府県知事に，学校設

置会社が設置する学校に係る調査結果は当該学校設置会社の代表取締役

等を通じて認定地方公共団体の長に，それぞれ報告する。 

                                                   
25 [いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議（平成 25 年 6 月 19 日 衆議院文部科学委員会）] 
四 いじめを受けた児童等の保護者に対する支援を行うに当たっては，必要に応じていじめ事案に関する適切
な情報提供が行われるよう努めること。 

26 [いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議（平成 25 年 6 月 20 日 参議院文教科学委員会）] 
七，いじめが起きた際の質問票を用いる等による調査の結果等について，いじめを受けた児童等の保護者と
適切に共有されるよう，必要に応じて専門的な知識及び経験を有する者の意見を踏まえながら対応するこ
と。 
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上記①の説明の結果を踏まえて，いじめを受けた児童生徒又はその保護

者が希望する場合には，いじめを受けた児童生徒又はその保護者の所見を

まとめた文書の提供を受け，調査結果の報告に添えて地方公共団体の長等

に送付する。 
 
（２）調査結果の報告を受けた文部科学大臣，地方公共団体の長又は都道府県知

事による再調査及び措置 

ⅰ）再調査 
 （国立大学に附属して設置される学校に係る対処） 
第２９条第２項 前項の規定による報告を受けた文部科学大臣は，当該報告に係る重

大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると

認めるときは，前条第１項の規定による調査の結果について調査を行うことがで

きる。 
 （公立の学校に係る対処） 
第３０条第２項 前項の規定による報告を受けた地方公共団体の長は，当該報告に係

る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があ

ると認めるときは，附属機関を設けて調査を行う等の方法により，第２８条第１

項の規定による調査の結果について調査を行うことができる。 
 （私立の学校に係る対処） 
第３１条第２項 前項の規定による報告を受けた都道府県知事は，当該報告に係る重

大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると

認めるときは，附属機関を設けて調査を行う等の方法により，第２８条第１項の

規定による調査の結果について調査を行うことができる。 

上記②の報告を受けた文部科学大臣，地方公共団体の長，都道府県知事

は，当該報告に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発

生の防止のため必要があると認めるときは，第２８条第１項の規定による

調査の結果について調査（以下「再調査」という。）を行うことができる。 
第３０条第２項及び第３１条第２項で規定する「附属機関を設けて調査

を行う等の方法」とは，当該再調査を行うに当たって，専門的な知識又は

経験を有する第三者等による附属機関を設けて行うことを主な方法として

念頭に置いたものであるが，「等」としては，地方公共団体が既に設置して

いる附属機関や監査組織等を活用しながら調査を進めることなども考えら

れる。 
これらの附属機関については，弁護士や精神科医，学識経験者，心理や

福祉の専門家等の専門的な知識及び経験を有する者であって，当該いじめ

事案の関係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を有する者ではない者
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（第三者）について，職能団体や大学，学会からの推薦等により参加を図

り，当該調査の公平性・中立性を図るよう努めることが求められる27。 
また，附属機関を置く場合，重大事態の発生の都度，条例により機関を

設置することは，迅速性という観点から必ずしも十分な対応ができないお

それがあるため，あらかじめ法にいう重大事態に対応するための附属機関

を設けておくことも考えられる。 
国立大学に附属して設置される学校・私立学校について，法により，文

部科学大臣・都道府県知事に新たな権限が付与されるものではないが，文

部科学大臣・都道府県知事は，当該事案に係る資料の提供等を求め，資料

の精査や分析を改めて行うこと等が考えられる。 
なお，従前の経緯や事案の特性から必要な場合や，いじめられた児童生

徒又は保護者が望む場合には，第２８条第１項の調査に並行して，地方公

共団体の長等による調査を実施することも想定しうる。この場合，調査対

象となる児童生徒等への心理的な負担を考慮し，重複した調査とならない

よう，第２８条第１項の調査主体と，並行して行われる調査主体とが密接

に連携し，適切に役割分担を図ることが求められる（例えば，アンケート

の収集などの初期的な調査を学校の設置者又は学校が中心となって行い，

収集した資料に基づく分析及び追加調査を，並行して行われる調査で実施

する等が考えられる）。【再掲】 
再調査についても，学校の設置者又は学校等による調査同様，再調査の

主体は，いじめを受けた児童生徒及びその保護者に対して，情報を適切に

提供する責任があるものと認識し，適時・適切な方法で，調査の進捗状況

等及び調査結果を説明する。 

 
ⅱ）再調査の結果を踏まえた措置等 

公立学校の場合，地方公共団体の長及び教育委員会は，再調査の結果を

踏まえ，自らの権限及び責任において，当該調査に係る重大事態への対処

又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のために必要な措置を講ずる

ものとすることとされている。国立大学に附属して設置される学校・私立

学校等についても，本法により特別に新たな権限が与えられるものではな

いが，国立大学法人法において準用する独立行政法人通則法の規定や私立

学校法の規定等に定める権限に基づき，必要な措置を講ずることとされて

いる。 
                                                   
27 [いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議（平成 25 年 6 月 19 日 衆議院文部科学委員会）] 

三 本法に基づき設けられるいじめの防止等のための対策を担う附属機関その他の組織においては，適切
にいじめの問題に対処する観点から，専門的な知識及び経験を有する第三者等の参加を図り，公平性・
中立性が確保されるよう努めること。 

[いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議（平成 25 年 6 月 20 日 参議院文教科学委員会）] 
六，本法に基づき設けられるいじめの防止等のための対策を担う附属機関その他の組織においては，適切
にいじめの問題に対処する観点から，専門的な知識及び経験を有する第三者等の参加を図り，公平性・
中立性が確保されるよう努めること。 

- 55 -



- 56 -

35 
 

「必要な措置」としては，教育委員会においては，例えば，指導主事や

教育センターの専門家の派遣による重点的な支援，生徒指導に専任的に取

り組む教職員の配置など人的体制の強化，心理や福祉の専門家，教員・警

察官経験者など外部専門家の追加配置等，多様な方策が考えられる。首長

部局においても，必要な教育予算の確保や児童福祉や青少年健全育成の観

点からの措置が考えられる。 
また，公立学校について再調査を行ったとき，地方公共団体の長はその

結果を議会に報告しなければならないこととされている。議会へ報告する

内容については，個々の事案の内容に応じ，各地方公共団体において適切

に設定されることとなるが，個人のプライバシーに対しては必要な配慮を

確保することが当然求められる。 
 

第３ その他いじめの防止等のための対策に関する重要事項 

  高等専門学校（学校教育法第１条に規定する高等専門学校をいう。）の設置者

及びその設置する高等専門学校は，その実情に応じ，当該高等専門学校に在籍

する学生に係るいじめに相当する行為の防止，早期発見及び当該行為への対処

のための対策に関し必要な措置を講ずるよう努める。 
  また，国は，当該基本方針の策定から３年の経過を目途として，法の施行状

況等を勘案して，国の基本方針の見直しを検討し，必要があると認められると

きは，その結果に基づいて必要な措置を講じる。 
  加えて，国は都道府県・政令市における地域基本方針について，都道府県は

市町村における地域基本方針について，地方公共団体は自ら設置する学校にお

ける学校基本方針について，それぞれ策定状況を確認し，公表する。 
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いじめ防止対策推進法に定める組織

いじめ問題対策
連絡協議会

教育委員会の
附属機関

地
方
公
共
団
体

重
大
事
態
発
生
時

学

校

附属機関
公立：地方公共団体

の長
私立：都道府県知事

地方公共団体は，いじめの防止等に関係する機関及び団体の連携を図るため，条例の定めるところに
より，学校，教育委員会，児童相談所，法務局又は地方法務局，都道府県警察その他の関係者により
構成されるいじめ問題対策連絡協議会を置くことができる。（第１４条①）

教育委員会といじめ問題対策連絡協議会との円滑な連携の下に，地方いじめ防止基本方針に基づく地
域におけるいじめの防止等のための対策を実効的に行うようにするため必要があるときは，教育委員
会に附属機関として必要な組織を置くことができるものとする。（第１４条③）

※ 「附属機関」は地方自治法により，条例設置，構成員は非常勤。
※ 「附属機関」が担当する職務は，地域基本方針の内容に応じ，条例で定める。
※ 教育委員会の附属機関であるため，公立学校を対象とする。

学校は，当該学校におけるいじめの防止等に関する措置を実効的に行うため，当該学校の複数の教職
員，心理，福祉等に関する専門的な知識を有する者その他の関係者により構成されるいじめの防止等
の対策のための組織を置くものとする。（第２２条）

学校の設置者又はその設置する学校は，次に掲げる場合には，その事態（以下「重大事態」とい
う。）に対処し，及び当該重大事態と同種の事態の発生の防止に資するため，速やかに，当該学校の
設置者又はその設置する学校の下に組織を設け，質問票の使用その他の適切な方法により当該重大事
態に係る事実関係を明確にするための調査を行うものとする。（第２８条①）
① いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命，心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがある
と認めるとき。

② いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている
疑いがあると認めるとき。

報告を受けた地方公共団体の長（私立学校の場合は都道府県知事）は，当該報告に係る重大事態への
対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは，附属機関を設け
て調査を行う等の方法により，第２８条第１項の規定による調査の結果について調査を行うことがで
きる。（第３０条②，第３１条②）

※ 「附属機関」は地方自治法により，条例設置，構成員は非常勤

※ 「附属機関」設置以外による調査（地方公共団体内の常設の行政部局が第三者等の意見を求めながら調
査を実施することや，地方公共団体が独自に設置している監査組織等を活用することなど）も考えられる

いじめ防止等の
対策のための
組織（◎）

学校又は学校
の設置者の置く
調査組織（◎）

◎は必置

別添１
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組織の設置イメージ

いじめの防止等の対策のための組織

いじめ問題対策
連絡協議会

教育委員会

附属機関

学校の設置者又は学校

調査組織

14条① 14条③

22条

28条①

地
方
公
共
団
体

重
大
事
態

学

校

【国立学校】文部科学大臣
【公立学校】（学校を設置する）

地方公共団体の長
【私立学校】都道府県知事

報告

再調査等

附属機関

30条②
31条②

【公・私立の場合】

☆

★

★：法第２２条に規定する組織を母体として，当該重大事態の性
質に応じて適切な専門家を加えるなどの方法によることも考え
られる

☆：附属機関の構成員に，調査対象となるいじめ事案の関係者と直接
の人間関係又は特別の利害関係を有する者がいる場合には，その者
を除いた構成員で調査に当たる等，当該調査の公平性・中立性確保
の観点からの配慮に努めることが求められる

★

実線は法律上必置の組織。点線は法律上任意設置の組織。星印（☆，★）の組織は兼ねることも考えられる

☆

【星印の組織を兼ねることとする場合の留意事項】

- 58 -



- 59 -

1 
 

学校における「いじめの防止」「早期発見」 

「いじめに対する措置」のポイント 

 
・ 学校及び学校の設置者は，連携して，いじめの防止や早期発見，いじめが発

生した際の対処等に当たる 

 
（１）いじめの防止 

① 基本的考え方 
  いじめはどの子供にも起こりうる，どの子供も被害者にも加害者にもな

りうるという事実を踏まえ，児童生徒の尊厳が守られ，児童生徒をいじめ

に向かわせないための未然防止に，全ての教職員が取り組むことから始め

ていく必要がある。 
未然防止の基本となるのは，児童生徒が，周囲の友人や教職員と信頼で

きる関係の中，安心・安全に学校生活を送ることができ，規律正しい態度

で授業や行事に主体的に参加・活躍できるような授業づくりや集団づくり，

学校づくりを行っていくことである。児童生徒に集団の一員としての自覚

や自信が育まれることにより，いたずらにストレスにとらわれることなく，

互いを認め合える人間関係・学校風土を児童生徒自らが作り出していくも

のと期待される。 
そうした未然防止の取組が着実に成果を上げているかどうかについては，

日常的に児童生徒の行動の様子を把握したり，定期的なアンケート調査や

児童生徒の欠席日数などで検証したりして，どのような改善を行うのか，

どのような新たな取組を行うかを定期的に検討し，体系的・計画的に PDCA
サイクルに基づく取組を継続することが大切である。 

 
② いじめの防止のための措置 
ア）いじめについての共通理解 

  いじめの態様や特質，原因・背景，具体的な指導上の留意点などについ

て，校内研修や職員会議で周知を図り，平素から教職員全員の共通理解を

図っていくことが大切である。また，児童生徒に対しても，全校集会や学

級活動（ホームルーム活動）などで校長や教職員が，日常的にいじめの問

題について触れ，「いじめは人間として絶対に許されない」との雰囲気を学

校全体に醸成していくことが大切である。常日頃から，児童生徒と教職員

がいじめとは何かについて具体的な認識を共有する手段として，何がいじ

めなのかを具体的に列挙して目につく場所に掲示するなどが考えられる。 
 

別添２ 
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イ）いじめに向かわない態度・能力の育成 
  学校の教育活動全体を通じた道徳教育や人権教育の充実，読書活動・体

験活動などの推進により，児童生徒の社会性を育むとともに，幅広い社会

体験・生活体験の機会を設け，他人の気持ちを共感的に理解できる豊かな

情操を培い，自分の存在と他人の存在を等しく認め，お互いの人格を尊重

する態度を養う1。また，自他の意見の相違があっても，互いを認め合いな

がら建設的に調整し，解決していける力や，自分の言動が相手や周りにど

のような影響を与えるかを判断して行動できる力など，児童生徒が円滑に

他者とコミュニケーションを図る能力を育てる。2 
 
ウ）いじめが生まれる背景と指導上の注意 

  いじめ加害の背景には，勉強や人間関係等のストレスが関わっているこ

とを踏まえ，授業についていけない焦りや劣等感などが過度なストレスと

ならないよう，一人一人を大切にした分かりやすい授業づくりを進めてい

くこと，学級や学年，部活動等の人間関係を把握して一人一人が活躍でき

る集団づくりを進めていくことが求められる。また，ストレスを感じた場

合でも，それを他人にぶつけるのではなく，運動・スポーツや読書などで

発散したり，誰かに相談したりするなど，ストレスに適切に対処できる力

を育むことも大切である。 
なお，教職員の不適切な認識や言動が，児童生徒を傷つけたり，他の児

童生徒によるいじめを助長したりすることのないよう，指導の在り方には

細心の注意を払う。教職員による「いじめられる側にも問題がある」とい

う認識や発言は，いじめている児童生徒や，周りで見ていたり，はやし立

てたりしている児童生徒を容認するものにほかならず，いじめられている

児童生徒を孤立させ，いじめを深刻化する。また，障害（発達障害を含む）

について，適切に理解した上で，児童生徒に対する指導に当たる必要があ

る。 
 
エ）自己有用感や自己肯定感を育む 

                                                   
1 教育振興基本計画（平成２５年６月１４日閣議決定） 
2 児童生徒の社会性の構築に向けた取組例としては，以下のようなものがある。 
 「ソーシャルスキル・トレーニング」： 

「人間関係についての基本的な知識」「相手の表情などから隠された意図や感情を読

み取る方法」「自分の意思を状況や雰囲気に合わせて相手に伝えること」などについて

説明を行い，また，ロールプレイング（役割演技）を通じて，グループの間で練習を

行う取組 
「ピア（仲間）・サポート」： 

異学年等の交流を通じ，「お世話される体験」と成長したあとに「お世話する体験の

両方を経験し，自己有用感や自ら進んで他者とかかわろうとする意欲などを培う取組 
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  ねたみや嫉妬などいじめにつながりやすい感情を減らすために，全ての

児童生徒が，認められている，満たされているという思いを抱くことがで

きるよう，学校の教育活動全体を通じ，児童生徒が活躍でき，他者の役に

立っていると感じ取ることのできる機会を全ての児童生徒に提供し，児童

生徒の自己有用感が高められるよう努める。その際，当該学校の教職員は

もとより，家庭や地域の人々などにも協力を求めていくことで，幅広い大

人から認められているという思いが得られるよう工夫することも有効であ

る。また，自己肯定感を高められるよう，困難な状況を乗り越えるような

体験の機会などを積極的に設けることも考えられる。 
  なお，社会性や自己有用感・自己肯定感などは，発達段階に応じて身に

付いていくものであることを踏まえ，異学校種や同学校種間で適切に連携

して取り組むことが考えられる。幅広く長く多様な眼差しで児童生徒を見

守ることができるだけでなく，児童生徒自らも長い見通しの中で自己の成

長発達を感じ取り，自らを高めることができる。 
 
オ）児童生徒自らがいじめについて学び，取り組む 

  児童生徒自らがいじめの問題について学び，そうした問題を児童生徒自

身が主体的に考え，児童生徒自身がいじめの防止を訴えるような取組を推

進（児童会・生徒会によるいじめ撲滅の宣言や相談箱の設置など）する。

例えば，「いじめられる側にも問題がある」「大人に言いつける(チクる)こと

は卑怯である」「いじめを見ているだけなら問題はない」などの考え方は誤

りであることを学ぶ。あるいは，ささいな嫌がらせや意地悪であっても，

しつこく繰り返したり，みんなで行ったりすることは，深刻な精神的危害

になることなどを学ぶ。 
なお，児童会・生徒会がいじめの防止に取り組む事は推奨されることで

あるが，熱心さのあまり教職員主導で児童生徒が「やらされている」だけ

の活動に陥ったり，一部の役員等だけが行う活動に陥ったりする例もある。

教職員は，全ての児童生徒がその意義を理解し，主体的に参加できる活動

になっているかどうかをチェックするとともに，教職員は陰で支える役割

に徹するよう心がける。 
 

（２）早期発見 

① 基本的考え方 
  いじめは大人の目に付きにくい時間や場所で行われたり，遊びやふざけ

あいを装って行われたりするなど，大人が気付きにくく判断しにくい形で

行われることを認識する。たとえ，ささいな兆候であっても，いじめでは

ないかとの疑いを持って，早い段階から複数の教職員で的確に関わり，い
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じめを隠したり軽視したりすることなく，いじめを積極的に認知する。 
日頃からの児童生徒の見守りや信頼関係の構築等に努め，児童生徒が示

す小さな変化や危険信号を見逃さないようアンテナを高く保つとともに，

教職員相互が積極的に児童生徒の情報交換を行い，情報を共有することが

大切である。 
  なお，指導に困難を抱える学級や学校では，暴力を伴わないいじめの発

見や早期対応が一層難しくなる点に注意する。また，例えば暴力をふるう

児童生徒のグループ内で行われるいじめ等，特定の児童生徒のグループ内

で行われるいじめについては，被害者からの訴えがなかったり，周りの児

童生徒も教職員も見逃しやすかったりするので注意深く対応する必要があ

る。 
 

② いじめの早期発見のための措置 
  学校は，定期的なアンケート調査や定期的な教育相談の実施等により，

いじめの実態把握に取り組むとともに3，児童生徒が日頃からいじめを訴え

やすい雰囲気をつくる4。また，保護者用のいじめチェックシートなどを活

用し，家庭と連携して児童生徒を見守り，健やかな成長を支援していくこ

とも有効である。 
  児童生徒及びその保護者，教職員が，抵抗なくいじめに関して相談でき

る体制を整備するとともに，児童生徒や保護者の悩みを積極的に受け止め

られているか，適切に機能しているかなど，定期的に体制を点検すること，

保健室や相談室の利用，電話相談窓口について広く周知することが必要で

ある。なお，教育相談等で得た，児童生徒の個人情報については，対外的

な取扱いの方針を明確にし，適切に扱う。 
  定期的なアンケートや教育相談以外にも，いじめの早期発見の手立ては，

休み時間や放課後の雑談の中などで児童生徒の様子に目を配ったり，個人

ノートや生活ノート等，教職員と児童生徒の間で日常行われている日記等

を活用して交友関係や悩みを把握したり，個人面談や家庭訪問の機会を活

                                                   
3  アンケートは，安心していじめを訴えられるよう無記名にするなど工夫し，学期ごとな

どの節目で児童生徒の生活や人間関係の状況を把握できるよう，全ての学校において年度

当初に適切に計画を立て実施するとともに，全児童生徒との面談等に役立てることが必要

である。ただし，アンケートはあくまで手法の一つであり，教員と児童生徒の信頼関係の

上で初めてアンケートを通じたいじめの訴えや発見がありうること，アンケートを実施し

た後に起きたいじめについては把握できないことなどに留意する。（平成 22 年 9 月 14 日

文部科学省初等中等教育局児童生徒課長通知「『平成 21 年度児童生徒の問題行動等生徒指

導上の諸問題に関する調査』結果について（通知）」及び国立教育政策研究所生徒指導・進

路指導研究センター「生徒指導リーフ４いじめアンケート」等を参照） 
4  児童生徒に対して多忙さやイライラした態度を見せ続けることは避ける。児童生徒の相

談に対し，「大したことではない」「それはいじめではない」などと悩みを過小評価したり，

相談を受けたにもかかわらず真摯に対応しなかったりすることは，あってはならない。 
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用したりすることなどが考えられる。なお，これらにより集まったいじめ

に関する情報についても学校の教職員全体で共有することが必要である。 
 

（３）いじめに対する措置 

① 基本的な考え方 
発見・通報を受けた場合には，特定の教職員で抱え込まず，速やかに組

織的に対応する。被害児童生徒を守り通すとともに，教育的配慮の下、毅

然とした態度で加害児童生徒を指導する。その際，謝罪や責任を形式的に

問うことに主眼を置くのではなく，社会性の向上等，児童生徒の人格の成

長に主眼を置いた指導を行うことが大切である。 
教職員全員の共通理解の下，保護者の協力を得て，関係機関・専門機関

と連携し，対応に当たる。 
 
② いじめの発見・通報を受けたときの対応 
  遊びや悪ふざけなど，いじめと疑われる行為を発見した場合，その場で

その行為を止める。児童生徒や保護者から「いじめではないか」との相談

や訴えがあった場合には，真摯に傾聴する。ささいな兆候であっても，い

じめの疑いがある行為には，早い段階から的確に関わりを持つことが必要

である。その際，いじめられた児童生徒やいじめを知らせてきた児童生徒

の安全を確保する。 
発見・通報を受けた教職員は一人で抱え込まず，学校における「いじめ

の防止等の対策のための組織」に直ちに情報を共有する。その後は，当該

組織が中心となり，速やかに関係児童生徒から事情を聴き取るなどして，

いじめの事実の有無の確認を行う。事実確認の結果は，校長が責任を持っ

て学校の設置者に報告するとともに被害・加害児童生徒の保護者に連絡す

る。 
学校や学校の設置者が，いじめる児童生徒に対して必要な教育上の指導

を行っているにもかかわらず，その指導により十分な効果を上げることが

困難な場合において，いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものと認

めるときは，いじめられている児童生徒を徹底して守り通すという観点か

ら，学校はためらうことなく所轄警察署と相談して対処する。 
なお，児童生徒の生命，身体又は財産に重大な被害が生じるおそれがあ

るときは，直ちに所轄警察署に通報し，適切に援助を求める。 
 
③ いじめられた児童生徒又はその保護者への支援 
  いじめられた児童生徒から，事実関係の聴取を行う。その際，いじめら

れている児童生徒にも責任があるという考え方はあってはならず，「あなた
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が悪いのではない」ことをはっきりと伝えるなど，自尊感情を高めるよう

留意する。また，児童生徒の個人情報の取扱い等，プライバシーには十分

に留意して以後の対応を行っていく。 
家庭訪問等により，その日のうちに迅速に保護者に事実関係を伝える。

いじめられた児童生徒や保護者に対し，徹底して守り通すことや秘密を守

ることを伝え，できる限り不安を除去するとともに，事態の状況に応じて，

複数の教職員の協力の下，当該児童生徒の見守りを行うなど，いじめられ

た児童生徒の安全を確保する。 
あわせて，いじめられた児童生徒にとって信頼できる人（親しい友人や

教職員，家族，地域の人等）と連携し，いじめられた児童生徒に寄り添い

支える体制をつくる。いじめられた児童生徒が安心して学習その他の活動

に取り組むことができるよう，必要に応じていじめた児童生徒を別室にお

いて指導することとしたり，状況に応じて出席停止制度を活用したりして，

いじめられた児童生徒が落ち着いて教育を受けられる環境の確保を図る。

状況に応じて，心理や福祉等の専門家，教員経験者・警察官経験者など外

部専門家の協力を得る。 
いじめが解決したと思われる場合でも，継続して十分な注意を払い，折

りに触れ必要な支援を行うことが大切である。また，事実確認のための聴

き取りやアンケート等により判明した情報を適切に提供する。 
 
④ いじめた児童生徒への指導又はその保護者への助言 

いじめたとされる児童生徒からも事実関係の聴取を行い，いじめがあっ

たことが確認された場合，学校は，複数の教職員が連携し，必要に応じて

心理や福祉等の専門家，教員・警察官経験者など外部専門家の協力を得て，

組織的に，いじめをやめさせ，その再発を防止する措置をとる。 
また，事実関係を聴取したら，迅速に保護者に連絡し，事実に対する保

護者の理解や納得を得た上，学校と保護者が連携して以後の対応を適切に

行えるよう保護者の協力を求めるとともに，保護者に対する継続的な助言

を行う。 
いじめた児童生徒への指導に当たっては，いじめは人格を傷つけ，生命，

身体又は財産を脅かす行為であることを理解させ，自らの行為の責任を自

覚させる。なお，いじめた児童生徒が抱える問題など，いじめの背景にも

目を向け，当該児童生徒の安心・安全，健全な人格の発達に配慮する。児

童生徒の個人情報の取扱い等，プライバシーには十分に留意して以後の対

応を行っていく。いじめの状況に応じて，心理的な孤立感・疎外感を与え

ないよう一定の教育的配慮の下，特別の指導計画による指導のほか，さら

に出席停止や警察との連携による措置も含め，毅然とした対応をする。教
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育上必要があると認めるときは，学校教育法第１１条の規定に基づき，適

切に，児童生徒に対して懲戒を加えることも考えられる5。 
ただし，いじめには様々な要因があることに鑑み，懲戒を加える際には，

主観的な感情に任せて一方的に行うのではなく，教育的配慮に十分に留意

し，いじめた児童生徒が自ら行為の悪質性を理解し，健全な人間関係を育

むことができるよう成長を促す目的で行う。 
 

  ⑤ いじめが起きた集団への働きかけ 
いじめを見ていた児童生徒に対しても，自分の問題として捉えさせる。

たとえ，いじめを止めさせることはできなくても，誰かに知らせる勇気を

持つよう伝える。また，はやしたてるなど同調していた児童生徒に対して

は，それらの行為はいじめに加担する行為であることを理解させる。なお，

学級全体で話し合うなどして，いじめは絶対に許されない行為であり，根

絶しようという態度を行き渡らせるようにする。 
いじめの解決とは，加害児童生徒による被害児童生徒に対する謝罪のみ

で終わるものではなく，被害児童生徒と加害児童生徒を始めとする他の児

童生徒との関係の修復を経て，双方の当事者や周りの者全員を含む集団が，

好ましい集団活動を取り戻し，新たな活動に踏み出すことをもって判断さ

れるべきである。全ての児童生徒が，集団の一員として，互いを尊重し，

認め合う人間関係を構築できるような集団づくりを進めていくことが望ま

れる。 
 

⑥ ネット上のいじめへの対応 
ネット上の不適切な書き込み等については，被害の拡大を避けるため，

直ちに削除する措置をとる。名誉毀損やプライバシー侵害等があった場合，

プロバイダは違法な情報発信停止を求めたり，情報を削除したりできるよ

うになっている6ので，プロバイダに対して速やかに削除を求めるなど必要

な措置を講じる。こうした措置をとるに当たり，必要に応じて法務局又は

地方法務局の協力を求める。なお，児童生徒の生命，身体又は財産に重大

な被害が生じるおそれがあるときは，直ちに所轄警察署に通報し，適切に

援助を求める。 
                                                   
5  懲戒とは，学校教育法施行規則に定める退学（公立義務教育諸学校に在籍する学齢児童

生徒を除く。），停学（義務教育諸学校に在籍する学齢児童生徒を除く。），訓告のほか，児童

生徒に肉体的苦痛を与えるものでない限り，通常，懲戒権の範囲内と判断されると考えられ

る行為として，注意，叱責，居残り，別室指導，起立，宿題，清掃，学校当番の割当て，文

書指導などがある 
6 プロバイダ責任制限法に基づく。削除依頼の手順等については，平成２４年３月文部科学

省「学校ネットパトロールに関する調査研究協力者会議『学校ネットパトロールに関する取

組事例・資料集』」参照 
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早期発見の観点から，学校の設置者等と連携し，学校ネットパトロール

を実施することにより，ネット上のトラブルの早期発見に努める。また，

児童生徒が悩みを抱え込まないよう，法務局・地方法務局におけるネット

上の人権侵害情報に関する相談の受付など，関係機関の取組についても周

知する。 
パスワード付きサイトやＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス），

携帯電話のメールを利用したいじめなどについては，より大人の目に触れ

にくく，発見しにくいため，学校における情報モラル教育を進めるととも

に，保護者においてもこれらについての理解を求めていくことが必要であ

る。 
 
（４）その他の留意事項 

① 組織的な指導体制 
いじめへの対応は，校長を中心に全教職員が一致協力体制を確立するこ

とが重要である。 
一部の教職員や特定の教職員が抱え込むのではなく，学校における「い

じめの防止等の対策のための組織」で情報を共有し，組織的に対応するこ

とが必要であり，いじめがあった場合の組織的な対処を可能とするよう，

平素からこれらの対応の在り方について，全ての教職員で共通理解を図る。 
いじめの問題等に関する指導記録を保存し，児童生徒の進学・進級や転

学に当たって，適切に引き継いだり情報提供したりできる体制をとる。 
また，必要に応じて，心理や福祉の専門家，弁護士，医師，教員・警察

官経験者など外部専門家等が参加しながら対応することにより，より実効

的ないじめの問題の解決に資することが期待される。 
加えて，学校基本方針に基づく取組の実施や具体的な年間計画の作成や

実施に当たっては，保護者や児童生徒の代表，地域住民などの参加を図る

ことが考えられる。 
 
② 校内研修の充実 

全ての教職員の共通認識を図るため，少なくとも年に一回以上，いじめ

を始めとする生徒指導上の諸問題等に関する校内研修を行う。教職員の異

動等によって，教職員間の共通認識が形骸化してしまわないためにも，年

間計画に位置づけた校内研修の実施が望まれる。 
 
③ 校務の効率化 

教職員が児童生徒と向き合い，いじめの防止等に適切に取り組んでいく

ことができるようにするため，学校の管理職は，一部の教職員に過重な負
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9 
 

担がかからないように校務分掌を適正化し，組織的体制を整えるなど，校

務の効率化を図る。 
 

④ 学校評価と教員評価 
学校評価において，いじめの問題を取り扱うに当たっては，学校評価の目

的を踏まえて行うことが求められる。この際，いじめの有無やその多寡の

みを評価するのではなく，問題を隠さず，いじめの実態把握や対応が促さ

れるよう，児童生徒や地域の状況を十分踏まえた目標の設定や，目標に対

する具体的な取組状況や達成状況を評価し，学校は評価結果を踏まえてそ

の改善に取り組む。 
教員評価において，いじめの問題を取り扱うに当たっては，いじめの問

題に関する目標設定や目標への対応状況を評価する。この際，いじめの有

無やその多寡のみを評価するのではなく，日頃からの児童生徒理解，未然

防止や早期発見，いじめが発生した際の，問題を隠さず，迅速かつ適切な

対応，組織的な取組等が評価されるよう，留意する。 
 

⑤ 地域や家庭との連携について 
学校基本方針等について地域や保護者の理解を得ることで，地域や家庭

に対して，いじめの問題の重要性の認識を広めるとともに，家庭訪問や学

校通信などを通じて家庭との緊密な連携協力を図る。例えば，学校，ＰＴ

Ａ，地域の関係団体等がいじめの問題について協議する機会を設けたり，

学校運営協議会を活用したりするなど，地域と連携した対策を推進する。 
より多くの大人が子供の悩みや相談を受け止めることができるようにす

るため，学校と家庭，地域が組織的に連携・協働する体制を構築する。 
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【説明資料】 
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文部科学省初等中等教育局児童生徒課

「いじめ防止対策推進法」及び
国のいじめ防止基本方針について

１．これまでの経緯

◆ 平成24年7月、滋賀県大津市の自殺事案について、報道がある

◆ 平成25年2月、教育再生実行会議第1次提言
→「社会総がかりでいじめに対峙していくための基本的な理念や体制を
整備する法律の制定が必要」

与野党６党（自民・民主・維新・公明・みんな・生活）提出

◆「いじめ防止対策推進法」の成立（平成25年6月21日）

与党（自民・公明）提出

「いじめの防止等のための対策の推進
に関する法律案」

野党（民主・生活・社民）提出

「いじめ対策推進基本法案」

- 69 -



- 70 -

・ ６月２８日 公布
・ ９月２８日 施行

◆ いじめ防止基本方針策定協議会の設置
（座長：森田 洋司 大阪市立大学名誉教授、大阪樟蔭女子大学前学長）
→ 法に定められた国のいじめ防止基本方針を策定するため、１４名の有識
者で構成。全７回開催。法務省、厚生労働省、警察庁がオブザーバー参加。

◆ いじめの防止等のための基本的な方針の策定（10月１１日）
→ 同日、各都道府県教育委員会等へ通知を発出し周知。

◆「いじめ防止対策推進法」の成立（平成25年６月21日）

○ いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号）
（いじめ防止基本方針）

第１１条 文部科学大臣は、関係行政機関の長と連携協力して、いじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進するための基
本的な方針（以下「いじめ防止基本方針」という。）を定めるものとする。

２ いじめ防止基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
一 いじめの防止等のための対策の基本的な方向に関する事項
二 いじめの防止等のための対策の内容に関する事項
三 その他いじめの防止等のための対策に関する重要事項

２．いじめの現状

調査対象：
大都市近郊の、住宅地・商業地・農地を含む地方都市における
全小中学校19校在籍の小4以上の児童生徒全員

調査期間：
1998年から2012年

調査結果：
「週に1回以上」という高頻度の被害経験があると答えた生徒
は毎回7～12％程度存在。それが半年後まで続くのは半分以下
であり、被害者・加害者は大きく入れ替わっている。

※国立教育政策研究所「いじめ追跡調査２０10－２０12」より。単位は「人数」。なお、図中
の灰色部分は内訳を省略したことを示す。

＜「仲間はずれ、無視、陰口」の被害経験＞

○ いじめは、どの子どもにも起きうるものである。

いじめの理解
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小学校

中学校

高等学校

計

中学校

高等学校

小学校

計

いじめの「認知」件数 経年変化

いじめを受けた中
学生が「このままで
は生き地獄」との遺
書を残して自殺（東
京都）

中学生が、いじめ
を受ける苦しさを
遺書に残して自
殺（愛知県)

中学生が同級生
等に約5千万円の
現金を恐喝されて
いたことが判明
（愛知県）

小学生がいじめを
苦に自殺し、市教
委の対応が問わ
れる（北海道）

中学生がいじめを
苦に自殺し、教師
の不適切な言動
が問題となる（福
岡県）

○ 積極的な実態把握が行われるよう、平成６年度及び１８年度にいじめの定義を変更。
○ いじめの認知件数は社会問題化を背景に顕著に増加。

※平成24年度「児童生徒の 問題行動等生徒指導上の 諸問題に関する調査」より

いじめの「認知」件数 学年別

学年別
いじめの認知件数
（国公私立） ※平成24年度「児童生徒の 問題行動等生徒指導上の 諸問題に関する調査」より

15,034 
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＜参考７＞学年別いじめの認知件数のグラフ（国公私立）

(件)

- 71 -



- 72 -

① いじめの認知件数
（平成24年4月から５～６ヶ月間）

小学校 ８．８万件
中学校 ４．３万件
高校 １．３万件
特支 ０．０６万件
合計 １４．４万件

② 認知件数のうち、重大事案の件数
（いじめの認知件数のうち、学校として、児童生徒の生命又は身体の安全がおび
やかされるような重大な事態に至るおそれがあると考える件数）

小学校 ６２件 中学校 １７０件
高校 ４１件 特別支援学校 ５件 合計 ２７８件

参考）平成２３年度問題行動等調査
（平成23年度1年間）

小学校 ３．３万件
中学校 ３．１万件
高校 ０．６万件
特支 ０．０３万件
合計 ７．０万件

○ いじめの認知件数は約１４．４万件であり、うち重大事案の件数は２７８件であった。
（調査対象期間：平成２４年４月から５～６か月間）

いじめの問題への取組状況の調査

37.6%

50.9%

11.4%
暴力行為をはじめ

犯罪の可能性のあ

るものはすべて通

報している

94.6
%

5.4%
実施した

実施して

いない

問 平成23年度中に、いじめの問題に関する校内研修を実施しましたか。（複数回答可）

いじめの問題に特化して実施した

生徒指導等の研修として
いじめの問題にも触れて実施した

実施していない
12.1%

81.8%
10.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

※「いじめの問題に関する児童生徒の実態把握並びに教育委員会及び学校の取組状況に係る緊急調査」（調査期間：平成
２４年４月から５～６ヶ月間）より
※平成23年度「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」（調査期間：平成２３年４月から１年間）より

問 平成23年度中に、全児童生徒を対象
とした、いじめの実態把握に関するアン
ケート調査を行いましたか。

問 犯罪行為の可能性がある場合には、学校
だけで抱え込むことなく、直ちに警察に通報
し、その協力を得て対応していますか。

いじめの問題への取組状況
（アンケート調査・警察との連携・校内研修）
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３．いじめ防止対策推進法と
基本方針の内容

第１ 基本的な方向に関する事項

第２ いじめの防止等のための対策の内容に関する事項

（１）国が実施する施策

（２）地方公共団体が実施すべき施策

（３）学校が実施すべき施策

（４）重大事態への対処

第１ 基本的な方向に関する事項

○ いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号）

（目的）

第１条 この法律は、いじめが、いじめを受けた児童等の教育を受ける権利を著しく侵害

し、その心身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その

生命又は身体に重大な危険を生じさせるおそれがあるものであることに鑑み、児童等

の尊厳を保持するため、いじめの防止等（いじめの防止、いじめの早期発見及びいじ

めへの対処をいう。以下同じ。）のための対策に関し、基本理念を定め、国及び地方

公共団体等の責務を明らかにし、並びにいじめの防止等のための対策に関する基本

的な方針の策定について定めるとともに、いじめの防止等のための対策の基本となる

事項を定めることにより、いじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進す

ることを目的とする。

１．法律の目的
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２．定義

○ いじめの定義（法第２条）

この法律において「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が
在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の
児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じ
て行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身
の苦痛を感じているものをいう。

※ この法律における「学校」：小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校
（幼稚部を除く。）

【基本方針p.4～】
○ 個々の行為が「いじめ」に当たるか否かの判断は，表面的・形式的にするこ
となく，いじめられた児童生徒の立場に立つことが必要

○ いじめの認知は，特定の教職員のみによることなく，第２２条の「学校にお
けるいじめの防止等の対策のための組織」を活用して行う

第２ 対策の内容に関する事項

○ いじめ防止基本方針の策定と組織等の設置等
・ 国の基本方針の策定と、より詳細な指針の策定
・ 法に基づく取組状況の把握と検証

（「いじめ防止対策協議会（仮称）」の設置）
・ 重大事態の調査組織等設置を支援するため、職能団体等との連絡体制構築

○ いじめの防止等のために国が実施すべき施策

① いじめの防止（豊かな心の育成、子供の主体的な活動の推進、いじめの防止等
のための対策に従事する人材の確保・資質能力向上、調査研究等の実施、普及啓
発）

② 早期発見（教育相談体制の充実、地域や家庭との連携促進）
③ いじめへの対処（多様な外部人材の活用等による問題解決支援、ネットいじめ
の対応）
④ 教員が子供と向き合うことのできる体制の整備

１．国が実施する施策
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第２ 対策の内容に関する事項

２．地方公共団体が実施すべき施策

① 地域基本方針の策定
・ 国の基本方針を参考に、条例などの形で、地域基本方針を定めることが望
ましい

② いじめ問題対策連絡協議会の設置
・ いじめ問題対策連絡協議会を設置することが望ましく、その構成員は、地
域の実情に応じて決定

③ 第１４条第３項に規定する教育委員会の附属機関の設置
・ 地域の実情に応じ、附属機関を設置することが望ましい
・ この附属機関には、専門的な知識及び経験を有する第三者等の参加を図
り、公平性・中立性が確保されるよう努めることが必要

④ 地方公共団体が実施すべき施策
・ 地方公共団体として実施すべき施策、学校の設置者として実施すべき施策

① 地域基本方針の策定

○ いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号）
（地方いじめ防止基本方針）

第十二条 地方公共団体は、いじめ防止基本方針を参酌し、その地域の実情に応じ、当
該地方公共団体におけるいじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進す
るための基本的な方針（以下「地方いじめ防止基本方針」という。）を定めるよう努めるも
のとする。

【基本方針p.13】
・ 地方公共団体は，法の趣旨を踏まえ，国の基本方針を参考にして，当該地方
公共団体におけるいじめ防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進するた
め，条例などの形で，「地域基本方針」を定めることが望ましい。
（例）いじめの防止等に係る日常的な取組の検証・見直しを図る仕組みや，当該地域におけ

るいじめの防止に資する啓発活動や教育的取組を具体的に定める等

・ 地域基本方針は，当該地方公共団体の実情に応じ，いじめの防止等の対策の
基本的な方向を示すとともに，いじめの防止や早期発見，いじめへの対処が，
当該地域において体系的かつ計画的に行われるよう，講じるべき対策の内容を
具体的に記載することが想定される。
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② いじめ問題対策連絡協議会の設置

○ いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号）
（いじめ問題対策連絡協議会）

第１４条 地方公共団体は，いじめの防止等に関係する機関及び団体の連携を図るため，
条例の定めるところにより，学校，教育委員会，児童相談所，法務局又は地方法務局，
都道府県警察その他の関係者により構成されるいじめ問題対策連絡協議会を置くこと
ができる。

２ 都道府県は，前項のいじめ問題対策連絡協議会を置いた場合には，当該いじめ問題
対策連絡協議会におけるいじめの防止等に関係する機関及び団体の連携が当該都道
府県の区域内の市町村が設置する学校におけるいじめの防止等に活用されるよう，当
該いじめ問題対策連絡協議会と当該市町村の教育委員会との連携を図るために必要
な措置を講ずるものとする。

【基本方針p.14】
・ 地方公共団体においては，法に基づき，「いじめ問題対策連絡協議会」を設
置することが望ましく，その構成員は，地域の実情に応じて決定する。

・ 例えば都道府県に置く場合，学校（国私立を含む），教育委員会，私立学校
主管部局，児童相談所，法務局又は地方法務局，都道府県警察などが想定され
る。この他に弁護士，医師，心理や福祉の専門家等に係る職能団体や民間団体
などが考えられる

③ 第１４条第３項に規定する
教育委員会の附属機関の設置

○ いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号）

第１４条第３項 前２項の規定を踏まえ，教育委員会といじめ問題対策連絡協議会との円
滑な連携の下に，地方いじめ防止基本方針に基づく地域におけるいじめの防止等のた
めの対策を実効的に行うようにするため必要があるときは，教育委員会に附属機関とし
て必要な組織を置くことができるものとする。

○ いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議

・平成25年6月19日 衆議院文部科学委員会三
・平成25年6月20日 参議院文教科学委員会六
「本法に基づき設けられるいじめの防止等のための対策を担う附属機関そ
の他の組織においては，適切にいじめの問題に対処する観点から，専門的
な知識及び経験を有する第三者等の参加を図り，公平性・中立性が確保さ
れるよう努めること。」
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【基本方針p.14～】
・ 地域基本方針に基づくいじめ防止等の対策を実効的に行うため，地
域の実情に応じ，附属機関を設置することが望ましい

・ 設置するには、設置根拠となる条例の制定が必要

・ 附属機関の機能は地域基本方針の内容に応じ，地方公共団体ごとに
異なる。
（例）いじめの防止等のための調査研究、公立学校におけるいじめに

関する通報や相談を受け，問題の解決を図る、等

・ 教育委員会の附属機関であるため，地方公共団体が自ら設置する公
立学校におけるいじめの防止等の対策の実効的実施が直接の設置目的
となる

・ また，第２８条に規定する重大事態に係る調査を学校の設置者として教育
委員会が行う場合，この附属機関を，調査を行う組織とすることが望ましい

③ 第１４条第３項に規定する
教育委員会の附属機関の設置

組織の設置イメージ

いじめの防止等の対策のための組織

いじめ問題対策
連絡協議会

教育委員会

附属機関

学校の設置者又は学校

調査組織

14条① 14条③

22条

28条①

地
方
公
共
団
体

重
大
事
態

学

校

【国立学校】文部科学大臣
【公立学校】（学校を設置する）

地方公共団体の長
【私立学校】都道府県知事

報告

再調査等

附属機関

30条②
31条②

【公・私立の場合】

☆

★

★：法第２２条に規定する組織を母体として，当該重大事態の性
質に応じて適切な専門家を加えるなどの方法によることも考え
られる

☆：附属機関の構成員に，調査対象となるいじめ事案の関係者と直接
の人間関係又は特別の利害関係を有する者がいる場合には，その者
を除いた構成員で調査に当たる等，当該調査の公平性・中立性確保
の観点からの配慮に努めることが求められる

★

実線は法律上必置の組織。点線は法律上任意設置の組織。星印（☆，★）の組織は兼ねることも考えられる

☆

【星印の組織を兼ねることとする場合の留意事項】
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第２ 対策の内容に関する事項

① 学校いじめ防止基本方針の策定
・ 国や地方公共団体の基本方針を参考に、自らの学校として、どのよ
うにいじめの防止等の取組を行うかについての基本的な方向、取組の内
容等を定める

② 学校におけるいじめの防止等の対策のための組織
・ 学校におけるいじめの防止・早期発見・対処等、組織的な対応を行
うため中核となる常設の組織。必要に応じて、外部専門家を活用
・ いじめに関するわずかな兆候や懸念、児童生徒からの訴えを、教職
員で抱え込まずにすべて当該組織に報告・相談し、当該組織を中核とし
て組織で対応

③ 学校におけるいじめの防止等に関する措置
ⅰ）いじめの防止 ⅱ）早期発見 ⅲ）いじめに対する措置

３．学校が実施すべき施策

① 学校いじめ防止基本方針の策定

○ いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号）
（学校いじめ防止基本方針）

第十三条 学校は、いじめ防止基本方針又は地方いじめ防止基本方針を参酌し、その学校の実
情に応じ、当該学校におけるいじめの防止等のための対策に関する基本的な方針を定めるもの
とする。

【基本方針p.21～】
・各学校は，国の基本方針，地域基本方針を参考にして，自らの学校として，どのよ
うにいじめの防止等の取組を行うかについての基本的な方向や，取組の内容等を
「学校基本方針」として定めることが必要

・いじめの防止，いじめの早期発見，いじめへの対処などいじめの防止等全体に係る内
容であることが必要
（例）いじめの防止のための取組，早期発見・早期対応の在り方，教育相談体制，

生徒指導体制，校内研修など

すべての学校は、学校いじめ防止基本方針を策定することが、
法で義務づけられています
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① 学校いじめ防止基本方針の策定
【基本方針p.21～】
（具体的な内容の例）
○ いじめの防止に資する多様な取組の包括的な方針や具体的な内容
○ 校内研修等，いじめへの対応に係る教職員の資質能力向上を図る取組
○ いじめの早期発見・いじめへの対処に関する取組方法、年間計画 等

（ＰＤＣＡサイクル）
○ 学校の実情に即してきちんと学校基本方針が機能しているかを点検・見直
すPDCAサイクルを盛り込んでおくことが望ましい

（策定方法と公開）
○ 検討段階から保護者等地域の方にも参画いただくことが有効
○ 学校基本方針の策定に際し，児童生徒の意見を取り入れるなど，いじめの

防止等について児童生徒の主体的かつ積極的な参加が確保できるよう留意
○ 策定した学校基本方針については，学校のホームページなどで公開する

万が一、まだ策定されていない学校があれば、早急に策定をお願いします。
なお、今年度5月1日現在の策定状況について、問題行動等調査（児童生徒の問題行動

等生徒指導上の諸問題に関する調査）と並行して調査を実施中です（平成26年2月調査票発出）。

②学校におけるいじめの防止等の対策のための組織

○ いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号）
（学校におけるいじめの防止等の対策のための組織）

第２２条 学校は，当該学校におけるいじめの防止等に関する措置を実効的に行うため，当該学校
の複数の教職員，心理，福祉等に関する専門的な知識を有する者その他の関係者により構成さ
れるいじめの防止等の対策のための組織を置くものとする。

【基本方針p.22～】
・ 学校におけるいじめの防止，いじめの早期発見及びいじめへの対処等に関す
る措置を実効的に行うため，組織的な対応を行うため中核となる常設の組織を置く
ことが明示的に規定された

→ いじめに対しては，「学校が組織的に対応することが必要であること」「必要に
応じて，心理や福祉の専門家，弁護士，医師，教員・警察官経験者など外部専門家
等が参加しながら対応することにより，より実効的ないじめの問題の解決に資す
ることが期待されること」から置かれた規定

すべての学校は、「学校におけるいじめの防止等の対策のための組織を置
くことが、法律で義務づけられています
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【基本方針p.22～】

（組織が担う役割の具体的な例）
✧ 学校基本方針に基づく取組の実施や具体的な年間計画の作成・実行・検証・
修正の中核としての役割

✧ いじめの相談・通報の窓口としての役割
✧ いじめの疑いに関する情報や児童生徒の問題行動などに係る情報の収集と記
録，共有を行う役割

✧ いじめの疑いに係る情報があった時には緊急会議を開いて，いじめの情報の
迅速な共有，関係のある児童生徒への事実関係の聴取，指導や支援の体制・対
応方針の決定と保護者との連携といった対応を組織的に実施するための中核と
しての役割

（組織構成の考え方）
・ いじめの防止や早期発見、いじめへの対処の中核となる組織として機能する
ような体制を，学校の実情に応じて決定。また、個々の場面に応じ、関係の深
い教職員を追加するなど，柔軟な組織とする
・ 「学校管理部会」や「生徒指導部会」等の既存の組織を活用して法律に基づ
く組織として機能させることも可
・ 適切に外部専門家の助言を得ながら機動的に運用できるよう工夫する（全体
会とその下の部会等に役割を分けておくなど）

②学校におけるいじめの防止等の対策のための組織

【基本方針p.22～】

（特定の教員で抱え込まない仕組みづくり）
・ いじめであるかどうかの判断は組織的に行うことが必要。教職員は，ささい
な兆候や懸念，児童生徒からの訴えを，抱え込まずに全て当該組織に報告・相
談
・ 当該組織に集められた情報は整理して記録し、情報の集約と共有化を図る

（ＰＤＣＡサイクル・取組検証）
・ 当該組織は，各学校の学校基本方針の策定や見直しや取組状況のチェック，
いじめの対処がうまくいかなかったケースの検証，必要に応じた計画の見直し
など，PDCAサイクルで検証を担う役割も期待

（その他）
・ 「重大事態の調査」のための組織の母体ともなりうる（後述）

②学校におけるいじめの防止等の対策のための組織

万が一、まだ設置していない学校があれば、早急に設置をお願いします。な
お、今年度5月1日現在の設置状況について、問題行動等調査（児童生徒の問題行動等

生徒指導上の諸問題に関する調査）と並行して調査を実施中です（平成26年2月調査票発出）。
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③ 学校におけるいじめに対する措置

いじめに対する措置（第２３条）
① 教職員や保護者などは、児童生徒からの相談を受け、いじめの事実があると

思われるときは、児童生徒が在籍する学校へ通報その他の適切な措置をとる

② 学校は、通報を受けたときや、学校に在籍する児童生徒がいじめを受けてい

ると思われるときは、速やかに、いじめの事実の有無を確認し、その結果を当該学

校の設置者に報告する

③ いじめがあったことが確認された場合は、いじめをやめさせ、その再発を防

止するため、いじめを受けた児童生徒・保護者への支援や、いじめを行った児童生

徒への指導又はその保護者への助言を継続的に行う

④ 必要な場合は、いじめを行った児童生徒を別室で学習させる等、いじめを受け

た児童生徒などが安心して教育を受けられるようにする

⑤ いじめの事案に係る情報をいじめを受けた児童生徒の保護者やいじめを行っ

た児童生徒の保護者と共有するための措置などを行う

⑥ いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものであると認める時は所轄警察

署と連携して対処し、児童生徒の生命、身体又は財産に重大な損害が生じるおそ

れがあるときは直ちに所轄警察署に通報し、適切に援助を求める

基本方針p.24～

ⅰ）いじめの防止

いじめはどの子供にも起こりうるという事実を踏まえ，全ての児童生徒を対象
に，いじめに向かわせないための未然防止に取り組む。

また，未然防止の基本は，児童生徒が，心の通じ合うコミュニケーション能力
を育み，規律正しい態度で授業や行事に主体的に参加・活躍できるような授業づ
くりや集団づくりを行う。

加えて，集団の一員としての自覚や自信を育むことにより，いたずらにストレ
スにとらわれることなく，互いを認め合える人間関係・学校風土をつくる。
さらに，教職員の言動が，児童生徒を傷つけたり，他の児童生徒によるいじめを
助長したりすることのないよう，指導の在り方に細心の注意を払う。

基本的考え方（国の基本方針より）

③ 学校におけるいじめに対する措置
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ⅱ）早期発見

いじめは大人の目に付きにくい時間や場所で行われたり，遊びやふざけあいを装って
行われたりするなど，大人が気付きにくく判断しにくい形で行われることが多いこ
とを教職員は認識し，ささいな兆候であっても，いじめではないかとの疑いを持って，早
い段階から的確に関わりを持ち，いじめを隠したり軽視したりすることなく，いじめを積極
的に認知することが必要である。
このため，日頃から児童生徒の見守りや信頼関係の構築等に努め，児童生徒が

示す変化や危険信号を見逃さないようアンテナを高く保つ。あわせて，学校は定
期的なアンケート調査や教育相談の実施等により，児童生徒がいじめを訴えやす
い体制を整え，いじめの実態把握に取り組む。

ⅲ）いじめに対する措置

いじめの発見・通報を受けた場合には，特定の教職員で抱え込まず，速やかに組
織的に対応し，被害児童生徒を守り通すとともに，加害児童生徒に対しては，当
該児童生徒の人格の成長を旨として，教育的配慮の下，毅然とした態度で指導す
る。これらの対応について，教職員全員の共通理解，保護者の協力，関係機関・
専門機関との連携の下で取り組む。

基本的考え方（国の基本方針より）

（参考）組織的ないじめ対応イメージ

いじめ情報

② 指導・支援体制を組む

●「組織」で指導・支援体制を組
む

（学級担任等、養護教諭、生徒
指導担当教員、管理職などで
役割を分担）

① 情報を集める

●教職員、児童生徒、保護者、
地域住民、その他から「組織（※

注）」に情報を集める
・いじめを発見した場合は、その場でそ
の行為を止める

子供への指導・支援を行う

●いじめられた児童生徒にとって信頼できる人（親しい友人
や教員、家族、地域の人等）と連携し、寄り添い支える体制を
つくる

●いじめた児童生徒には、いじめは人格を傷つける行為
であることを理解させ、自らの行為の責任を自覚させる
とともに、不満やストレスがあってもいじめに向かわせな
い力を育む

●いじめを見ていた児童生徒に対しても、自分の問題と
して捉えさせるとともに、いじめを止めることはできなく
ても、誰かに知らせる勇気を持つよう伝える

③-Ａ

保護者と連携する

●つながりのある教職員を中心に、即日、関係児童生
徒（加害、被害とも）の家庭訪問等を行い、事実関係
を伝えるとともに、今後の学校との連携方法について
話し合う

③-Ｂ

● 随時、指導・支援体制に修正を加え、「組織」でより適切に対応

● 常に状況把握に努める
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４．重大事態への対処

１ 学校の設置者又は学校は、重大事態（※）に対処し、同種の事態の発生の防止
に資するため、速やかに、適切な方法により事実関係を明確にするための調査
を行う
※ ① いじめにより児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑

いがあると認めるとき
② いじめにより児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくさ
れている疑いがあると認めるとき

２ 学校の設置者又は学校は、１の調査を行ったときは、いじめを受けた児童
生徒及びその保護者に対し、必要な情報を適切に提供する

３ 学校は、重大事態が発生した旨を地方公共団体の長等（※）に報告、地方
公共団体の長等は、必要と認めるときは、１の調査の再調査を行うことができ、ま
た、その結果を踏まえて必要な措置を講ずるものとすること。
※ 公立学校は地方公共団体の長、国立学校は文部科学大臣、私立学校は所轄庁である
都道府県知事

法律第５章「重大事態への対処」概要

重大事態への対応フロー

ア）「生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑い」
○ 児童生徒が自殺を企図した場合
○ 身体に重大な傷害を負った場合
○ 金品等に重大な被害を被った場合
○ 精神性の疾患を発症した場合 等を想定

イ）「相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑い」（年間
３０日を目安。一定期間連続して欠席しているような場合などは、迅
速に調査に着手）

※ 児童生徒や保護者からいじめられて重大事態に至ったという申立てが
あったときは，その時点で学校が「いじめの結果ではない」あるいは
「重大事態とはいえない」と考えたとしても，重大事態が発生したも
のとして報告・調査等に当たる

① 重大事態の意味
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③ 学校の設置者が、重大事態の調査の主体を判断

以下のような場合には設置者において調査を実施

○ 従前の経緯や事案の特性、いじめられた児童生徒又は保護者の
訴えなどを踏まえ、学校主体の調査では、重大事態への対処及び
同種の事態の発生の防止に必ずしも十分な結果を得られないと設
置者が判断する場合

○ 学校の教育活動に支障が生じるおそれがあるような場合

重大事態への対応フロー

１ 学校から学校の設置者に、重大事態の発生を報告
２ 設置者から地方公共団体の長等に、重大事態の発生を報告

② 重大事態の発生の報告

④ 調査を行うための組織

重大事態への対応フロー

・学校の設置者又は学校は，その事案が重大事態であると判断したとき
は，当該重大事態に係る調査を行うため，速やかに，その下に組織を
設けることとされている。

・この組織の構成については，弁護士や精神科医，学識経験者，心理や
福祉の専門家等の専門的知識及び経験を有する者であって，当該いじ
め事案の関係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を有しない者
（第三者）について，職能団体や大学，学会からの推薦等により参加
を図ることにより，当該調査の公平性・中立性を確保するよう努める
ことが求められる 。
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④ 調査を行うための組織（その２）

重大事態への対応フロー

・公立学校における調査において，学校の設置者が調査主体となる場合，
第１４条第３項の教育委員会に設置される附属機関を，調査を行うた
めの組織とすることが望ましい。この際，重大事態が起きてから急遽
附属機関を立ち上げることは困難である点から，地域の実情に応じて，
平時から「附属機関」を設置しておくことが望ましい。

・なお，この場合，附属機関の構成員に，調査対象となるいじめ事案の
関係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を有する者がいる場合に
は，その者を除いた構成員で調査に当たる等，当該調査の公平性・中
立性確保の観点からの配慮に努めることが求められる。

・ 「事実関係を明確にする」とは，重大事態に至る要因となったいじ
め行為が，いつ（いつ頃から），誰から行われ，どのような態様で
あったか，いじめを生んだ背景事情や児童生徒の人間関係にどのよう
な問題があったか，学校・教職員がどのように対応したかなどの事実
関係を，可能な限り網羅的に明確にすること

・ 因果関係の特定を急ぐべきではなく，客観的な事実関係を速やかに
調査すべき

・ この調査は，民事・刑事上の責任追及やその他の争訟等への対応を
直接の目的とするものでないことは言うまでもなく，学校とその設置
者が事実に向き合うことで，当該事態への対処や同種の事態の発生防
止を図るもの

⑤ 事実関係を明確にするための調査の実施

重大事態への対応フロー
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ア）いじめられた児童生徒からの聴き取りが可能な場合
→ いじめられた児童生徒や情報を提供してくれた児童生徒を守ることを最優
先とした調査

→ 調査による事実関係の確認とともに，いじめた児童生徒への指導や、いじ
められた児童生徒の状況にあわせた継続的なケア・落ち着いた学校生活復
帰の支援や学習支援等が必要
※ 不登校のケースの調査の在り方に関しては、より詳細な指針を策定予定

イ）いじめられた児童生徒からの聴き取りが不可能な場合
→ 当該児童生徒の保護者の要望・意見を十分に聴取し，迅速に当該保護者に
今後の調査について協議し，調査に着手

→ いじめがその要因として疑われる自殺の背景調査の在り方については，
「児童生徒の自殺が起きたときの調査の指針」（平成２３年３月児童生徒
の自殺予防に関する調査研究協力者会議）を参考とするものとする
※ 自殺の背景調査の指針は、今年度中に見直し予定

⑤ 事実関係を明確にするための調査の実施（続き）

重大事態への対応フロー

●１ 学校の下に、重大事態の調査組織を設置

※ 組織の構成については、専門的知識及び経験を有し、当該いじめ事案の関
係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を有しない第三者の参加を図ること
により、当該調査の公平性・中立性を確保するよう努めることが求められる。

※ 第２２条に基づく「いじめの防止等の対策のための組織」を母体として、
当該重大事態の性質に応じて適切な専門家を加えるなどの方法も考えられる。

●２ 調査組織で、事実関係を明確にするための調査を実施

※ いじめ行為の事実関係を、可能な限り網羅的に明確にする。この際、因果関
係の特定を急ぐべきではなく、客観的な事実関係を速やかに調査すべき。

※ たとえ調査主体に不都合なことがあったとしても、事実にしっかりと向き合
おうとする姿勢が重要。

※ これまでに学校で先行して調査している場合も、調査資料の再分析や必要に
応じて新たな調査を実施。

学校の設置者の指導・助言のもと、以下のような対応に当たる

学校が調査主体の場合

学校対応フロー
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●３ いじめを受けた児童生徒及びその保護者に対して情報を適切に提供

※ 調査により明らかになった事実関係について、情報を適切に提供（適時・適切な
方法で、経過報告があることが望ましい）。

※ 関係者の個人情報に十分配慮。ただし、いたずらに個人情報保護を楯に説明を
怠るようなことがあってはならない。

※ 得られたアンケートは、いじめられた児童生徒や保護者に提供する場合があること
を念頭におき、調査に先立ち、その旨を調査対象の在校生や保護者に説明する等
の措置が必要。

●４ 調査結果を学校の設置者に報告 （※設置者から地方公共団体の長等に報告）

※ いじめを受けた児童生徒又はその保護者が希望する場合には、いじめを受けた児童
生徒又はその保護者の所見をまとめた文書の提供を受け、調査結果に添える。

●５ 調査結果を踏まえた必要な措置

● 設置者の指示のもと、資料の提出など、調査に協力

学校の設置者が調査主体の場合

学校対応フロー

設置者対応フロー

学校の設置者が調査主体の場合

１● 設置者の下に、重大事態の調査組織を設置

※ 組織の構成については、弁護士や精神科医、学識経験者、心理や福祉の専門家
等の専門的知識及び経験を有し、当該いじめ事案の関係者と直接の人間関係又は
特別の利害関係を有しない第三者の参加を図ることにより、当該調査の公平性・中
立性を確保するよう努めることが求められる。

※ 公立学校について、設置者が調査主体となる場合、第１４条第３項の教育委員会
に設置される附属機関を、調査を行うための組織とすることが望ましい（この機関は
平時からの設置が望ましい）。

２● 調査組織で、事実関係を明確にするための調査を実施

※ いじめ行為の事実関係を、可能な限り網羅的に明確にする。この際、因果関係の
特定を急ぐべきではなく、客観的な事実関係を速やかに調査すべき。

※ たとえ調査主体に不都合なことがあったとしても、事実にしっかりと向き合おうとす
る姿勢が重要。
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設置者対応フロー

学校の設置者が調査主体の場合

３● いじめを受けた児童生徒及びその保護者に対して情報を適切に提供

※ 調査により明らかになった事実関係について、情報を適切に提供（適時・適切
な方法で、経過報告があることが望ましい）。

※ 関係者の個人情報に十分配慮。ただし、いたずらに個人情報保護を楯に説明
を怠るようなことがあってはならない。

※ 得られたアンケートは、いじめられた児童生徒や保護者に提供する場合がある
ことを念頭におき、調査に先立ち、その旨を調査対象の在校生や保護者に説明
する等の措置が必要。

４● 調査結果を地方公共団体の長等に報告

※ いじめを受けた児童生徒又はその保護者が希望する場合には、いじめを受けた児
童生徒又はその保護者の所見をまとめた文書の提供を受け、調査結果に添える。

５● 調査結果を踏まえた必要な措置

※ 例えば、指導主事や教育センターの専門家の派遣による重点的な支援、生徒指
導に専任的に取り組む教職員の配置など人的体制の強化、心理や福祉の専門家、
教員・警察官経験者など外部専門家の追加配置等

● 調査主体の指示のもと、資料の提出など、調査に協力

学校を調査主体とする場合

※地方公共団体の長等が再調査を行う場合

● 学校への必要な指導及び支援、地方公共団体の長等に報告

※ 調査を実施する学校に対して必要な指導、また人的措置も含めた適切な
支援を行う。また、いじめを受けた児童生徒及び保護者に対する調査結果
の情報の内容・方法・時期などについて必要な指導及び支援を行う。

※ 学校からの調査結果の報告を受け、地方公共団体の長等に報告する。

設置者対応フロー
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参考

・ いじめられた児童生徒又は保護者が、当初から地方公共団体の長の下での
調査を望む場合などの扱いについて、国の基本方針３４頁で注記。

「第２８条第１項の調査に並行して，地方公共団体の長等による調査を実施
することも想定しうる。」

→ 先行して地方公共団体の長等による調査が実施されたとしても、学校の
設置者又は学校の調査が法律上、免除されるわけではないため、調査は
「並行する」こととなる

「この場合，調査対象となる児童生徒等への心理的な負担を考慮し，重複し
た調査とならないよう留意。」

→ 例えば，アンケートの収集などの初期的な調査を学校の設置者又は学校
が中心となって行い，収集した資料に基づく分析及び追加調査を，並行し
て行われる調査で実施するなど

（参考）法の外で行われる「並行して実施する調査」

【国の基本方針（都道府県の援助等に関連する部分）】
・ 都道府県の「いじめ問題対策連絡協議会」での連携が，区域内の市町村でも活用され
るよう，例えば，都道府県の連絡協議会に市町村教育委員会も参加させたり，域内の連
携体制を検討したりする際に，市町村単位でも連携が進むよう各関係機関の連携先の窓
口を明示するなどが考えられる
・ 重大事態の調査を行う組織の設置について、平時から「附属機関」を設置しておく
ことが望ましいが、小規模の自治体など，設置が困難な地域も想定されることを踏まえ，
都道府県教育委員会においては，これらの地域を支援するため，職能団体や大学，学会
等の協力を得られる体制を平素から整えておくことなどが望まれる

都道府県教育委員会の指導、助言、援助

○ いじめ防止対策推進法
（文部科学大臣又は都道府県の教育委員会の指導、助言及び援助）

第三十三条 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四十五条の四第一項の規定
によるほか、文部科学大臣は都道府県又は市町村に対し、都道府県の教育委員会は市町村
に対し、重大事態への対処に関する都道府県又は市町村の事務の適正な処理を図るため、
必要な指導、助言又は援助を行うことができる。

５．その他
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職能団体との連絡体制の構築

○ 国の基本方針での記載内容
（いじめ防止基本方針「国が実施する施策」）
・ 各地域における組織等の設置に対する支援

地方公共団体・学校の設置者・学校が組織等を設ける場合，特に各地域における重大事態
の調査において，公平・中立な調査組織を立ち上げる場合には，弁護士，医師，心理・福祉
の専門家，学校教育に係る学識経験者などの専門的知識を有する第三者の参画が有効である
ことから，この人選が適切かつ迅速に行われるに資するよう，文部科学省は，それら専門家
の職能団体や大学，学会等の団体との連絡体制を構築する。

○ 職能団体にお願いしている内容
・ 下部団体などに対して、法律や基本方針の内容を周知
・ 各都道府県や市町村の教育委員会等がコンタクトをとって相談するにあたっての
窓口一覧を、都道府県別や地域ブロック別などで提供いただく

【現時点でご相談している団体名（順不同）】
・日本弁護士連合会 ・日本医師会
・日本社会福祉士会 ・日本精神保健福祉士協会 ・日本臨床心理士会

６．現在の国の取組について

各地における対応の留意点

○ 留意点
・ 都道府県の地域基本方針について私立学校を対象に含めて作成するに当たっ
ては、私立学校関係者ともよく調整を図ることが必要。

・ 教育委員会で重大事態の調査を行う場合の調査組織について、附属機関を設
置せずに、外部専門家の会議を設置要綱により設置して対応に当たることはで
きないので、外部の有識者を含めた形で調査組織を置くに当たっては、地方自
治法の２０２条の３の規定により、附属機関の設置という形式をとることが必
要。

・ 重大事態への対処に関しては、地方公共団体の長等までの報告ルートや、
（公立の場合には）調査主体・調査組織を判断する担当部署など、具体的な対
応体制が整理されていないと、緊急時に迅速な対処ができないので、これらを
整理のうえ、学校と共有することが必要。
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○ 子どもの自殺が起きたときの調査の指針
→ 「児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議」にて見直し検討中
→ 全体の見直しのほか、いじめ防止対策推進法に基づく「重大事態」としての
措置の取扱いに関しても記載していく方向。

→ 今年度できるだけ早く審議まとめができるよう検討中。

○ いじめ防止対策推進法第28条第1項第2号「相当の期間欠席」のケースに関する
指針
→ 試案を作成（別途配布）、現在、試案ではわかりにくい点やより効果的な指
針とするための意見を募集していた。

→ 今後は、重大事態の発生の状況や、各地域からの意見等を踏まえ、有識者に
も諮ったうえで指針として策定予定（来年度）。

※ 不登校児童生徒への支援方策全般に係る検討も来年度、並行して実施する予
定であり、この中に、いじめ防止対策推進法の措置も適切に位置づけていくこ
とを想定。

より詳しい指針について

ご静聴、ありがとうございました。

行政説明のご依頼は、児童生徒課生徒指導室（生
徒指導企画係又はいじめ対策支援第１係）で受け付
けています。

Mail  s-sidou@mext.go.jp
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【重大事態への対応】 
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いじめの疑いに関する情報

○ 第２２条「いじめの防止等の対策のための組織」でいじめの疑いに関する情報の収集と記録、共有
○ いじめの事実の確認を行い、結果を設置者へ報告

○ 設置者に重大事態の発生を報告
ア）「生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑い」（児童生徒が自殺を企図した場合等）
イ）「相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑い」（年間３０日を目安。一定期間連続して
欠席しているような場合などは、迅速に調査に着手）
※「児童生徒や保護者からいじめられて重大事態に至ったという申立てがあったとき」

○ 地方公共団体の長等に報告（公立：学校から設置者を経由、私立：学校から都道府県知事）

重大事態の発生

学校の設置者が、重大事態の調査の主体を判断

● 学校の下に、重大事態の調査組織を設置

※ 組織の構成については、専門的知識及び経験を有し、当該いじめ事案の関係者と直接の人間関係又は特
別の利害関係を有しない第三者の参加を図ることにより、当該調査の公平性・中立性を確保するよう努めること
が求められる。
※ 第２２条に基づく「いじめの防止等の対策のための組織」を母体として、当該重大事態の性質に応じて適切
な専門家を加えるなどの方法も考えられる。

● 調査組織で、事実関係を明確にするための調査を実施

※ いじめ行為の事実関係を、可能な限り網羅的に明確にする。この際、因果関係の特定を急ぐべきではなく、
客観的な事実関係を速やかに調査すべき。

※ たとえ調査主体に不都合なことがあったとしても、事実にしっかりと向き合おうとする姿勢が重要。
※ これまでに学校で先行して調査している場合も、調査資料の再分析や必要に応じて新たな調査を実施。

● いじめを受けた児童生徒及びその保護者に対して情報を適切に提供

※ 調査により明らかになった事実関係について、情報を適切に提供（適時・適切な方法で、経過報告があるこ
とが望ましい）。

※ 関係者の個人情報に十分配慮。ただし、いたずらに個人情報保護を楯に説明を怠るようなことがあってはな
らない。

※ 得られたアンケートは、いじめられた児童生徒や保護者に提供する場合があることを念頭におき、調査に先
立ち、その旨を調査対象の在校生や保護者に説明する等の措置が必要。

● 調査結果を学校の設置者に報告 （※設置者から地方公共団体の長等に報告）

※ いじめを受けた児童生徒又はその保護者が希望する場合には、いじめを受けた児童生徒又はその保護者
の所見をまとめた文書の提供を受け、調査結果に添える。

学校の設置者の指導・助言のもと、以下のような対応に当たる

● 調査結果を踏まえた必要な措置

学校が調査主体の場合

学校用 重大事態対応フロー図

● 設置者の指示のもと、資料の提出など、調査に協力

学校の設置者が調査主体の場合
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学校の設置者が調査主体の場合

学校からいじめの報告
○ 必要に応じ、学校に対し必要な支援を行い、若しくは必要な措置を講ずることを指示し、又は報告
事案について設置者自ら必要な調査を行う

【重大事態】

ア）「生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑い」（児童生徒が自殺を企図した場合等）
イ）「相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑い」（年間３０日を目安。一定期間連続して
欠席しているような場合などは、迅速に調査に着手）
※「児童生徒や保護者からいじめられて重大事態に至ったという申立てがあったとき」

学校から重大事態発生の報告（設置者から地方公共団体の長へ報告（公立））

学校の設置者が、重大事態の調査の主体を判断

● 設置者の下に、重大事態の調査組織を設置

※ 組織の構成については、弁護士や精神科医、学識経験者、心理や福祉の専門家等の専門的知識及び経
験を有し、当該いじめ事案の関係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を有しない第三者の参加を図るこ
とにより、当該調査の公平性・中立性を確保するよう努めることが求められる。
※ 公立学校について、設置者が調査主体となる場合、第１４条第３項の教育委員会に設置される附属機関を、
調査を行うための組織とすることが望ましい（この機関は平時からの設置が望ましい）。

● 調査組織で、事実関係を明確にするための調査を実施

※ いじめ行為の事実関係を、可能な限り網羅的に明確にする。この際、因果関係の特定を急ぐべきではなく、
客観的な事実関係を速やかに調査すべき。

※ たとえ調査主体に不都合なことがあったとしても、事実にしっかりと向き合おうとする姿勢が重要。

● いじめを受けた児童生徒及びその保護者に対して情報を適切に提供

※ 調査により明らかになった事実関係について、情報を適切に提供（適時・適切な方法で、経過報告があるこ
とが望ましい）。

※ 関係者の個人情報に十分配慮。ただし、いたずらに個人情報保護を楯に説明を怠るようなことがあってはな
らない。

※ 得られたアンケートは、いじめられた児童生徒や保護者に提供する場合があることを念頭におき、調査に先
立ち、その旨を調査対象の在校生や保護者に説明する等の措置が必要。

● 調査結果を地方公共団体の長等に報告

※ いじめを受けた児童生徒又はその保護者が希望する場合には、いじめを受けた児童生徒又はその保護者
の所見をまとめた文書の提供を受け、調査結果に添える。

● 調査結果を踏まえた必要な措置

重大事態対応フロー図

● 調査主体の指示のもと、資料の提出など、調査に協力

設置者用

※ 例えば、指導主事や教育センターの専門家の派遣による重点的な支援、生徒指導に専任的に取り組む教
職員の配置など人的体制の強化、心理や福祉の専門家、教員・警察官経験者など外部専門家の追加配置等

学校が調査主体の場合

地方公共団体の長等が再調査を行う場合

○ 従前の経緯や事案の特性、いじめられた児童生徒又は保護者の訴えなどを踏まえ、学校主体の調査では、重
大事態への対処及び同種の事態の発生の防止に必ずしも十分な結果を得られないと設置者が判断する場合

○ 学校の教育活動に支障が生じるおそれがあるような場合 ⇒ 設置者において調査を実施

● 学校への必要な指導及び支援、地方公共団体の長等に報告

※ 調査を実施する学校に対して必要な指導、また人的措置も含めた適切な支援を行う。また、いじめを受けた
児童生徒及び保護者に対する調査結果の情報の内容・方法・時期などについて必要な指導及び支援を行う。
※ 学校からの調査結果の報告を受け、地方公共団体の長等に報告する。
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                        事   務   連   絡 

                           平成２６年３月１９日 

 

各都道府県教育委員会指導事務主管課 

各指定都市教育委員会指導事務主管課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 部 課 

附属学校を置く各国立大学法人担当課 御中 

小中高等学校を設置する学校設置会社を 

所轄する構造改革特別区域法第１２条第１項 

の認定を受けた各地方公共団体の担当課 

 

文部科学省初等中等教育局児童生徒課 

 

いじめ防止対策推進法を踏まえた職能団体との連絡体制について 

 

平素より、文部科学行政に御理解・御協力を賜り誠にありがとうございます。 

さて、文部科学省においては、いじめ防止対策推進法に規定される、各地域における組織

等の設置に対する支援を行うために各職能団体との連絡体制を構築することとしており、各

地域における学校等と職能団体との相互連絡が円滑に取り行えるよう体制の整備をしていま

す。 

具体的には、別紙のとおり、互いの最初の連絡窓口は、便宜上都道府県単位（指定都市教

育委員会にあっては指定都市）で設定し、最初の連絡以降も同じ窓口を介す必要があるかど

うかは、個別に職能団体と相談するようにしてはどうかと考えています。 

現在、職能団体には、各団体の都道府県別・地域ブロック別等の窓口一覧を提供いただく

よう依頼しているところであり、今後、教育委員会等側の窓口一覧と相互交換を行いたいと

考えております。 

つきましては、各都道府県・指定都市教育委員会指導事務主管課におかれましては、貴課

又は域内の教育委員会・学校が職能団体に推薦を依頼したい場合の連絡窓口を、各都道府県

私立学校主管課におかれましては、貴課又は所轄する学校が職能団体に推薦を依頼したい場

合の連絡窓口を、公立・私立学校別にお決めいただき、下記のとおり部署名等を御提供いた

だきますようお願いいたします。 

なお、連絡体制の構築に関して、上記のほか、各職能団体には、別添の「参考：今後、職

能団体等に送付予定の説明資料」の内容について、全国の地域組織に周知いただくようお願

いしているところです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：国の基本方針での記載内容】 

（いじめ防止基本方針「国が実施する施策」） 

・各地域における組織等の設置に対する支援 

地方公共団体・学校の設置者・学校が組織等を設ける場合，特に各地域における重大事態の

調査において，公平・中立な調査組織を立ち上げる場合には，弁護士，医師，心理・福祉の専

門家，学校教育に係る学識経験者などの専門的知識を有する第三者の参画が有効であることか

ら，この人選が適切かつ迅速に行われるに資するよう，文部科学省は，それら専門家の職能団

体や大学，学会等の団体との連絡体制を構築する。 
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記 

 

１ 送付文書 

・【別紙】組織等の設置にあたり職能団体から推薦を得たい場合の協力依頼の窓口について 

  … 貴課及び職能団体へ周知 

・【一覧】【都道府県・指定都市】職能団体等との連絡窓口 

 … 必要事項を記入のうえ文科省へ提出 

・【参考】今後、職能団体等に送付予定の説明資料 

 … 文科省から職能団体へ送付予定（いじめ防止対策推進法の説明、及び法を踏まえた

組織を設置する際の各団体への協力のお願い等） 

２ 提出文書 

 上記、「【一覧】【都道府県・指定都市】職能団体等との連絡窓口」に、下記「３ 記載内

容」にある事項を記入のうえ提出 

※都道府県・指定都市教育委員会指導事務主管課及び都道府県私立学校主管課のみ提出 

 ※国立学校及び株式会社立学校の連絡窓口は、原則当該校とするため、提出は不要 

３ 記載内容 

・課名 ・係名 ・電話番号 ・FAX 番号 ・メールアドレス 

※年度末にあたり、担当者の異動等が考えられるため、担当者氏名の記載は不要 

※来年度からの組織改編等が予定されている場合は、４月１日以降の組織について記載 

４ 提出期日 

  平成２６年４月４日（金） 

５ 提出先 

  文部科学省初等中等教育局児童生徒課生徒指導企画係 宛 

s-sidou@mext.go.jp 

６ 備 考 

  現時点で相談している団体名（順不同） 

 ・日本弁護士連合会         ・公益社団法人日本医師会（日本小児科医会） 

 ・一般社団法人日本臨床心理士会   ・社団法人日本社会福祉士会 

 ・公益社団法人日本精神保健福祉士協会 

 

 

 

 

（本件連絡先） 

初等中等教育局児童生徒課生徒指導企画係 

池田，小林，原 

同  いじめ対策支援第一係・第二係 

田中 

電話   03（5253）4111（内線 2583・3298） 

                         03（6734）3298（直通） 

                  FAX   03（6734）3735 

E-mail   s-sidou@mext.go.jp 
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別紙 

組織等の設置にあたり 

職能団体から推薦を得たい場合の協力依頼の窓口について 

 

 

いじめ防止対策推進法を踏まえて、学校の設置者や学校が、組織等を立ち上

げる際に、外部専門家の推薦を職能団体から頂きたい場合について、円滑な連

携が可能となるよう、協力依頼の窓口については、以下のように大枠の整理を

設けておき、あとは個別の事情によるとしてはどうか。 

 

連携・協力を依頼するにあたっての最初の連絡ルートは、特別の事情がある

場合を除いて、便宜上都道府県単位で窓口を設定する。最初の連絡以降も窓口

を介す必要があるかどうかは、個別に職能団体と相談することとする。 

 

 

 

公立学校→（市町村教育委員会）→都道府県教育委員会（窓口）→職能団体 

   →指定都市教育委員会（窓口）→職能団体 

 

私立学校→（設置者である学校法人）→都道府県の窓口（※）→職能団体 

（※）都道府県の私立学校担当部局 

 

 

（公立学校の場合） 

都道府県・政令市教育委員会が職能団体との連絡の窓口となる。 

政令市以外の市町村教育委員会が依頼したい場合は、都道府県教育委員会

にその旨を連絡する。 

学校が依頼したい場合は、設置者の教育委員会に連絡し、設置者の教育委

員会経由で、都道府県・政令市教育委員会に伝達する。 

 

（私立学校の場合） 

都道府県の私立学校担当部局が職能団体との連絡の窓口となる。 

私立学校または設置者である学校法人から、都道府県の窓口を経由して、

連携協力を求める 
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 参考：今後、職能団体等に送付予定の説明資料 

いじめ防止対策推進法を踏まえた対応について（協力依頼） 

 

１．いじめ防止対策推進法の成立 

 いじめ防止対策推進法は、平成 24 年 7 月以降大きく報道された、滋賀県大津

市における中学生の自殺事案を受け、超党派の議員立法で成立した法律であり、

平成 25 年 6 月公布、9月に施行されました。 

同法は、社会総がかりでいじめの問題に向き合い、対処していくための基本

的な理念や体制を定めています。具体的には、いじめの対応を組織的に実施し

ていくため、学校や地方公共団体に、新たな組織等を設置することや、いじめ

による重大事態への対処の在り方などについて規定しています。 

また、文部科学省では平成 25 年 10 月、同法に基づき「いじめ防止基本方針」

（以下、「国の基本方針」）を策定しました。 

 

２．同法における「重大事態への対処」 

（１） 重大事態への対処 

 同法及び国の基本方針では、以下を「重大事態」として位置づけています。 

（重大事態とは） 

・ いじめにより児童等の生命、心身又は財産に重大な被害を生じた疑いが

あると認めるとき 

→児童生徒が自殺を企図した場合や身体に重大な傷害を負った場合等 

・ いじめにより児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされて

いる疑いがあると認めるとき 

※ 児童生徒や保護者からいじめられて重大事態に至ったという申立てが

あったときは、重大事態が発生したものとして対処に当たる 

 

（重大事態への対処） 

これら「重大事態」については、 

① 学校の設置者（公立であれば教育委員会、私立であれば学校法人）又

は学校が、組織を設けて事実関係を明確にするための調査を行うこと

（義務規定）、 

② 地方公共団体の長等へ報告すること（義務規定）、 

③ 報告を受けた地方公共団体の長等は、必要と認めるときは、調査を行

うための附属機関を設けるなどして、学校の設置者又は学校の行った調

査の再調査をすることができること（できる規定） 

が定められています。 
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（２）調査の趣旨・目的 

上述したとおり、重大事態があった場合には、重大事態に対処するとともに，

同種の事態の発生の防止に資するため、当該事態に係る事実関係を明確にする

ための調査を行うものとされています。 

この調査は、民事・刑事上の責任追及やその他の争訟等への対応を直接の目

的とするものではなく、学校とその設置者が事実に向き合うことで、当該事態

への対処や同種の事態の発生防止を図るものです。 

「事実関係を明確にする」とは，重大事態に至る要因となったいじめ行為が、

いつ（いつ頃から）、誰から行われ、どのような態様であったか、いじめを生ん

だ背景事情や児童生徒の人間関係にどのような問題があったか、学校・教職員

がどのように対応したかなどの事実関係を，可能な限り網羅的に明確にするこ

とです。 

国の基本方針では、いくつかの類型に分けて留意事項を示していますので、

以下、一部抜粋して紹介します。 

 

ア）いじめられた児童生徒からの聴き取りが可能な場合 

いじめられた児童生徒からの聴き取りが可能な場合，いじめられた児童生

徒から十分に聴き取るとともに，在籍児童生徒や教職員に対する質問紙調査

や聴き取り調査を行うことなどが考えられる。この際，いじめられた児童生

徒や情報を提供してくれた児童生徒を守ることを最優先とした調査実施が

必要である（例えば，質問票の使用に当たり個別の事案が広く明らかになり，

被害児童生徒の学校復帰が阻害されることのないよう配慮する等）。 
 
イ）いじめられた児童生徒からの聴き取りが不可能な場合 

児童生徒の入院や死亡など，いじめられた児童生徒からの聴き取りが不可

能な場合は，当該児童生徒の保護者の要望・意見を十分に聴取し，迅速に当

該保護者に今後の調査について協議し，調査に着手する必要がある。調査方

法としては，在籍児童生徒や教職員に対する質問紙調査や聴き取り調査など

が考えられる。 
 

 

 

重大事態の 

発生、報告 

学校の設置者又は学校が

組織を設けて調査 

（義務） 

地方公共団体の長等

の再調査 

（必要と認めるとき） 
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（自殺の背景調査における留意事項） 

○ 背景調査の在り方については、「児童生徒の自殺が起きたときの調査の

指針」（平成２３年３月児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議）

を参考とする 
 ※当該指針については別添参照。なお、当該指針は現在、見直し検討中。 
○ 背景調査に当たり，遺族が，当該児童生徒を最も身近に知り，また，背

景調査について切実な心情を持つことを認識し，その要望・意見を十分に

聴取するとともに，できる限りの配慮と説明を行う 
○ 背景調査においては，自殺が起きた後の時間の経過等に伴う制約の下で，

できる限り，偏りのない資料や情報を多く収集し，それらの信頼性の吟味

を含めて，客観的に，特定の資料や情報にのみ依拠することなく総合的に

分析評価を行うよう努める 
○ 客観的な事実関係の調査を迅速に進めることが必要であり，それらの事

実の影響についての分析評価については，専門的知識及び経験を有する者

の援助を求めることが必要であることに留意する  等 
 

（３）重大事態の調査を行う組織 

これらの調査を行う調査組織については、法律の附帯決議により、「専門的

な知識及び経験を有する第三者等の参加を図り、公平性・中立性が確保される

よう努める」ことが求められています。これを受け、法律に基づき文部科学大

臣が策定した「いじめ防止基本方針」で、公平性・中立性の担保の在り方につ

いてより詳細に記載しています。（重大事態の調査、再調査ともに同様の記載） 

 

この組織の構成については，弁護士や精神科医，学識経験者，心理や福祉

の専門家等の専門的知識及び経験を有する者であって，当該いじめ事案の関

係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を有しない者（第三者）について，

職能団体や大学，学会からの推薦等により参加を図ることにより，当該調査

の公平性・中立性を確保するよう努めることが求められる 

 

（４）平時からの調査組織の設置 

  一方、地方公共団体に外部の専門家を加えた調査組織を立ち上げる場合に

は、地方自治法の規定により、条例の根拠が必要となります。地方議会での

条例制定というステップが必要とすると、重大事態が起きてから急遽、条例

による機関を立ち上げることは迅速性にかけることが予想されます。 

このため、国の基本方針では、「地域の実情に応じて、平時からこれらの機

関を設置しておくことが望ましい」としています。 

 

- 100 -



- 101 -

- 4 - 
 

 

特に公立学校に関しては、この平時から設置する機関に関して、より詳細な

記載があります。同法において、重大事態への対処とは別の章に、「教育委員

会に附属機関を設置することができる」という規定があり、国の基本方針では、

この附属機関を置いておくことが「望ましく」、重大事態発生時にはこの平時

から置かれた附属機関で調査を行うことが「望ましい」と整理されています。 

 

【組織の設置イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）いじめ問題対策連絡協議会：いじめ防止等に関係する機関や団体（学校、教育委

員会、児童相談所、法務局又は地方法務局、都道府県警その他の関係者等）の連

携を図るための組織 

 

 

 

 

番

号 

組織名 

（条文） 

組織の設置趣旨 組織の担う役割例 

（国の基本方針） 

外部専門家の活用の考

え方（国の基本方針） 

① 教育委員会に置く

附属機関（法第 14

条 3 項） 

【法律上置くこと

ができる】【基本方

針で置くことが

「望ましい」】 

実効的ないじめの対

策のため 

・いじめ防止等の調査

研究等有効な対策

を審議 

・公立学校におけるい

じめに関する相談

等の解決を図る 

・重大事態の調査組織

として活用する 等 

専門的な知識及び経験

を有する第三者等の参

加を図り、公平性・中

立性が確保されるよう

努める 

いじめ問題対策 

連絡協議会（※） 

教育委員会 

 

 
①教育委員会に置く附属機関 

学校の設置者 

 又は 学校 

 

 ②調査組織 

【国立学校】文部科学大臣 

【公立学校】（学校を設置する） 

      地方公共団体の長 

【私立学校】都道府県知事 

報告 

再調査等 

③附属機関 

重大事態発生時 

地方公共団体 
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② 重大事態の調査組

織（第 28 条）（学

校の設置者又は学

校） 

 

【設置義務】 

重大事態に係る事実

関係を明確にするた

めの調査を行う 

※１ 平時からの設

置が望ましい 

※２ 公立学校の調

査は、法第 14 条第

3 項の附属機関を

活用することが望

ましい 

当該重大事態に係る

調査を行う 

この組織の構成につい

ては，弁護士や精神科

医，学識経験者，心理

や福祉の専門家等の専

門的知識及び経験を有

する者であって，当該

いじめ事案の関係者と

直接の人間関係又は特

別の利害関係を有しな

い者（第三者）につい

て，職能団体や大学，

学会からの推薦等によ

り参加を図ることによ

り，当該調査の公平

性・中立性を確保する

よう努めることが求め

られる 

③ 重大事態の再調査

組織（第 30条・31

条） 

（地方公共団体の

長等） 

【「附属機関を設

けて調査を行う等

の方法により」】 

学校の設置者又は学

校の行った調査の結

果を調査する（再調

査） 

 

※１ 平時から設置

しておくことも考

えられる 

当該重大事態に係る

再調査を行う 

同上 

 

 

 

 

３．文部科学省が定める調査の指針 

文部科学省では、法制定以前の平成 23 年 6 月より、児童生徒の自殺が起こっ

た際には「背景調査」を実施するよう学校・教育委員会等に求め、その際の参

考に資するよう、「子どもの自殺が起きたときの調査の指針」（平成 23 年 3 月児

童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議）を定めています。 

この指針は策定以来、各地で様々に運用されていることから、各地での運用

状況を踏まえた指針の見直しを、現在文部科学省において行っています（「平成

25 年度児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議」）。この見直し検討の

中で、いじめ防止対策推進法に基づく重大事態への対処に関する記載の追記に

関しても議論しています。 
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４．国による「連絡体制の構築」 

法や国の基本方針を踏まえ、現在各地において、組織等を平時から立ち上げ

るかどうか、立ち上げる場合に、いかなる組織構成とするか等について検討が

進められています。これらは各組織を設置する主体が判断すべき事項ですが、

組織設置を考えている地域では今後、教育委員会や関係部局から職能団体の各

県支部や地元の大学に対して、組織の構成員となる方の推薦依頼などの相談が

あることが予想されます。 

 

 

５．各団体等へのお願い 

そこで、各種職能団体や大学等におかれましては、前述のような動きがある

ことをご承知おきいただき、全国に地域組織等がある場合にはそれらの組織等

へ本紙の内容に関する周知をお願いしたく、また、もしも実際に推薦依頼があ

った場合には、円滑に組織が立ち上がるような協力等をお願いしたいと考えて

います。 

もしも法や基本方針に関して不明な点がある場合などには、次頁記載の文部

科学省の窓口でも、お答えすることが可能ですので、どうぞお問い合わせくだ

さい。また、調査指針の見直しの状況など、関連情報についても、順次提供さ

せていただきたいと考えています。 

 

 

６．備 考 

 同法においては、学校におけるいじめの防止等に関する措置を実効的に行う

ため、当該学校の複数の教職員、心理、福祉等に関する専門的な知識を有する

者その他の関係者により構成される「学校におけるいじめの防止等の対策のた

めの組織」を置くものとしています。（義務規定） 

 そのため、学校や教育委員会等から、貴団体の地域組織や構成員に直接参加

の依頼があることも考えられ、この点についても併せて周知をお願いしたいと

考えています。 

組織名 

（条文） 

組織の設置趣旨 組織の担う役割例 

（国の基本方針） 

外部専門家の活用の考え

方（国の基本方針） 

学校に置く「い

じめの防止等の

対策のための組

織」（法第 22条） 

【設置義務】 

当該学校におけ

るいじめ防止等

に関する措置を

実効的に行うた

め 

・学校基本方針に基づく取組の実施 

・いじめの相談等の窓口となる 

・いじめ等に係る情報収集や記録、

共有 

・いじめの疑いに係る情報があった

ときには、事実関係の聴取や保護

者との連携等の対応を組織的に

実施するための中核となる 等 

必要に応じて、心理や福

祉の専門家、弁護士、医

師、教員・警察官経験者

など外部専門家等が参加

しながら対応することに

より、より実効的ないじ

めの問題の解決に資する

ことが期待される 
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（問合せ） 

文部科学省初等中等教育局児童生徒課生徒指導室いじめ対策支援第 1係 

電話 ０３－５２５３－４１１１（内線２５８３） 

 
【参 考】 
 ○ いじめ防止対策推進法 
    http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1337219.htm 
 ○ いじめ防止基本方針 
    http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1340464.htm 
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